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工．　Iま　じめlこ
我が国の技術貿易は、紆済活動の急速なグローバリゼーションの進展ととも
に近年拡大傾向にある。，我が同の技術貿射二関する代表的な統計としては、日
本銀行の「国際収支統計」および総務庁の「科学技術研究調査報告」がある。
（＊注1）それらによると、平成7年度の日本の技術貿易額は「日銀統計」で
は輸出が6，182億円（対前年度比13．90．湖恒、輸入が9，445億円（同10．3％増）
であり、一方「総務庁統計」では輸出が5，621億円（同21．6％増）、輸入が
3，917億円（同5．7％増）となっているr　両統計ともに平成7年度に技術輸出額
が大幅に増加している点では一致しているが、両者の金額の差は年々拡大して
おり、これらの総量的な統計だけでは技術貿易の実状を把扼することは非常に
困難となっている。
当研究所では、技術貿易のうち技術輸入については、従来より「外国為替及
び外国貿易管理法」による技術導入契約の締結（変更1に関する報告書等に基
づき、「外国技術導入の動向分析」を毎年作成し、その動向について分析を行
ってきた。そして年々重要性を増す技術輸出についても、従来の技術貿易統計
で行われている金額や件数の葦：的な把握にとどまらず、輸出技術の内容、契約
形態、対価の受取方法といった技術輸川の賃的な面での分析を行うために、平
成4年度より毎年民間企業に対してアンケート調査を実施し、その分析結果を
「日本の技術輸出の実態」と　して発表している。
今回の調査は平成7年度に締結された技術輪LIl契約について取りまとめてい
るが、過去最多の1，348社の回答を得られ、今まで以上に技術貿易の全体像を把
捉することが可能となっている。
本報告書が、我が国の技術輪川の実態に関して貴的な面まで踏み込んだ椎一一
の資料として、技術貿易に関係する方々に役立つことが有れば幸いである。－
（＊注1）　　　　　　我が国の主な技術貿易統計の種類と内容
統　計　の　種　類 内　　　 容 分　　　　 類
日銀統計
（国際収支統計）
輸出入の金額 金額のみ
総務庁統計 輸出入の金簡 ・什数 産業分類 ・地域分類 ・
（科学技術研究調査報告） 新規継続別
なお、我が国に存在する技術貿易権計の種類とその内容の詳細については、
当研究所調査研究資料26「花が同の技術貿易統計」を参照のこと．。
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Ⅱ．　調査方法
1．アンケート舞査の内容
当アンケート調査は、技術輸出の実態を把指し、我が国の技術貿易の特徴を
明らかにする事を主目的としている。外同からの技術導入に関しては、当研究
所で「外国技術導入の動向分析」を発行している。それとの比較対照のため、
当調査の設問は「外国技術導入の動向分析」の調査項目を参考にして作成して
いる。今回の調査対象となる契約は、王盛ヱ＿色土且⊥且迫隆皇盈且旦且且追且
呈■三聖上．生．盟＿邑直選ヱ＿生＿左．逝遡＿聖．退避＿萱如且皇遡王立＿互且●
なお、本調査における「技術輸出」の定義は工業所有権（特許・実用新案・
意匠・商標）およびノウハウ（ソフトウェアを含む）に関する権利の譲渡、使
用権の設定や技術指導を行った場合をさすものとした。（質問表は資料1参照）
2．嘱査方法
アンケートの調査概要は以下の通りである。
①調査対象企業：資本金10億円以上で、研究開発活動を実施している企業およ
び技術貿易と関連のある企業（1，5　9　7社）
②調査方法　　：郵送によるアンケート調査とし、上記各社の知的財産部門長
もしくは研究開発管埋部門長へ直接郵送した。
e）調査期間　　：平成9年1月9日（発送）から平成9年2月10日（締切）ま
での間に実施した。，
（彰回収結果 回答企業数1，03　2社（回収率64．6％）
なお、今回の調査では資本金10億円未満の企業についても調査を実施してい
るが、その調査方法、調査結果については第Ⅶ章で別に述べる。
3．回収サンプルの属性分布
アンケート調査対象企業および回答企業の資本金別・産業分類別内訳は次頁
に示すとおりである。（図2－1・表2－1参照）
［　備　考　］
・本書で用いている企業の産業分類は、当研究所の「外国技術導入の動向分
析」と同様に、総務庁統計局編集の「会社企業名鑑」に拠り、これに収載され
ていない企業についてもこれに準じて「口本標準産業分類」（昭和59年、行政
管理庁告示第2号）により分類し、集計を行った。
・本書のグラフ中でNは、サンプル数を表すものとする。また、回答中記載の
ないものについては、除外して集計している。．
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図2－1調査対象企業及び回答企業の資本金別内訳
217ヽ
調査対象企業 回答企業
■10憶円－50億円　田5噌円～100億円　ElOO即～500倍円　田500億円－
表2－1調査対象企業・回答企業の産業分類別内訳
業　　 種 調査対 象企業 回答企業 回答率 （一五り
（1）農林水 産業 3　 （0．2） 2　 （0．2）66．7
（2）鉱業 9　 （0．6） 8　 （0．8）88．9
（3）建 設業 128　 （8．0） 90　 （8．7）70．3
（4）食 品工 業 94　 （5．9） 56　 （5．4）59．6
（5）繊 維工 業 47　 （2．9） 29　 （2．8）61．7
（6）パ ルプ ・紙工業 25　 （1．6） 13　 （1．3）52．0
（7）出版 ・印刷 業 7　 （0．4） 5　 （0．5）71．4
（8）総 合化 学工業 97　 （6．1） 63　 （6 ．1）64 ．9
（9）油 脂 ・塗料 工業 26　 （1．6） 19　 （1．8）73．1
（10）医薬品工業 60　 （3．8） 36　 （3．5）60．0
（11）その他の化 学工 業 36　 （2．3） 22　 （2．1）6 1．1
（12）石油製品工 業 20　 （1．3） 14　 （1．4）70．0
（13）プ ラスチ ック製 品工業 27　 （1．7） 17　 （1．6）63．0
（14）ゴム製品工 業 14　 （0．9） 9　 （0．9）64 ．3
（15）窯業 51 （3．2） 32　 （3．1）62．7
（16）鉄鋼業 46　 （2．9） 33　 （3．2）71．7
（17）非鉄金属工 業 42　 （2．6） 28　 （2．7）66．7
（18）金属製品工業 59　 （3．7） 38　 （3．7）64．4
（19）機 械工 業 170 （10．6） 112 （10．9）65．9
（20）電気機械器 具工 業 90　 （5．6） 56　 （5．4） 62．2
（21）通信 ・電気計測 器工業 141 （8．8） 100　 （9．7） 70．9
（22）自動車工業 73　 （4．6） 47　 （4．6）64．4
（23）その他 の輸 送用機械工業 31 （1．9） 21 （2．0）67．7
（24）精密機 械工 業 37　 （2．3） 23　 （2．2）62．2
（25）その他の製 造業 68　 （4．3） 38　 （3．7） 55．9
（26）運 輸 ・通信 ・公益 業 34　 （2．1） 29　 （2．8）85．3
（27）卸売 ・小売 業 78　 （4．9） 4 1 （4．0）52．6
（28）情 報 ・調査 ・広 告業 35　 （2．2） 23　 （2．2）65．7
（29）その他 のサ ー ビス業 49　 （3．1） 28　 （2．7） 57．1
全体 1597 （100．0） 1032 （100．0）64 6
（注 ） ・総合化 学工 業 とは化学肥料、無 機 ・有機化学お よび化学繊維工 業 を指す。
・括弧内は業種別構成比（鮎　を示す。，
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Ⅲ．　調査結　果　の　全般　的　傾　向
Ⅲ章、Ⅵ章では資本金10億円以　上の企業に関する分析を行う。本章において
は、まず輸出先地域別の特徴を中心、に全般的な傾「rljをみる。なお、資本金10億
円未満の企業に関する分析結果については第Ⅶ章で別途試みる　こ　と　とする，二］
1．技術輸出契約の締結状況
a．技術輸出契約の実施企業について
回答企業1032社のう　ち、平成7　年度に「新㍉硯の技術輸出がある」と答えた企
業の割合は全体の22．8％であり、その他「継競中の輪山がある」企業が20．3％、
「過去に輸出がある」企業が15．7∩ん、「輸出実績はない」企業が41．2∩∴であっ
た。今年度は前年度よ　り　回答率が大幅にアップし、回答企業が132社も増加して
いるので単純に比較するこ　とは出来ない（＊注21が、「新規の技術輸川があ
る」企業の割合は、前年度（27．0％）と比べて4．2ガイシ小減少している．。
（図3　－1参照）
次に「新規の技術輸出がある」割合を輸出企業の京本金規模別にみてみる　と、
「資本金10億円以上50億円未満」の企業では15．00t，にと　どまるが、彙本金規模
が大き　く　なるほど高く　な　り、「京本金500億円以　上」の企業では47．3㌦をlトiめて
いる。逆に「今まで技術輸出の実績がない」余業の割合は「資本金10億円以上
50億円未満」では51．3％を占めるのに対して、「資本金500億円以　上」の企業で
は29．00ムにと　どまっている，。技術輸出を行う場合その前提と　して研究開発を行
う　だけの資金と渉外事務をこなす事務体制が必要なこ　とから、このよ　う　な傾向
が表れている　ものと思われる。　「図3　－　2　参照‖
また、前年度と比較する　とすべての資本金規模で「新規の技術輸出がある」
割合が減少している。（表3　－1参照）
（＊注2）回答企業の違いによる誤差を除くために、2年連続して回答のあっ
た企業725社に絞ってみる　と、「新規の技術輸出がある」企業の割合は、平成6
年度31．0％、平成7年度25．2％とやは　り5．8ポイント減少しているl‥，
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図3－1技術輸出契約の実施の有無
Nここ920社
■l新規の輸出有　■l紳懐中の輸出有　圏過去に輸出有　　　輸出実績なし
図3－2　技術輸出契約の実績の有無（資本金規模別）
50億円～1脚億円
100億円～500億円
■l新規輸出有　■l継続中の輸出有　≡雲過去輸出有　＝輸出実績無
表3－1資本金規模別技術輸出契約の有無の割合
新 規 の 輸 出 あ り 継 続 中 の 輸 出 あ り 過 去 の 輸 出 あ り 車 llり ミ績 な し
6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減
全 体 27．0％ 22 ．8％ －4 ．2％16．7％ 20．3％ 3 ．6％ 16 ．1％ 15 ．7％ －0 ．4％ 40．2％ 4 1．2％ 1．0 ％
10億 円 、5 0億 円 18 ．8％ 15 ．0％ －3．8％ 14．0％ 16 ．5％ 2 ．5％ 18．3 ％ 17 ．2％ －1．1％ 48 ．9％ 5 1．3％ 2．4％
50億 円 、 100億 円23．1％18 ．鍋 －4 ．3％ 18 ．1％ 22．8％ 4 ．7％ 16 ．5％ 16 ．5％ 0 ．0％ 42．3％ 42 ．0％ －0．3 ％
100億 円 、 500 億 円 35．1％ 3 1．4％ －3．7％ 2 1．8％ 26 ．7％ 4 ．9％ 14．6％ 15 ．3％ 0 ．7％ 28 ．5％ 26 ．7％ －1．8 ％
500億 円 、 52．5％ 47 ．3％ －5．2％ 11．3％ 16．1％ 4 ．8％ 8 ．8％ 7 ．5％ －1．3％ 27．5％ 29 ．0％ 1．5％
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続いてこれを製造業（＊注31に絞ってみる　と、回答企業811社のう　ち、「新
規の技術輸出がある」企業の割合は27．7％で全産業でみる　よ　り4．9ポイント高　く、
逆に「技術輸出実績のない」企業の割合は31．40㍍で全産業でみる　よ　り9．8ポイント
低く　なっている。資本金規模別にみた場合、ここでも彙本金規槙が大き　く　なる
ほど「新規の技術輸出がある」企業の割合は高く　なり、特に「嚢本金500億円以
上」の企業では「新規の技術輸出のある」企業の割合が67．7％を占めている点
は注目　される。
また、前年度と比較すると、製造業だけでみても資本金規模に関わらず、
「新規の技術輸出がある」割合が減少している．。　‖図3　－　3、衷3　－　2参照）
図3－3技術輸出有の契約（資本金規模別・製造業）
204％　　　　　　　　　1751
平成6年度・全体
平成7年度・全体
234％　　　　　　　　　　17楢
N＝691社
258ヽ　　　　　　　　　　　185ヽ
3041　　　　　　　　　　152％　　　　　　　112％
50億円～100億円
100億円－500億円
■l新規輸出青書継続中の輸出有電歪過去輸出有＝輸出実績無
表3－2　資本金規模別技術輸出契約の有無の割合（製造業のみ）
新 規 の 輸 出 あ り 継 続 中 の 輸 出 あ り 過 去 の 輸 出 あ り 車 llり ：績 な し
6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年度 7 年度 増 減6 年 度 7 年度 増 減
全 体 32．7％ 2 7．7％ －5．0％ 20 ．4％ 23．4 ％ 3 ．0％ 17．5％ 17 ．4％－0．1％ 29 ．4％ 3 1．4％ 2．0％
10億 円 、50 億 円 21．7％ 18 ．3％ 肩3．4％ 17 ．2％ 19 ．6％ 2 ．4 ％ 20．1％ 19 ．6％ －0．5％ 41 ．1％ 42 ．5％ 1．4％
50 億 円 、 100 億 円29．1％ 2 2．5％ －6．6％ 22 ．0％ 25．8％3 ．鍋 19 ．9％18 ．5％ 肩1．4％ 29 ．1％ 33 ．1％ 4．0％
100億 円 、500 億 円 4 2．0 ％ 37 ．3％ －4 ．7％ 27 ．1％ 30．4％ 3 ．3％ 14 ．4 ％ 15 ．2％ 0．8％ 16 ．5％ 17 ．2％ 0．7％
500 億 円 、 73．6 ％ 67 ．7％ －5．9 ％ 11．3％6．1％4 ．8％ 7．5％8 ．1％ 0．6％ 7 ．5％ 8 ．1％ 0．6％
（＊注3）「製造業」とは彙料2「業種区分表」のう　ち、農林『信手業、鉱業、
建設業、運輸・通信・公益業、卸売・小売業等を陀いた番号r4＼2　5　の業種を
指す。
－6－
最後に回答企業を業種別に分類し業種間の特徴をみると、「祈規の技術輸出
がある」企業の割合が高い業種と　しては「自動車工業」（55．3？！，）が前年度
（57．5％）と同様飛び抜けてお　り、その他に「鉄鋼業」（39．49J言、「非鉄金
属工業」（39．3％）が挙げられる．。一方「卸売・小売業」（2．4nJI　　「建設
業」（3．3％）、「運輸・通信・公益業」（3．4°。l　といった非製造業では「新
規の技術輸出がある」割合は非常に低く　なっているr，＝図3　胃　4　参照）
図3－4　技術輸出契約の実績の有無（＊産業分類別）
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b．技術輸出契約件数について
本調査における平成7年度の新規のj支術輸出件数は、前年度の730件から4．9
％増加して766件となってお　り、増加率は前年度「16．6％）よ　り　鈍化している　も
のの、平成4　年度調査開始以来最多を記録している．1
しかし、本調査はアンケート調査であ　り、すべての技術輸出が綱許されてい
ないので、この件数の変化が実際の件数の推移によ　る　ものか、阿収のばらつき
等他の要因によ　る　ものか、以下に検討を行う　‥
まず、本調査において回収のばらつき　によ　る誤差をさけるために、4　年連続
して回答を得られた企業の技術輸出件数のみで集計する　と、平成　6年度の451件
に対し平成　7年度は447件と0．90ム減少している。
つぎに、「総務庁統計」における技術輸出件数の推移と照ら　し合わせてみる。
新規と継続の合計件数では前年度まで3　年連続して増加していたのが今年度は
0．3％減の9，073件となっている。ただし祈規のみの件数でみる　と、今年度は
2238件で、前年度を4．2％上回っているl＊注11
両統計と　も見方によって傾向は㌫1「捏なるが、新規の技術輸出件数は、平成
6年度大幅に増加していたのと比べる　と、平成7　年度その伸び率が鈍化してい
る　こ　とがわかる。（表3　－　3参照）
表3－3　本調査および総務庁統計における技術輸出件数の推移
本調査 総務 l一拍克計
全体 4 年連続 ‖浴 企 業 新規 ・継続合計 新 規の み
件数 対前 年比 件数 対 前年比 作 敷 対前 年比 作放 対 前年比
平成 3 年度 － － － － 8，063 12．6％ 2，066 31．6％
平 成 4 年度 712 － 438 － 8，201 1．7％ 1，983 －4．0％
平 成 5 年度 626 －12．1％ 371 －15 ．3％ 8，338 1．7％ 1，896 －4．4％
平 成 6 年度 730 16．6％ 451 21．6％ 9，099 9．1％ 2，148 13．3％
平 成 7 年度 766 4．9％ 44 7 －0．9％ 9，073 －0．3％ 2，238 4．2％
（＊注4）本調査は資本金10億円以上の企業に関する調査であるが、「総務
庁統計」は資本金500万円以上の企業や常殊法人も調査対象と　していること等か
ら、技術輸出件数に差がでている一．
ー　8一
C．企業1社あたりの輸出件数について
平成　7年度に新規の技術輸出を実施した企業235日　が締結した契約の総を自ま、
766件にのぼっており、単純平均する　と1仕あた　り　3．3件と　なる．‥　前年度は243社
が1社あた　り　3．0件の技術輸出を　してお　り、今年度は前年度と比べて1社あた　り
の件数はやや増加している。
次に、技術輸出を行った企業235社の1社あたり　の技術輸出件数の分布をみる
と、「1件」と答えた企業が44．3qJ，、次いで「2　件、3件」の企業が33．20、．で
あ　り、3件以下の輸出企業が全技術輸川於業の約1分の3　を占める一方、「11
件以上」も前年度よ　り3．5ゼイン＝曽加1して7．2「一日をIlrめている。これを資本金規模
との関係でみると、「資本金10位円以　上50億日未満」のむ業では、輸出件数が
「3件以下」が94．2％を占めており、1什あたりの件数で1．7件であるのに対し
て、「資本金500億円以上」の企業では、輸川件数「3件以下」は41．00（，にと　ど
まる一方、「11件以上」が前年度（16．70ム1よ　り　大幅増の31．800存在し、1社
あた　り　の件数で7．8件と　なる。
資本金規模が大き　く　なるほど1仕あたりの什数が増加するのは例年の傾向で
あるが、平成7年度は全体と　して柁術輸出を行った企業の数が減少した「†1で、
「資本金500億円以上」の大企業は積極的に技術輸川を行っていたこ　とがわかる。
（図3　－　5、表3　－　4参照）
図3－5　企業1社あたりの輸出件数（資本金規模別）
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表3－4　資本金規模別企業1社あたりの輸出件数
N＝243社
N＝235社
N＝69社
N＝42社
N＝80社
N＝44社
平成 6 年度 平成 7 年度
輸出企業敦 輸出f′接乞 1 仕あたり輸出金ガ、左′輸出件数 1 什あたり
全体 243 730 3．0 235 766 3．3
10億円 、50億円 75 134 1．8 69116 1．7
50億円、100億円 42 92 2．2 42 91 2．2
100億円、500億円 84 246 2．9 80 2172．7
500億円、 42 258 6．1 44 342 7．8
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2．契約柏手先回・地裁
契約相手先の地域を北アメリ　カ、ヨーロ　ッパ、アジア、その他の　4　地域に分
類してその地域ごとの輸出什数をみる　と、ヨーロ　ッ　パは　3　年連続して減少、特
に平成　7年度は前年度比13．80。大幅減の100件となっているのに対し、前年度大
幅増だった北アメリ　カおよ　びアジアは伸び率は減少したもののそれぞれ対前年
度比5．1％増の143件、9．5％増の494什と　なっている．‥，（表3　肩　5参照つ
表3－5　地域別の技術輸出件数の推移
北 アメ リカ ヨー ロッパ アジ ア そ の他
件 数 対前年 比 件数 対前年比 件数 対前年 比 件数 対前年比
平 成 4 年度 155 － 136 － 385 － 36 －
平 成 5 年度 119 －23．2％ 123 －9．6％ 352 －8．6％ 32 －11．1％
平 成 6 年度 136 14．3％ 116 －5．7％ 451 28．1％ 27 －15．6％
平 成 7 年度 143 5．1％ 100 －13．8％ 494 9．5％ 29 7．4％
そこで各地域の全体に占める割合をみる　と、平成7年度はアジアが64．5％、
北アメリ　カが18．7％、ヨ　ーロ　ッ　パが13．1％、その他が3．8％と　なっ　ている．っ
ヨーロ　ッパが平成4　年度と比較して6．0ポイント減少しているのに対して、アジ
アは3　年連続してその比率を伸ばし、全体の約3　分の2　を占めているー
（図　3　－　6参照）
図3－6　技術輸出契約の契約相手先地域
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18．6ヽ　　　　　　　　　1591
18禍　　　　　　　　1311i
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■北アメリカ　■ヨーロッパ　圏アジア＝その他
－10胃
N＝626件
上記の地域別のデータをさらに同・地域別に分類すると、前年度と同様米国
が最大の技術輸出先国　と　なってお　り、以　下一昨日、111回、台湾、タ　イ　の順と　なっ
ているがこの上位5　ヶ国・地域は4　年間変わっていない。また、前年度と同様
に上位10ヶ国・地域のう　ち　7つをアジアの固・地域が占めてお　り、花が同の技
術輸出はアジア向けが中心である　と　いう　特徴がみられる。
過去4年間の変化をみる　と、中岡の増加（平成4　年度56件→平成7　年度121
件）が引き続き顕著であるが、今年度は托同も大き　く増加（平成6　年度101件→
125件）している。また前年度大き　く増加したフ　ィリ　ピン　も今年度引き続き増加
している。一方、平成5年度まで上位を－1√めていた英国、フラ　ンスと　いったド
イ　ツ以外の　ヨーロ　ッパの国々　は今年度も低い比率に留まっている。
（表3　－　6参照）
（国・地域別の詳細については、巻末集計表表2　参照）
表3－6　技術輸出先上位国・地域
平成 5 年度 平成 6 年度 平成 7 年度
同名 件数 割合 同名 件数 割合 国名 件数 割合
1韓国 104件16．6％米田 122件16．7％米国 130件 17．0％
2米同 100件16．0％韓同 101件13．8％韓国 125件16．3％
3 中国 80件 12．8％中国 101件 13．8％中国 121件15．8％
4台湾 52件 8．3％台湾 73件 10．0％台湾 65件 8．5％
5 タイ 32件 5．1％タイ 49件 6．7％タイ 62件 8．1％
6英国 29件 4．6％ ドイツ 28件 3．8％ドイツ 31件 4．0％
7 ドイツ 26件 4．2％マ レーシア 26件 3．6％インドネシア 29件3．8％
8 インドネシア 19件 3．0％イン ドネシア 24件3．3％マレーシア 28件 3．7％
9 イン ド 18件 2．9％イン ド 23件 3．2％イン ド 23件 3．0％
10 フランス 15件 2．4％英国 15件 2．1％英国 19件 2．5％
11 マ レーシア 14件 2．2％イタリア 15件 2．1％フィリピン 18件 2．3％
12香港 14件 2．2％シンガポール 14件 1．9％シンガポール 13件1．7％
13 イタリア 12件 1．9％フィリピン 14件 1．9％オース トラリア 11件 1．4％
14 シンガポール 11件 1．8％フランス 13件 1．8％スペイン 10件 1．3％
15オース トラリア 10件 1．6％スペイン 12件 1．6％
その他 90件 14．4％その他 100件13．7％その他 81件 10．6％
合計 626件100．0％合計 730件100．0％合計 766件100．0％
－11－
3．契約相手先企業との資本関係
平成　7年度の新規の技術輸出契約の相手先か業との間の資本関係の有無（＊
注5）について調べた。全体では、「資本関係のない企業」への輸出が57．4％
を占める。次いで、「資本の2　分の11リ、上を所存している企業」へ24．3nJ，、
「資本の2　分の1未満を所有している　企業」へ18．3∩／，輪和　している一．戌が同の
技術輸出は、平成7年度も「彙本関係のない介業」との取引が過、上数を占めて
いるが、前年度と　く　らべて「彙本間係のある企業」への輸出の割合が1．8ポイント
増加している。l
地域別に特色を探ってみる　と、「彙本関係のある企業」への輸出の割合は、
アジア地域で高く、約半数（50．8∩√，）をlliめているのに対　し、ヨーロ　ッパでは
約2割（23．0％）にと　どまっている。，また北アメリ　カとアジアを比較した場合、
「資本の2分の1以上を所有している企業」への中針目の割合はほぼ同じである
が、「資本の　2分の1未満を所有している企業」への輸出の割合は北アメリ　カ
が4．9％に対してアジアは24．50ムで大き　く　上．回っている。，
前年度と比べる　と、ヨーロ　ッパで「京イこの2分の1未満を所有する　石一業」へ
の輸出の割合が大き　く増加（＋8．3ガイジ＝　しているが、北アメリ　カおよびアジ
アではそれほど大きな違いはみられない二　日図3　肩　7、表3　胃　7参照）
これを国・地域別にみると、アジアの中でもそれぞれ大きな違いが見えてく
る。すなわち、「資本関係のない企業」への輸出の割合が高い輸出先回　〔韓
国・イ　ンド〕と、逆に「資本関係のあるか業」への輪日の割合が高い輸出尤国
〔中国・タイ・マレーシア〕およびその中問の同・地域〔台湾・インドネシア〕の
3種類に分類される。同じアジアであっても、阿・地域によって、外骨受け入
れ政策や経済状況は異なっており、技術輸出契約における相手先企業との問の
資本関係の有無に違いがでている　ものと思われる1（図3　－8参照）
（＊注5）資本関係があるとは、契約川手先企業の抹式または持分を所打し
ている　こ　と　を指す。
ー12胃
平成6年度・全体
平成7年度・全体
l■2分の1以上の所有　書2分の1未満の所有　［］資本関係なし
表3－7　地域別の相手先との資本関係
2分 の 1以 上 の 所 有 2分 の 1未 満 の 所 有 資 本 関 係 な し
6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度7 年 度 増 減 6 年 度7 年 度 増 減
全 体 25．1％ 24．3％ －0．鍋 15．7％18．3％ 2．6％ 59．2％ 57．4％ －1．8％
北 ア メ リカ 28．7％ 28．7％ 0．0％ 7．4％ 4．9％－2．5％64．0％66．4％ 2．4％
ヨ ー ロ ッパ 19．0％ 13．0％ －6．0％ 1．7％ 10．0％ 8．3％ 79．3％ 77．0％ －2．3％
ア ジ ア 26．1％ 26．0％ －0．1％ 22．7％ 24．5％1．8％51．2％49．2％ －2．0％
図3－8　技術輸出契約の契約相手先企業との資本関係（国・地域別）
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4．契約期間
平成　7年度の新規の技術輸出契約の契約期間についてみる。，まず、全体につ
いて契約期間の内訳を多い順に並べると、「5年以上10年未満」が全体の35．8
％を占め、次いで「1年以上5　年未満」が21．70昌を占めてお　り、この両者を合
わせた「1年以上10年未満」の期間で約6割（57．5％）を占めている一二，以下、
「10年以上15年未満」が14．8％、「工業所有権等の期間まで」が10．1％、「そ
の他の期間（＊注6）」が　8．7％、と続いている。一　なお、「1年未満」（3．8
％）および「15年以上」（5．2％）といった契約期間の割合は低く　なっている。
前年度と比べる　と、5年末満の短期の契約の割合が減少（－9．9ゼイン目　し、
「工業所有権等の期間まで」（＋3．9ガイジ）の契約の割合が増加している。
さ　ら　に、地域別に比較する　と以下のよ　う　になる。北アメリ　カおよ　びヨーロ　ッ
パへの輸出は「工業所有権等の期間まで」の契約がそれぞれ27．3∩ふ、26．0％と
高い割合を占めている。一方アジアでは「工業所有権等の期間まで」の契約は
1．8％と低く、10年末満の契約が68．8ql′，を［fiめているのが特徴である二l
前年度と比べる　と、各地域と　も　5　年未満の壇期の契約の割合が減少している。
また、北アメリ　カおよびヨーロ　ッ　パで「工業所有権等の期間まで」の増加が著
しい。（図　3　－　9、表3　－　8参照）
次にこれを国・地域別にみた場合、欧米諸岡では「工業所有権等の柑日間ま
で」の割合が高いが、ほとんどのアジアの阿・地域では10年末溝の契約の割合
が8割前後を占めている。ただし、中国およびタ　イで「10年以上15年未満」の
契約の割合がそれぞれ28．1％、24．2％と非常に高い割合を示しているこ　とは注
目　される。（図3　－10参照）
（＊注6）「その他の期間」とは、契約期間の定めのないもの、永久となっ
ている　もの、他の契約が切れるまでと定めである　もの等を指す［ー
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平成6年度・全体
平成7年度・全体
萱1年末弟　■l1年以上5年未満　　　　　包ヨ　5年以上10年未満　Eヨ10年以上15年末濱
田15年以上　圏　工業所有権尊の期間まで　［コ　その他
表3－8　地域別の契約期間
～ 1 年 1 ～ 5 年 5 ～ 10年 10～ 15年
6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減
全 体 5．9％ 3．8％ －2．1％ 29．5％ 21．7％ －7．8％ 34．璃 35．8％ 1．4％ 12．5％ 14．8％ 2．3％
北 ア メ リカ 5．1％ 2．8％ －2．3％ 27．2％17．5％－9．7％ 22．1％ 25．2％ 3．1％ 9．6％ 9．8％ 0．2％
ヨ ー ロ ッパ 11．2％ 3．0％ －8．2％ 25．9％ 23．0％ －2．9％ 25．9％ 19．0％ －6．9％ 12．1％ 10．0％ －2．1％
ア ジ ア 4．9％ 3．8％ －1．1％ 30．2％ 22．9％ －7．3％ 40．3％ 42．1％ 1．8％ 13．9％ 17．0％ 3．1％
15年 ～ 工 業 所 有 権 等 の 期 間 そ の他
6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減
全 体 4．0％ 5．2％ 1．2％ 6．2％ 10．1％ 3．9％ 7．4％ 8．7％ 1．3％
北 ア メ リカ 5．9％ 7．0％ 1．1％ 16．9％ 27．3％ 10．4％ 13．2％ 10．5％ 胃2．7％
ヨー ロ ッパ 2．6％ 10．0％ 7．4％ 13．8％ 26．0％ 12．2％ 8．6％ 9．0％ 0．4％
ア ジ ア 4．0％ 3．8％－0．2％ 1．3％ 1．8％ 0．5％5．4％ 8．5％3．1％
図3－10　技術輸出契約の契約期間（国・地域別）
23ヽ　　　16．9ヽ　　　　　　　　　　　　24．飢　　　　　　　　　108ヽ　　　54ヽ　　　　　　　　　292ヽ　　　　　　　　　　108ヽ
米国
ドイツ
英国
韓国
中国
台湾
タイ
マレーシア
インドネシア
インド
25飢　　　　　　　　　651　　651　32ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　516ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　55ヽ
2631i　　　　　　　　　105ヽ　　　　　　　　211ヽ　　　　　　　105ヽ　　　　　　　　211ヽ　　　　　　　105ヽ
48ヽ　　　　　　　　　　　　344ヽ 408ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　12．0％　16ヽ40ヽ　24ヽ
6飢　　　8鍋　　　　　　　　　　　　　　　413ヽ 281ヽ　　　　　　　　　5．01171　91ヽ
32鍋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　431ヽ　　　　　　　　　　　　　　　92ヽ15ヽ　3．1ヽ　10的
32ヽ　　　161も　　　　　　　　　　　　　　　403ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　242．1　　　　　32ヽ　　12．9ヽ
107ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　67的 11ヽ　　　　　143ヽ
44鍋　　　　　　　　　　　　　　　　6．9ヽ　　　69ヽ　　　10：1ヽ
130ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　652ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　130㌔　　　43ヽ　43ヽ
l■紆未　細紆以上5年末　　国許以上10年末　医∃10年以上－5年未満
旺ヨ15年以上園芸業所有権尊の珊ま　⊂］その他
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N＝130件
N＝31件
N＝19件
N＝125件
N＝121件
N＝65件
N＝62件
N＝28件
N＝29件
N＝23件
5．契約形態
技術輸出契約全体を契約形態別に区分してみる　と、有償契約が86．2り。、ク　ロ
スラ　イ　センス契約が5．9％を占めている二　一・方、無償契約も全体の8．Or！l′，存在し
ている。，
輸出先国の地域別に契約形態の．違いをみる　と、北アメリ　カ　においてク　ロスラ
イ　セ　ンスの契約の割合が14．7％　と高　く　なっている。．ま　た、ヨーロ　ッパにおいて
もク　ロスラ　イセンス契約の割合が前年度よ　り5．8ポイント増加し11．00。を占めてい
る。（図3　－11、表3　－　9参照）
なお、ク　ロスラ　イ　センス契約についてはⅣ章でさ　ら　に詳し　く　分析する．－
m無償契約　琶国有償契約　重臣クロスライセンス
表3－9　地域別の契約形態
無償 契約 有 償 契約 ク ロス ライ セ ンス
6 年 度 7 年度 増減 6 年 度 7 年度 増減 6 年 度 7 年度 増 減
全 体 8．9％ 8．0％ －0．9％ 85．5％ 86．2％ 0．7％ 5．7％ 5．8％ 0．1％
北 アメ リカ 9．6％ 7．0％ －2．6％ 77．2％ 78．3％ 1．1％ 13．2％ 14．7％ 1．5％
ヨー ロ ッパ 10．4％ 9．0％ －1．4％ 84．3％ 80．0％ －4．3％ 5．2％ 11．0％ 5．鍋
ア ジア 8．3％ 8．1％－0．2％87．9％89．3％ 1．4％3．8％ 2．6％ －1．2％
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6．対価の受取方法
技術貿易の実施料の受取方式の代表的な　ものと　してイニシャルペイ　メ　ント　お
よ　びラ　ンニングロ　イ　ヤルティ（＊汗　7　－　が幸げられる．二，平成　7　年度の新規の技
術輸出契約においてはどの　く　らいの割合でこれらの方式を採用　しているかをみ
る。契約形態が有償契約およ　び対価受取のク　ロ　スラ　イ　センス契約と　回答のあっ
た技術輸出契約682件（有償契約660件・ク　ロスラ　イセ　ンス契約＜対価受取＞22
件）に、対価の受取方法について調査したr－1
まず、イニシャルペイ　メ　ント　を受け取る契約の割合は、全体の54．00J，であ　り、
前年度（55．5％）と　ほぼ同様であるl二，これを地域別にみる　と、ヨ　ーロ　ッ　パ
（67．19の、アジア（57．0％）、北ア　メリ　カl′48．60こ，1の順になっている‥　前
年度と比べてヨーロ　ッパで9．1ポイント増加し、各地域によって大き　く　違いが出て
いる。
一方、ラ　ンニングロ　イヤルティ　を受け取る契約の割合は、全体の77．80（：，であ
り、前年度（76．8％）同様4分の3　以上の契約がラ　ンニングロ　イヤルテ　ィ　を受領
している。これを地域別にみる　と、ヨーロ　ッパ　′78．80の、北アメリ　カ　ー′78．0
％）、アジア（77．8％）の順になってお　り、地域によ　る差はほと　んどない二
次に、ラ　ンニングロ　イ　ヤルテ　ィ　を受け的る契約について、ミ　ニマムペイ　メ　ン
ト条項（＊注8）を設定しているかどうかについての調査を実施したと　ころ、
「ランニングロイヤルテ　ィ有」の契約529件のう　ち6．400の割合でミ　ニマムペイ
メ　ント　を要求しているこ　とが分かった．ニ　この割合を地域別にみる　と　ヨーロ　ッパ
（13．4％）で高く、アジア（5．10。、）および北アメリ　カ（5．4％′－　で低いという
結果が出た。（図　3　－12、表3　－10参照一
（＊注7）イニシャルペイメ　ント　とは、契約発行時または一定期間内に契約
製品の生産・販売・使用等に基づく実施支払債務の発生の有無にかかわらず、
独立的に支払われる金額をさす。ラ　ンニングロ　イヤルティ　とは、契約製晶の出
来高に関連して支払われる実施料のことで、別名「出来高払い実施料」ともい
う。
（＊注8）ミニマムペイ　メ　ント　とは、契約で決められた契約期間内にロイヤ
ルティが発生しない時あるいは決められた緬以下の［射こ支払わなければならな
い最低額のことをいい、独占椎を付与した場合等、最低限の対価を確保するた
めに設定する。
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図3－12　技術輸出契約の対価の受取方法（地域別）
（件）
N工622Nここ6281l工416　　　　Il工6821疇工681Nニ529　　　　　N工118　Nこ118N工92　　　　　　Nこ85　Nニ85　Nこ67　　　　　　Nこ452トlニ451N工350
l輸イニシャルベイルト有田ランこげロイヤルティ有田ミニマムベイメ訃有
表3－10　地域別の対価の受取方法
イニシャルペ イメント有 ランニング ロイヤルティ有 ミニマムペ イメント有
6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減
全 体 55．5％ 54 ．0％ －1．5％ 76 ．8％ 77．8％ 1．0％ 8．2％ 6 ．4％ －1．8％
北 ア メ リ カ 48．6％ 48．3％ －0．3％ 78 ．0％ 78．0％0．0％ 3．6％ 5 ．4％ 1．8％
ヨ ー ロ ッパ 58．0％ 67．1％ 9．1％ 75．0％ 78 ．8％ 3．8％ 13．3％ 13．4％ 0．1％
ア ジ ア 57．0％ 53．3％ －3．7％ 77．7％ 77．8％ 0．1％ 7．6％ 5．1％ －2．5％
ここでイ　ニシャルペイ　メ　ント　と　ラ　ンニングロ　イ　ヤルテ　ィ　の受領の存無につい
て国・地域別にさ　ら　に詳　し　く　みる。まず、イ　ニシ　ャルペ　イ　メ　ント
と、アジアの中でも　国・地域によ　り　それぞれ大き　な格差がある　こ
韓国（64．3％）およ　びイ　ンド（86．4％1ではイニシャルペイ　メ　ン
割合は非常に高く　なっているのに対し、イ　ンドネシア（33．00吊
につい　てみ　る
とが分かる。ニ
ト を受領する
お　よ　びマ　レ　ー
シア（40．0％）では低く　なっている。（図　3　－13参照）
一方ラ　ンニングロ　イ　ヤルテ　ィ　についてみてみる　と、ドイ　ツで68．001′－　と　なって
いる以外はすべての国・地域で　7割以　上を占めてお　り、技術輸出に付する対価
の受取方法と　してはラ　ンニングロ　イヤルテ　ィ　方式が多く　の契約で拝用されてい
る　こ　とがわかる。（図　3　－14参照l
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図3胃13　イニシャルペイメント有の契約（国・地域別）
Nこ106（件）　Nニ25　　　Nニ17　　　Nこ115　　　Nこ107　　　Nこ62　　　Nこ60　　　Nこ25　　　Nこ27　　　Nこ22
図3－14　ランニングロイヤルティ有の契約（国・地域別）
Nこ106（件）　Nこ25　　　Nこ17　　　Nニ115　　　Nこ107　　　Nニ62　　　Nこ59　　　Nこ25　　　N工27　　　Nニ22
米国　　　　　　英国　　　　　　　中国　　　　　　　タイ　　　　　インドネシア
ドイツ　　　　　　韓国　　　　　　　台湾　　　　　マレーシア　　　　　インド
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つぎに輸出相手先企業との資本関係と対価の受取方法の関係をみるっ
相手先企業との資本関係別にみる　と、イニシャルペイメ　ントを受領する割合
は、資本関係がない企業への輪日の場合は67．801、あるのに対し、真木の2　分の
1未満の所有の企業の場合では44．6％、さらに坑木の2分の1以　上所有の石一業
の場合では、29．2％にと　どまっている，こ　逆にランニングロイヤルティ　を受領す
る割合は、資本関係がない企業への輸出の場合70．2％だが、資本の2分の1未
満の所有の企業の場合では79．0％、さらに草本の2　分の1以上所有の企業の場
合では、95．0％と非常に高く　なっている　ノ　また「ミ　ニマムペイ　メ　ント有」の契
約については「イニシャルペイ　メ　ント有」の契約と同様に、資本関係のない企
業への輸出の場合9．7％をlLFめているのに対して、彙本の2分の1末満の所有の
企業の場合1．8％、資本の2分の1以上の所存の企業の場合は3．90日である。，
（図　3　－15参照）
さ　ら　にイ　ニシャルペイ　メ　ント　と　ラ　ンニングロ　イ　ヤルテ　ィ　の有無を糾み合わせ
てみた場合、全体でみる　と「ラ　ンニングロ　イヤルテ　ィ　のみ」受領する割合が
41．10品、「イニシャルペイメ　ント・ラ　ンニングロ　イヤルティ両方」受領する割
合が36．7％、「イニシャルペイ　メ　ントのみ」受領する割合が17．2（I。、「その他
（＊　注9）」が5．0％と　なっ　ているが、有本関係別にみる　と　賛不間係がない企
業への輸出の場合「イニシャルペイ　メ　ントのみ」受領する割合が24．1％と高い
割合を占めているのに対　して、京本の　2　分の1以　上所有する企業への輸川の場
合「イニシャルペイ　メ　ントのみ」受領する割合はわずか3．7％であり、「ラ　ンニ
ングロ　イヤルティ　のみ」受領する割「合が69．6㌦を－1iめている。
（図3　－16参照）
イニシャルペイ　メ　ント　を受領する　こ　とは、技術開示に対する危険rl了1選や碓実
に一定の対価を確保する、またミニマムペイ　メ　ント　を受領するこ　とは、最低限
のロ　イ　ヤルティ　を確保する　という　意味合いがあるので、資本関係の有無がこれ
らを受領するか否かの決定に当たっての重要なフ　ァク　ターと　されている　ものと
思われる。したがってアジアの中でも京．本関係のある企業への輸出の割合が高
い東南アジア諸国ではイニシャルペイメ　ント　を受領する割合が低く、資本関係
のない企業への輸出の割合が高い韓同やイ　ンドではイニシャルペイ　メ　ント　を受
領する割合が高く　なっている　ものと思われる，
（＊注9）「その他」の支払方法とは、定額払等を指す。
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図3－15輸出先との資本関係別の対価の受取方法
Nニ382　Nニ382　Nこ267　　　　　　　　　　　　　Nここ139　Nこ138　Nここ109　　　　　　　　　　　　　Nこ161Nこ161Nニ153
2分の1未満の所有　　　　　　　　2分の1以上の所有
m　イニシャルベイメ外有　星琵ランニング叫ヤルティ有霞　ミニマムベイメント有
図3－16　イニシャルベイルト・ランニングロイヤルティ有の契約
172％　　　　　　　　　　　　　　　　　367％
平成7年度・全体
■イニシャルベイ以のみ　冠イニシャル＋ランこげ　正ランニング口付レティのみ　　その他
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最後に、今年度は「ラ　ンニングロ　イヤルティ有」の契約513件について、その
料率を調査している。それによ　る　と、全体では「2％以上5％未満」の占める割
合が非常に高く、過半数（57．3％）を占めている。以下、「1％以上2％未満」が
13．6％、単価建て等の「その他」が10．5％、「5％以上8％未満」が8．6％と続い
ている。「11％以上」の高率のものは非常に少ない（0．8％）こ　とがわかる。
これを地域別にみる　と、アジアでは5％未満の割合が81．6％と低率の契約が多
いのに対して、ヨーロ　ッパでは5％以上の割合が20．3％と高率の契約が多く　なっ
ている。また、北アメリ　カでは「その他」の比率が高く（19．5％）なっている。
（回3　－17参照）
図3－17　ランニングロイヤルティの料率（地域別）
573ヽ
平成7年度・全体
表1％未満曹2％未満宙5％未満図89線溝田＝％未満国11％以上□その他
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さらにこれを国・地域別にみる　と、中岡、タ　イ、イ　ンドネシアで5∩ム未満の契
約の割合が約9割を占めているのを始め、イ　ンドを除く　アジアの同・地域では
低率の契約が多く　なっている。それに対して、ドイ　ツ、英匡「およびイ　ンドでは
1％未満の契約は存在せず、50‘：，以　上の高率の契約の割合が高　く　なっているニー
ラ　ンニン　グロ　イ　ヤルテ　ィ　の料率についてはアジアにおいて比較的低　く、ヨ　ー
ロ　ッパにおいて比較的高いという傾向がみられる，一　（図3　－18参黒目
図3－18　ランニングロイヤルティの料率（国・地域別）
8．6ヽ　　　　　　　16．0％ 42帆 74ヽ　　37ヽ37ヽ　　　　　185ヽ
588ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5軌　　　　　　176ヽ　　　　　　　5飢
77ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　615ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　154ヽ　　　　　　　　154ヽ
11311　　　　　125ヽ
マレーシア
インドネシア
25ヽ13ヽ13ヽ　　　　200ヽ
23ヽ　　　　174％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　686ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　93ヽ　　23ヽ
11．6ヽ　　　　　　　14．0ヽ
22ヽ　　13．0ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　73．飢
70ヽ　23ヽ　　93ヽ
43ヽ　　65ヽ
14鍋　　　　　48Il
95ヽ　　　　　　　　190ヽ
53ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　526ヽ
95ヽ　　　　　95ヽ
36的　　　　　　　　　　　　　53ヽ
■1％未満　寒l2％未満　国5％未満　図8％未満
屈1憫未満　阻1憫以上［二つその他
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7．独占権・再実施権
技術貿易の契約上、支払方式以外に定められる椎利の代表的な　ものと　して独
占権お　よ　び再実施権が挙げられる．つ
まず、独占権の付与の有無について、「独r㌧杵有」の契約は、全体の27．7％
であり、地域別にみる　と　アジア！29．9r，ノ，）、ヨーロ　ッパ（26．00i，I　で高く、北
アメリ　カ（19．6％）で低く　なっているド　前年度と比べてすべての地域で独占権
を付与する割合が大き　く　減少している二，
つぎに、再実施権の付与の有無について、「再実施権有」の契約は、全体の
7．4％であ　り、地域別にみる　と、ヨーロ　ッパ（16．001J）およ　び北アメリ　カ
（12．6qの　で高　く、アジア（4．30iノバ　で低く　なっている。，
（図　3　－19、表3　－11参照）
ここで独占権および再実施権仕丁の有無について同・地域別にさ　らに詳し　く
みる。l　独占権付与の割合については、イ　ンドJ45．5rい　において高く、米国
（18．5％）、ドイツ（16．1％）、中同／17．80tノー1で低く　なっている．二
（図　3　胃20参照）
一方、再実施権については、米同、ヨーロッパ地域の悶々が比較的高く、ア
ジア地域の国々は一般に低い割合を示している一　一′図3　－21参照、l
図3－19　独占権・再実施権有の契約（地域別）
（件）
Nここ722N工720　　　　　　　1lこ75711こ761　　　　　　　11こ143Nニ143　　　　　　　1l工1∝lNこ1（泊　　　　　　　　Nこ485N工489
l胃独占権有　E国再実施権有
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表3－11地域別の独占権・再実施権の有無
独 占権有 再 実施権有
6 年度 7 年度 増減 6 年度 7 年度 増減
全体 34 ．3％ 27．7％ －6．6％ 8．8％ 7．4％ －1．4％
北 ア メ リカ 25．2％ 19．6％ －5．6％ 16．3％ 12．6％ －3．7％
ヨー ロ ッパ 34．5％ 26 ．0％ －8 ．5％ 12．1％6 0 3．9％
アジ ア 36．9％ 29 ．9％ －7．0％6．1％ 4 ．3％ －1．8％
図3－20　独占権有の契約（園・地域別）
Nこ130（件）　Nこ31　　　Nこtg H工123　　　N工118　　　Nニ64　　　Nこ61　　　Nこ28　　　Nこ29　　　Nこ22
－25－
8．技術の種類
技術輸出契約に含まれる技術の種類について、甘寺許・ノ　ウハウ・商標・川顧
中特許・実用新案・意匠に区分けして調査を行った。なお、これらの技術の種
類を重複して含む場合は、すべて回答しても　ら　う　よ　う　依頼している。
まず最初に、全技術輸出契約について、特許・ノ　ウハウ・商標の含まれる割
合をみる［⊃　特許は全契約の39．70t’，、ノ　ウハウは83．7％、商標は18．1㌔含まれて
お　り、ほと　んどの契約に　ノ　ウハウが含まれている　こ　とがわかる［＝．
また、輸出先の地域別にみてみる　と、男許を含む割合は、北アメリ　カJ64．3
％）およびヨーロ　ッパ（58．09打　で高く、アジア（29．Oqの　で低く　なっている。
ノ　ウハウを含む割合は、逆にアジア（93．0写，1で高く、北アメリ　カ（63．6∩／，）
およびヨーロ　ッパ（65．0％）では低く　なっているこ　また、商標を含む割合につ
いても　アジア（22．2％）で高く、北アメリ　カ（9．8。0）およ　びヨーロ　ッパ
（10．000）で低く　なっている。
前年度と比較すると、全体でみれば特許、ノウハウ、商標と　もに大きな変化
はないが、地域別にみれば、北アメリ　カおよびヨーロッパにおいてノウハウを
含む割合が大き　く　減少し、特許を含む割合が増加している。
（図3　－22、表3　－12参照）
図3－22　特許・ノウハウ・商標有の契約（地域別）
Nニ711件　　　　　　　　　Nニ759件　　　　　　　　　N工川3件　　　　　　　　　Nこ100件
延特許有　田ノウハウ有　　田南棟有
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衷3－12　地域別の特許・ノウハウ・商標の含まれる割合
特 許有 ノウハ ウ有 商標有
6 年度 7 年 度 増 減 6 年度 7 年度 増 減6 年度 7 年度 増 減
全体 41．9％ 39．7％ －2．2％ 88．5％ 83．7％ －4．8％ 19．8％ 18．1％ －1．7％
北 アメ リカ 53．7％ 64．3％ 10．6％ 77．6％ 63．6％－14．0％ 10．4％ 9．8％ 胃0．6％
ヨーロ ッパ 53．1％ 58．0％ 4．9％ 81．4％ 65．0％－16．4％ 22．1％ 10．0％－12．1％
アジア 36．7％29．0％－7．7％92．9％ 93．0％ 0．1％ 22．1％ 22．2％ 0．1％
さ　らに、これらを国・地域別に詳し　く　みる　　まず、各国の全技術輸川契約に
占める特許を含む契約の割合をみる　と、米川167．70∴）およ　びドイ　ツ（64．5
％）において高く、アジアの阿・地域では低く　なっている。
逆に、ノ　ウハウを含む契約の割合はドイ　ツ！35．50。1、米国（60．8∩ムー　にお
いて低く、アジアの国・地域で高い値を示している一　これらの違いは輪日日され
る技術および形態の違い、輸出先の技術基盤の違い等を反映している　ものと思
われる。（図3　－23，24参照）
商標を含む契約の割合については、中同　一′31．4001で他の地域よ　り高く　なっ
ている。、（図　3　胃25参照）
図3－23　特許有の契約（国・地域別）
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図3－24　ノウハウ有の契約（国・地域別）
Nこ130（件）　　N＝31　　　　Nニ19　　　　N工123　　　　Nこ121　　　　Nニ65　　　　Nご61　　　　Nこ27　　　　Nニ28　　　　Nニ23
94．2ヽ　　　　　954ヽ　　　　　967ヽ　　　　　1（泊．0ヽ　　　　　96．4ヽ
米国　　　ドイツ　　　英国　　　韓国　　　中国　　　台湾　　　タイ　　マレーシアインドネシア　インド
図3－25　商標有の契約（国・地域別）
Nこ130（件）　　N＝31　　　　Nこ19　　　　Nこ123　　　　N工121　　　N工疇　　　　N工51　　　　Nニ27　　　　Nこ28　　　　1疇こ23
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つぎに、全技術輸出契約について、出願中特許・実刑新案・意匠の含まれる
割合をみる　と、出願中特許は全契約の16．30人、実刑新案は7．2∩！，、意匠は3．30ん
含まれている。前年度と比べて　3　者と　も　含まれる割合が減少している　一
さ　らに、技術輸出先の地域別にそれぞれの含まれる割合をみる　と、川柳小特
許およ　び実用新案は北アメリ　カで他の地域よ　り　高　く　なっているのに月　して、意
匠は北アメリ　カで他の地域よ　り　低く　なっている′一，
（図　3　－26、表3　－13参照）
表l出願中特許有　配実用新案有　田意匠有
表3－13　地域別の出願中特許・実m新案・意匠の含まれる割合
出願 中特許 有 実 川新案有 意 匠有
6 年度 7 年度 増減 6 年度 7 年度 増 減 6 年度 7 年度 増 減
全体 20．0％ 16．3％ －3．7％ 13 ．4％ 7．2％ －6．2％ 8．0％ 3．3％ －4．7％
北 アメ リカ 29．1％25．9％ －3．2％ 16 ．4％11．9％－4．5％ 8．2％ 1．4％ －6．8％
ヨーロ ッパ 26．5％ 20．0％ 胃6．5％ 12 ．4％ 6．0％ －6 ．4％ 8．0％ 3．0％ －5．0％
ア ジア 16．2％ 12 ．9％ －3．3％ 12 ．8％ 6．6％ －6．2％ 7．7％ 4 ．1％ －3．6％
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技術輸出契約に含まれる技術の種類について、これまで輸出先の地域別に分
析してきたが、次に輸出先企業との京本間係との州閏を特許・ノ　ウハウを組み
合わせて分析する。まず全技術輸川契約についてみる　と、「ノ　ウハウのみ」の
契約が一番多く、全体の57．2q。を占めている。以下、「特許＋ノ　ウハウ」が
26．500、「特許のみ」が13．20占、「その他」が3．2r，t，となっている．二
さて、契約相手先企業との真木関係別にこれらの組み合わせの特徴をみてみ
る　と、「特許のみ」の割合に大きな違いがでているド　草本関係のない企業への
輸出の場合、「特許のみ」は21．00°を占めるのに対　して、資本金2分の1末蒲
所有の場合3．0％、資本金2分の1以上所イブの場合2．2qふと低く　なっている．＝．逆
に「ノ　ウハウのみ」の割合は資本関係のある企業への輸出の場合、草本関係の
ない企業への輸出の場合よ　り　高く　なっているL二　このよ　う　に資本関係のある場合
には特許のみの契約の割合は低く、ノ　ウハウを伴った契約の割合が高いこ　とが
分かる。（図3　－27参照）
9．特許内包契約に含まれる特語数
新規の技術輸出契約中、「特許」およ　び「川願中特許」を含む273件に対し、
内包する特許数を調査した。，その結果、「2件以　上10件未満」の割合が50．9％
と最も高く、「1件」の15．40（，とあわせて、約3　分の2　の契約については内包
する特許数が10件未満であったっ　しかし今年度は前年度と　く　らべて「100件以
上」の割合が7．7ガイン川ウ加して12．10ムをIliめてお　り、1契約に非常にた　く　さん
の特許を含む技術輸出契約も多数締結されていたこ　とがわかる。，
（図　3　肩28参照）
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図3－27　技術輸出契約の技術の種類（資本関係別）
2分の1未満所有
2分の1以上所有
平成6年度
207ヽ　　　　　　　41ヽ　44ヽ
■特許のみ屈特許＋ノウハウ田ノウハウのみ□その他
図3－28　特許内包契約に含まれる特許数
N＝271件
臼1件　■2－10件　巳10～50件　団50～100件　■100件以上
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Ⅳ．　技術分類　男U　の　分布千結　果
第Ⅲ章では、技術輸出の全般的な動向について概観してき　たが、この章では
輸出された技術の内容別に細かく技術輸出のニl臣兄をみる。
1．技術分類について
輸出された技術を分類するために、本調査では、日本標準産業分類を基に当
研究所において作成した「技術分類」（48分類）〔以下技術分類別と呼ぶ〕を
用いたC　ま　た、本書においては、この48の技術分類以外に、技術分類を電気・
機械・化学・金属・その他の大き　く　5分野に統合した分類〔以下技術分野別と
呼ぶ〕も用いて分析する。（資料3　参照）
2．技術分類別技術輸出状況
平成7年度に新規に輸出された技術の内容を技術分野別にみる　と、「電気」
が27．0％、「機械」が24．9％、「化学」が20．6％、「金属」が14．6∩乙、「その
他」が12．8％となっている。2年連続減少していた「電気」が今年度3．0ガイハ
増加したのに対して、前年度大き　く増加した「機械」が3．5ポイント成少し、「電
気」分野が最大の技術輸出分野となっているこ］（岡4　－1参照）
次に、これを技術分類別にみると、「輸送椚機械」（15．0％）、「電子計算
機」（6．7％）、「電子・通信m部品」（6．7∩∴）、「鉄鋼」（5．60の、「非鉄
金属」（5．5％）の順となっている。
年度ごとの推移をみる　と、「輸送用機械」が調査開始以来4年連続して最も
多く、特にこの2年間は全体の15％以上と非常に高い割合を占めている。それ
以外についても年度ごとに順位の変動はあるが、1二位輸出技術にはそれほど大
き　な変化はない。（表4　－1参照）
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図4－1輸出技術の技術分野の内訳
235ヽ　　　　　　　　　　　　194ヽ　　　　　　　111ヽ　　　　　　16．9ヽ
平成4年度
2061　　　　　　　　　14枯　　　　　　1281
看電気国機械国化学国会眞□その他
平成7年度
表4－1　輸出技術上位10分類
平成 5 年度 平成 6 年度 平成 7 年度
技術分類名　　 件数　 割合 技術分類名　　 件数　 割合 技術分類名　　 件数　 割合
1輸送用機械　　　 65件 ，10．4％輸 送用機械　　 110件 15．1％輸送用機械　　 ，115件 15．0％
2医薬 品　　　　　 50件　 8．0％電子計算機　　　 57件　 7．8％電子計算機　　　　 51件 1 6．7％
3油脂 ・塗料　　　 41件　 6．5％鉄鋼　　　　　　 45件　 6．2％電子 ・通信用部品　 51件 1 6．7％
4電子 ・通信部品　 39件　 6．2％有 機化学　　　　 44件　 6．0％鉄鋼　　　　　　　　 43件　 5．6％
5電子計算機　　　 38件　 6．1％電子 ・通信用部占　40件　 5．5％非鉄金属　　　　　 42件　 5．5％
6金属製品　　　　 34件　 5．4％金属製品　　　　 33件　 4．5％医薬品　　　　　 ，39件 3　5．1％
7民生用電気機械　 30件　 4．8％医薬品　　　　　 30件　 4．1％油脂 ・塗料　　　　 36件　 4．7％
8有 機化学　　　　 29件 ； 4．6％そ の他化学製品　 28件　 3．8％民生用電気機械　　 36件　 4．7％
9通信機械　　　　 23件 1 3．7％非 鉄金属　　　　 28件 1 3．8％有機化学　　　　　 32件　 4．2％
10窯業　　　　 1 22件　 3．5％油胆 ・塗料　　　 27件 ， 3．7％
その他　　　 1288件　 39．5％
プ ラスチ ック製品　 28件　 3．7％
そ の他　　　　　 255件　 40．7％ そ の他　　　　　　 293件　 38．3％
合 計　　　　　　 626件 ，100．0％合計　　　　　　 730件 100．0％合 計　　　　　　1766件 100．0％
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3．契約相手先国・地域
技術分野別に契約相手先地域の特色をみる　と、すべての分野でアジア向けの
割合が6割以上となっている。前年度と比べて「電気」以外の分野ではアジア
の比率が増加してお　り、特に「化学」では8．9ポイント増加しているノー，平成4　年度
にはアジアの比率が6割を越えていたのは「電気」だけであったが、平成7年
度は分野に関わらずアジアを中心に技術輸出されていたこ　とがわかる。
（図4　－　2、表4　肩　2　参照）
図4－2　契約相手先地域（技術分野別）
152ヽ　　　　　11．5ヽ
18．4％　　　　　　　　152ヽ
152ヽ　　　　　　152ヽ
1731　　　　　112ヽ
■北アメリカ　■ヨーロッパ　囲アジア　ロその他
表4－2　技術分野別輸出先地域
北 ア メ リカ ヨー ロ ッ パ ア ジ ア そ の他
6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減
全 体 18．6％ 18．7％ 0．1％ 15．9％ 13．1％ －2．8％ 61．鍋 64．5％ 2．7％ 3．7％ 3．8％ 0．1％
電 気 20．6％ 24．6％ 4．0％ 13．7％ 12．6％ －1．1％ 62．3％ 60．4％ －1．9％ 3．4％ 2．4％ －1．0％
機 械 17．9％ 15．2％ 肩2．7％ 15．5％ 11．5％ －4．0％ 64．3％ 68．6％ 4．3％ 2．4％ 4．7％ 2．3％
化 学 17．7％18．4％0．7％24．7％15．2％ －9．5％55．7鴬64．梢 8．9％ 1．9％ 1．9％ 0．0％
金 属 18．9％ 15．2％ －3．7％ 10．4％ 15．2％ 4．8％ 62．3％ 62．5％ 0．2％ 8．5％ 7．1％ －1．4％
そ の 他 17．9％17．3％－0．6％11．9％11．2％ －0．7％65．5％67．3％ 1．8％ 4．8％4．1％－0．7％
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さ　らにこれを技術分類別にみる　と、全技術輸川契約の傾向と比較して、北ア
メリ　カへの輸出の割合が非常に高い技術と　して、「電子・通信m部品」およ　び
「電子計算機」がある。また、ヨーロ　ッパへの輸出の割合が非常に高い技術と
して「医薬品」が挙げられる。「電子討算機」および「医薬品」については、
ヨーロ　ッパ、北アメリ　カ向けの輸出で約6割を占めてお　り、他の技術分類と大
き　く傾向が異なっている。それ以外の分野ではアジアへの輸出の割合がいずれ
も過半数を占めているが、中でも「民／上関電気機械」および「発送電・正業周
電気機械」についてはアジア向けの割合が非常に高く　なっている。
同じ技術分野でも技術分類によって輸出先の地域が大き　く　異なっているこ　と
がわかる。（図4　－　3参照）
図4胃3　契約相手先地域（技術分類別）
3331　　　　　　　　　　　　　　255ヽ 392ヽ　　　　　　　　　2．0ヽ
電子計算機
電子・通信用部品
民生用電気機械
発送電・産業用電気機械
輸送用機械
有機化学
医薬品
油脂1塗料
その他の化学
鉄鋼
非鉄金属
金属製品
プラスチック製品
313ヽ　　　　　　　　　　　9飢
28ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　94．4ヽ
7埴　371　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　88鍋
13鍋　　　　104ヽ
188ヽ　　　　3．1ヽ
8鍋　　111ヽ 722ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8鍋
222％　　　　　　74ヽ
18．6ヽ　　　　　　　　20鍋
14鍋　　　4J帆
111ヽ　　　　　　2221
17．9ヽ　　　36ヽ
曹北アメリカ車ヨ叫バ田アジアロその他
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N＝51件
N＝51件
N＝36件
N＝27件
N＝115件
N＝32件
N＝39件
N＝36件
Nこ27件
N＝43件
N＝42件
N＝27件
N＝28件
つぎに、国・地域別に輸出された技術の特色をみると、アジアにおいて同・
地域ごとに傾向が大きく異なっている0　例えば、アジアにおいて技術輪日日′ト数
の多い韓国と中国を比較しても、韓国では全体の傾向と比較して、「機種」分
野の割合が高い（34・4％）のに対して、中岡では「電気」分野の割合が高く
（33．99の　なっている。（図4　－4参照）
図4－4　輸出技術の技術分野の内訳（国・地域別）
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さらにこれを詳し　く、国・地域別に輸川された技術の技術分類をみる　と、す
べての国・地域で「輸送用機械」が上位を占めている。「輸送用機械」に関す
る技術は平成7年度の全技術輸川件数の15．00人を一㌧めているが、幅広い阿・地
域に輸出されているこ　とがわかる。「輸送用機構」以外の技術については、国
・地域によ　って上位の技術は様々である．、
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米国については半導体に閥する技術の輸出が多く「電子・通信部品」が一位
となってお　り、英国、ドイ　ツに対　してはソ　フト　ウ　ェアの輸出が多　く、「電了・計
算機」が上位を占めている。アジアについては、韓同、タイ、マレーシア、イ
ンドに対しては自動車等の「輸送用機構」の比率が抜きんでて多く　なっている。
また、中国に対しては家電品等の「民′上田電気機械」が一位を－上iめている。コ　そ
して台湾、イ　ンドネシアに対してはケーブルに関する技術が多く「非鉄企属」
が一位となっている。（表4　胃　3　参照1
表4－3　国・地域別の技術分類の内訳
米国 ドイツ 英l可
技 術分類 件米 技術分類 件萎′ 技術分類 件数
1 電子 ・通信桐部品 17電子計算機 5 輸送用機械 4
2 輸送用機械 14 医薬品 5 ㍍了骨 算機 3
3 電子計算機 13 輸送用機械 4 鉄鋼 2
4 医薬品 9 窯業 3
5 鉄鋼 7 鉄鋼 2
6 有機化学 6 電子 ・通信用部品 2
7非鉄金属 6 その他電了重 刑乳置 2
8 通信機械 6 その他電気機械 2
9 その他化学製品 5
10 プラスチック製品 5
その他 42 その他 6 その他 10
合計 130 合計 31 合計 19
韓国 中川 台湾
技 術分類 件姜 技術分類 件を′ 接術分類 件数
1輸送用機械 25 民生用電気機柾 13 非鉄金属 8
2 油脂 ・塗料 9 輸送用機械 11 ㍍子 ・通信用部品 7
3 電子 ・通信用部品 7 発送電 ・産業用電気機械 9 IC年目描．：気機砿 6
4 民生用電気機械 7 電子計算機 8 イブ†酎ピ予 6
5 医薬品 7 油脂 ・塗料 8 輸送用機椎 5
6 非鉄金属 7 電子 ・通信巧持I；品 7電子封持機 3
7精密機械 6窯業 7 兄送電 ・軽業用電気機械 3
8 鉄鋼 5 プラスチック製品 7 鉄鋼 3
9 有機化学 5 その他の機械 5
10 発送電 ・産業用電気機械 5
その他電子応用装置 5
その他 37 その他 46 その他 24
合計 125 合計 121 合計 65
タイ マ レーシア インドネシア イン ド
技術分類 件姜 技 術分潮 件吾′ 技術分相 件数 技 術分骨 件数
1 輸送用機械 17 輸送用機械 8 」［鉄金．属 4 輸送用機械 7
2 金属製品 6 電子 ・通信用部品 3 木材 ・木製品 4 民生用電気機砥 2
3 プラスチック製品 6 非鉄金属 3 輸送用機械 3 発送竃 ・群業用電気機械 2
4 有機化学 5 民生用電気機穐 2 有機化学 3 プラスチック製品 2
5食料品 5 ゴム製品 2 分属製品 3
6 油脂 ・塗料 4 プラスチック製品 2 てiH ’・・通ガ用部品 2
7発送電 ・産業用電気機械 3 ㌔薬品 2
8 その他化′ア製品 2
9
10
その他 16 その他 8 その他 6 その他 10
合計 62 合一汁 28 合‖l 29 合．l・ 23
－37－
4．契約相手先企業との資本関係
技術輸出先企業との間の資本関係について、まず、全技術輸出契約の傾向と
各技術分野の傾向とを比較する。前年度までは「資本関係のある」企業への輸
出の割合は、「電気」において他の分野よ　り高いという傾向がでていたが、今
年度は「資本関係のある」企業への輪川の割合が「電気」で減少した一方で
「機械」、「化学」、「その他」で増加したため、「資本関係のある」企業へ
の輸出の割合については、28．6％と低い「金属」とそれ以外の4　分野に二分さ
れる。
ただし、よ　り資本関係が強いといえる「京本金2分の1以上所有」の企業へ
の技術輸出の割合に限定する　と「電気」が35．30ムと他分野よ　り高く　なっている。
（図4　－　5、表4　－　4参照）
図4胃5　契約相手先企業との資本関係（技術分野別）
■2分の1以上の所有　細l2分の1未満の所有［コ資本関係なし
表4－4　技術分野別資本関係の有無
2 分 の 1 以上 の所有 2 分 の 1 未 満 の所有 資本 関係 な し
6 年度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年度 増減
全体 25．1％ 24．3％ －0．8％ 15．7％ 18．3％ 2．6％ 59．2％ 57．4％ －1．8％
電気 40．6％ 35．3％ －5．3％ 9．7％ 10．6％ 0．9％ 49．7％ 54．1％ 4．4％
機械 22．9％ 19．9％ －3．0％ 20．0％ 25．1％ 5．1％ 57．1％ 55．0％－2．1％
化 学 19．6％ 22．8％ 3．2％ 15．2％ 19．6％ 4．4％ 65．2％ 57．6％ －7．6％
金属 14．2％ 9．8％ －4．4％ 16．0％ 18．8％ 2．8％ 69．8％ 71．4％ 1．6％
そ の他 22．6％ 28．6％ 6．0％ 17．9％ 18．4％ 0．5％ 59．5％ 53．1％ －6．4％
－38－
さらに技術分類別にみる　と、「その他の化学」！70．4％）、「プラスチ　ック
製品」（67．9％）、「民生用電気横柄」（66．7。∴　－　　「油脂・塗料」（55．6㌔）
「発送電・産業用電気機械」（51．9％）の5　分野において「資本関係のある」
企業への輸出の割合が過半数をIl了めているr　一方、資本関係のある企業への輸
出の割合の低い技術に目　を向ける　と「鉄鋼」（2．3。㍍）、「医薬品」！20．50∴）
が挙げられる。（図　4　－　6参照）
図4－6　契約相手先企業との資本関係（技術分類別）
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5．契約期間
技術分野別に契約期間の特徴をみる，‥，「電気」分野および「機械」分野につ
いては全体でみた場合とほぼ同じ傾向を示している。「化学」分野については、
5年末満の契約の割合が低く、10年以　Lの長期の契約の割合が33．60（）と高く　な
っている。「金属」分野については5　年未満の契約が40．2％と短期の契約の占
める割合が高く　なっている。
前年度と比べてすべての分野で短期の契約の割合が減少し、「．‾［二業所有権等
の期間まで」の割合が増加している。（岡・′1－7、表4　－5参照1
図4－7　技術輸出契約の契約期間（技術分野別）
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表4－5　技術分野別の契約期間
～ 1 年 1 ～ 5 年 5 ～ 10年 10～ 15年
6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減
全 体 5．9％ 3．8％ －2．1％ 29．5％ 21．7％ －7．8％ 34．4％ 35．8％ 1．4％ 12．5％ 14．8％ 2．3％
電 気 4．6％ 3．9％ －0．7％ 28．2％ 26．1％ －2．1％ 35．1％ 34．3％ －0．8％ 10．3％ 5．3％ －5．0％
機 械 3．9％ 1．6％ 胃2．3％ 32．2％ 25．1％ －7．1％ 41．0％ 39．8％ －1．2％ 10．7％ 17．8％ 7．1％
化 学 3．2％ 1．9％ 胃1．3％17．1％ 8．9％ －8．2％ 31．0％ 34．2％ 3．2％ 22．8％ 26．6％ 3．8％
金 属 17．0％ 10．7％ －6．3％ 35．8％ 29．5％ －6．3％ 34．9％ 34．8％ －0．1％ 5．7％ 11．6％ 5．9％
そ の 他 4．8％ 3．1％ －1．7％ 41．0％ 17．3％ －23．7％ 22．9％ 34．7％ 11．8％ 10．8％ 13．3％ 2．5％
15年 ～ 工 業 所 有 権 等 の 期 間 そ の 他
6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減
全 体 4．0％ 5．2％ 1．2％ 6．2％10．1％ 3．9％ 7．4％ 8．7％ 1．3％
電 気 4．0％ 6．3％ 2．3％ 8．0％ 11．6％ 3．6％ 9．8％ 12．6％ 2．8％
機 械 2．9％ 2．6％ －0．3％ 5．4％ 7．3％ 1．9％ 3．9％ 5．8％ 1．9％
化 学 7．0％ 7．0％ 0．0％ 7．0％ 10．8％ 3．8％ 12．0％ 10．8％ －1．2％
金 属 0．0％ 5．4％ 5．4％ 2．8％ 6．3％ 3．5％ 3．8％ 1．8％ －2．0％
そ の 他 6．0％ 5．1％ －0．9％ 7．2％ 15．3％ 8．1％ 7．2％ 11．2％ 4．0％
一40胃
さらにこれを技術分類別に詳し　く　みるこ　5年末溝の短期の契約の割合の高い
技術分類と　しては「鉄鋼」（60．5％）が挙げられる。一方10年以　上の長期の契
約の割合が高い技術分類と　しては「油脂・塗料」（38．9％）、「有機化学」
（37．6％）といった技術が挙げられる‘‥，また、「1二業所有権等の期間まで」の
契約の割合が高い技術分類と　しては「医薬品」（23，1％）がある．－1司じ技術分
野でも技術分類によ　って契約期間に大き　な違いがある　こ　と　が分かる．へ］
（図4　－　8参照）
図4－8　技術輸出契約の契約期間（技術分類別）
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6．対価の受取方法
技術分野別に対価の受取方法について今年度の傾向をみる　と、イニシャルペ
イメ　ント　を受領する割合は「機械」（57．80ム）および「金属」（56．90日　分野
において高く、「その他」（48．30ム）分野において低い。一方、ラ　ンニングロ
イヤルティ　を受領する割合は「機械」J86．lOrIl　および「その他」（85．10ム）
分野において高く、「金属」（67．60b、一　分野で低い。また、ミ　ニマムペイ　メ　ン
ト　を受領する割合は「金属」分野（15．1tl0）で高く　なっている。
（図4　－　9、表4　－　6参照）
○イ二シ仰・ィル靖　国ランニングロイヤ腑書　国ミニマムベイルト肴
表4肩6　技術分野別の対価の受取方法
イニシャルベ イメント有 ランニング ロイヤルティ有 ミニマムベ イメント有
6 年 度 7 年度 増 減 6 年 度 7 年 度 増減 6 年 度 7 年 度増 減
全 体 55．5％ 54．0％ －1．5％ 76．8％ 77．8％ 1．0％ 8．2％ 6．4％ －1．8％
電 気 51．1％ 53．5％ 2．4％ 74．1％ 77．4％ 3．3％ 4．1％ 4．9％ 0．8％
機 械 52．6％ 57．8％ 5．2％ 92．6％ 86．1％ －6．5％ 4．6％ 3．9％ －0．7％
化 学 64．0％ 51．0％胃13．0％ 73．5％1 0 －2．5％ 14．1％ 5．8％－ ．3％
金 属 60．6％ 56．9％ －3．7％ 53．9％ 67．6％ 13．7％ 5．5％ 15．1％ 9．6％
そ の他 46．9％ 48．3％ 1．4％ 78．5％ 85．4％ 6．9％ 20．0％ 6．6％－13．4％
－42－
さらに、技術分類別にみる　と、イニシャルペイ　メ　ント　を受領する割合は「有
機化学」（87．5％）において飛び抜けて高　く、「油脂・塗料」l‘22．90！，l
「その他の化学」（26．9りム）において低い－　「有機化学」は調査開始以来4　年
連続してイニシャルペイ　メ　ント　を受領する割合が最も高い技術分類となってい
るが、その他の技術分類については年度ごとに割合が大き　く　変化しているr　イ
ニシャルペイメ　ントの受領の有無については、技術内容よ　り　も彙木関係の存無
等の他の要因が大きな影響を与えている　　日刊4　－10参照）
一方ラ　ンニングロイヤルテ　ィ　を受領する割合は、「油脂・塗料」、「金属製
品」で100％を示している他「発送電・産業用電気機械」（96．30l′，ノ　で9割以上
と高く　なっているのに対し、「鉄鋼」（31．7r－．′，－　　「有機化学」‘46．90∴1
「電子計算機」（48．5％）で低く　なってお　り、過去3年間とほぼ同じ傾向を示
している。、（図4　－11参照）
電子計薫機　　　民生用電気機械　　　輸送用後械　　　　　医薬品　　　　　その他の化学　　　　非鉄金属　　　　プラスチック著品
種子・通信用部品発送t・産業用電気機械　　書後化学　　　　　油脂・塗料　　　　　　鉄鋼　　　　　　金属亀晶
図4－11ランニングロイヤルティ有の契約（技術分類別）
N工33（件）　Nこ37　　　Nこ35　　　Nこ27　　1l工113　　N工32　　　N工29　　　Hこ35　　　Nこ26　　N工引　　　N工41　　Nニ26　　　Nニ26
96鍋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1000ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1000ヽ
一肩111－1111111
電子計量機　　　民生用電気機練　　　輸送R柵椎　　　　　医薬品
電子・通信用部品　尭送電・産業用電気機械　　書機化学
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その他の化学　　　　非鉄金拡　　　　フラスチック製品
油粕・塗料　　　　　　鉄鋼　　　　　　　金鳳隻品
最後に技術内容別にラ　ンニングロ　イヤルの料率についてみる。まず、技術分
野別にみる　と、すべての分野で「2∩ム以　上5∩（′，未満」の割合が高く　なっているが、
「化学」分野で他の分野よ　り5％以上の高率の契約の割合が高く、「金属」およ
び「その他」分野で2％未満の低率の契約の割合が高く　なっている。
（図4胃12参照）
図4－12　ランニングロイヤルティの料率（技術分野別）
■憫未満事2％未満国5％未満図8q綿溝田11蛸満臼11％以上□その他
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さ　らにこれを技術分類別にみる　と、「電子・通信用部品」およ　び「非鉄金
属」では2％未満の低率の契約の割合が高いのに対して、「医薬品」は5q‘－以上
の高率の契約の割合が44．0％と非常に高く、他の技術とかな　り異なる傾向を示
している。（図4　－13参照）
図4－13　ランニングロイヤルティの料率（技術分類別）
71ヽ　　　71％　　　　　　　　　　　　　　　　　500ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　71ヽ　　　71ヽ　　　　　　　214ヽ
電子計算機
電子・通信用部品
民生用電気機械
発送電・産業用電気機械
輸送用機械
有機化学
油脂・塗料
その他の化学
非鉄金属
金属製品
プラスチック製品
19．2ヽ　　　　　　　　　　154ヽ 154ヽ　　　　　38ヽ
67ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　767ヽ
3鍋　　115h　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　654ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11鍋　　　　77ヽ
7．0％　　　　14．0ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　620ヽ 4，0ヽ　　　　130ヽ
67ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　733Ii　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　671i　　　133ヽ
12．仇　　　　　　　　　　　　36仇　　　　　　　　　　　　　　　　　　280ヽ　　　　　　　　　12．仇　　　4帆　　80ヽ
121％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　667ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　152ヽ　　　　61ヽ
778ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5飢　　56ヽ
7．7ヽ　　　　77ヽ
14乃　　　　　　　　　　　　23鍋
3且ヽ　　　　　　　　231ヽ
77ヽ　　　　　　　　　　　　　308ヽ
88ヽ　　　　　88ヽ
38ヽ　　　115㌧
174ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　69飢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　67ヽ　　43ヽ
寡・咄瀦l2噸瀦囚5咄瀦召鵬瀦　‖鴫瀦臥1咄□その他
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7．独占権・再実施権
技術分野別に独占権・再実施権の付与の割合についてみると、独占権につい
ては、「機械」（41．0％）および「その他」（38．5？の　分野で付与する割合が
高く、「電気」（11．8％）分野で付与する割合が低く　なっているド．再実施権を
付与する割合は「化学」（12．0％）分野で他の分野よ　り高く　なっている，一、
前年度と比較すると、「金属」以外の分野では蝕．㌧権を付与する割合が減少
している。特に「化学」分野において13．9ゼインI大き　く減少している。
（図4　－14、表4　－　7参照）
図4－14　独占権・再実施権有の契約（技術分野別）
（件〉
N工757　N工761　　　N工203　N工20：I Hニ188　Nこ柑O N工158　Nこ158　　　　N工1121l工112　　　　Nこ96　Nミ98
細寡　独占権有　　国　再実施権有
表4－7　技術分野別の独占権・再実施権の有無
苛虫占権有 再実施権有
6 年度 7 年 度 増減 6 年度 7 年度 増減
全体 34．3％ 27，7％ －6．6％ 8．8％ 7．4％ －1′4％
電気 20．7％ 11．8％ －8．9％ 6．9％ 4．4％ 胃2．5％
機械 44．3％ 41．0％ －3．3％ 8．4％ 8．9％ 0．5％
化学 43．0％29．1％－13．9％ 13．4％ 12．0％ －1．4％
金属 17．3％ 23．2％ 5．9％ 5．7％ 6．3％ 0．6％
そ の他 43．4％38．5％－4．硝 8．4％ 4．1％胃4．3％
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さらに、技術分類別にみると独占枠の付与の割合については、「金属製品」
（44．4％）　「油脂・塗料」（41．7％ナ　　「その他の化学」（40．7rLバ　　「プラ
スチック製品」（39．3％）、「輸送用機械」　′38．6％）といった技術で高く　な
っているが、多く　の技術で前年度よ　りその割合は減少しているr
（図4　－15参照）
再実施権についてみると、「医薬品」（20．50い　において付与する割合が高
いことが大きな特徴といえる。「図4　－16参照）
図4－15　独占権有の契約（技術分類別）
N＝伯件）　Nニ51　　ル司6　　月こ27　　肩lニ1】4　　Nニ32　　Ilこ39　　Nこ36　　Nニ27　　Nニ43　　Nこ4　　　Nニ27　　炉28
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8．技術の棲類
輸出　された技術に含まれる技術の種類を技術分野別に考察してみる　と、特許
を含む割合は「電気」（40．1％）、「機械」（45．0％）、「化学」（43．7％）、
「その他」（39．8％）の　4分野ではほぼ同　じ割合であ　り、「金属」（24．1％）
分野で低く　なっている。ノ　ウハウ　を含む割合については分野によ　ってそれほど
大きな違いはみられないが、「金属」（92．0％）分野で9割を越えている。商
標を含む割合については「化学」（35．8％）分野で高く、「金属」（1．8％）分
野で低い。前年度と比べる　と、「金属」分野で特許を含む割合が大き　く（10．2
ポイント）減少し、「化学」分野でノ　ウハウを含む割合が大き　く（18．8ポイント）減
少している。（図　4　－17、表4　－　8参照）
さて、これらを技術分類別にみる　と、特許を含む割合は「医薬品」（66．7
％）、「発送電・産業用電気機械」（63．0％）、「電子・通信用部品」（51．0
％）で高く、一方「非鉄金属」（14．3％）、「電子計算機」（15．7％）では非
常に低　く　なっている。（図4　胃18参照）
ノ　ウハウを含む契約の割合については、「医薬品」（51．3％）、「電子・通
信用部品」（68．6％）、「その他の化学」（77．3％）以外の業種では8割を越
えてお　り、特に「発送電・産業用電気機械」ではすべての契約にノ　ウハウが含
まれている。（図4　－19参照）
商標を含む割合については「油脂・塗料」（62．9％）、「その他の化学」
（61．9％）、「医薬品」（43．6％）といった「化学」分野の技術で高い値を示
している。（図4　－20参照）
100％
図4－17特許・ノウハウ・商標有の契約（技術分野別）
N＝759件　　　　N＝207件　　　　N＝191件　　　　Nこ151件　　　　N＝112件　　　　N＝98件
一日：I「rJ＿－
全体　　　　　　電気　　　　　　機械　　　　　　化学　　　　　金属　　　　　その他
鷺　特許有　田　ノウハウ有　田南棟有
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表4－8　技術分野別の特許・ノウハウ・商標の含まれる割合
特 許 有 ノ ウ ハ ウ 有 商 標 有
6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減 6 年 度 7 年 度 増 減
全 体 41．9％ 39．7％ －2．2％88．5％ 83．7％ －4．8％ 19．8％ 18．1％ －1．7％
電 気 43．8％ 40．1％－3．7％ 87．0％ 80．7％ －6．3％ 11．7％ 8．7％ 胃3．0％
機 械 45．9％ 45．0％ －0．9％ 86．3％ 88．0％ 1．7％ 23．9％ 19．9％ －4．0％
化 学 43．7％ 43．7％ 0．0％ 94．3％ 75．5％胃18．8％ 31．6％ 35．8％4．2％
金 属 34．3％ 24．1％－10．2％ 91．2％ 92．0％ 0．8％ 4．9％1．8％ －3．1％
そ の 他 34．5％ 39．鍋 5．3％ 82．1％ 84．7％ 2．6％ 21．硝 25．5％ 4．1％
N工51（件）　Nこ51
図4－19　ノウハウ有の契約（技術分類別）
Nニ35　　　Nニ27　　　H工115　　　Hニ32　　　Nニ39　　　Nこ35　　　Nニ21　　Nこ43　　　N工42
1000ヽ
ご27 こ28
96：lヽ
llIllIlllllll
電子計算機　　　民生用電気機械　　　輸送用機械
種子・通信用部品発送種・産稟用電気機械　　有機化学
筐藁晶 その他の化学
油隋・塗料
非鉄金属 プラスチック襲晶
金属東品
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9．クロスライセンス契約
近年は技術の価値が重んじられ、自社の技術の対価と　して金銭だけではな　く
相手側の技術を要求するまたはされるケースが増えている。また技術によって
は1つの製品の中に関係する特許が何百も　含まれる場合があ　り（図4　－21参
照）、知的財産権の侵害による紛争の防止、ロイヤルティ　の軽減といった観点
からク　ロスライセンス契約は非常に大きな意味を持っている。
過去4　年間のク　ロスラ　イセンス契約の件数をみる　と、毎年40、50件程度で大
き　な変化はみられないが、全体の件数が大き　く　増加しているため、全件数に占
める比率はこの2年間やや低く　なっている。（図4　－22参照）
これよ　り、ク　ロスライ　センス契約の輸出先国・地域およ　び技術内容について、
技術輸出全体の傾向と比較する。ただし平成7年度分のみでは件数が少ないた
め、過去4　年間のデータ　をま　と　めて分析する。
（カ国・地域別分析
まず輸出先地域についてみる　と、ク　ロスラ　イセンス契約については、北アメ
リ　カの割合が非常に高く約半数（46．4％）を占めている。一方アジアの割合は
全輸出契約では59．4％を占めているのに対して32．6％と低く　なっている。
クロスラ　イセンス契約は他の契約と比べて権利が錯綜する高度な技術の際に
採用されるケースが多い。また北アメリ　カ、特に米国は他の地域と比べて知的
財産権に対する考えが厳格なためこのよ　う　な結果になっていると思われる。，
（図　4　－23参照）
図4－21契約形態と内包する特許数
□特許なし田1件細2～10件臼10－50件国50～100件mlOO件以上
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図4－22クロスライセンス契約件数の推移
N＝710件　　　　　　　　N＝626件　　　　　　　　Nこ723件　　　　　　　　N＝766件
図4－23クロスライセンス契約の輸出先地域
326ヽ　　　　　　　　　　1川
細　北アメリカ　！四　ヨーロッパ　　園　アジア　ロ　その他
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クロスライセンス契約
本調査では、クロスライセンス契約について、「対価を受け取るもの」、
「等価交換のもの」、「対価を支払う　もの」のすべてを含めて調査している。コ
そこで、過去4年間のクロスラ　イセンス契約についてその内訳をみてみる　と
「対価を受け取るもの」が50．8㌔と過半数をIliめ、以下「等価交換のもの」が
34．8％、「対価を支払う　もの」が14．40（′，と　なっている。
これを地域別にみると、アジアでは「対価を受け取る　もの」が8割以上
（83．1％）を占めているが、北アメリ　カおよびヨーロッパでは「等価交換の
もの」の割合が「対価を受け取る　もの」を上回っている、。さ　らに北アメリ　カで
は「対価を支払う　もの」の割合が27．4％と非常に高い値を示している．二，
（図4・胃24参照）
図4－24　地域別のクロスライセンス契約の内訳
■l　対価受取　園　等価交換　田　対価支払
さ　らにこれを国・地域別にみる　と米国が全ク　ロスラ　イセンス契約の43．1％と
非常に大き　な割合を占めている。全技術輸出契約に占めるク　ロスラ　イセンス契
約の割合をみて　も、米国では15．8％　と他の阿・地域と比べて高　く　なっている、。
また、国・地域によ　ってク　ロスラ　イセンス契約の内訳も大き　く　異なってお　り、
「対価を支払う　もの」は26件中23件が米同である一　一万、韓国およびタ　イ　につ
いてはほと　んどが「対価を受け取る　もの」となっている。我が同と各回・地域
との技術力の関係等がク　ロスラ　イセンス契約の形態に影響している　と思われる。
（表4　－　9参照）
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表1－9　クロスライセンス契約件数1二位同・地域　は年間合計）
ク ロス ライセ ンス契約 全技 術輸
出契約
クロスライセンス
の比率受取 等価 支払 合計：（）内は7年度分 構 成比
1米国 25 30 23 78　 （19） 43 ．1％ 493 15 ．8％
2韓国 21 1 1 23　 （8） 12 ．7％ 426 5 ．4 ％
3 ドイツ 6 4 1 11 （5） 6 ．1％ 108 10 ．2％
4台湾 8 3 0 11　 （2） 6 ．1％ 242 4 ．5％
5中国 5 5 0 10　 （2） 5 ．5％ 356 2 ．8％
6 タイ 8 0 0 8　 （1） 4 ．4％ 192 4 ．2％
7オ ランダ 2 3 1 6　 （2） 3 ．3％ 27 22 ．2％
8英 国 2 3 0 5　 （1） 2 ．8％ 98 5 ．1％
その他 15 14 0 29　 （5） 16．0％ 883 3．3％
全体 92 63 26 18 1 （45） 100．0％ 2，825 6．4 ％
（訝技術内容別分析
技術分野の内訳をみる　と、「電気」分野が50．3°。と全クロスラ　イセンス契約
の約半数を占めている　こ　とがわかる。，それに対して「機械」（10．4∩√）およ　び
「金属」（5．0％）分野は非常に少な　く　なっている一　日図4　－25参照）
図4－25クロスライセンス契約の技術分野の内訳
■電気　四機械　田化学　図会肩　口その他
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さ　ら　に技術分類別にク　ロスラ　イセンス契約が過去′1年間に　5什以上あったも
のを挙げる　と、「電子・通信用部品」が全クロスラ　イセンス契約の約4　分の1
（27．6％）を占めている他、「電丁計算機」（9．90言　など「電∴気」分野の技術
が多く　なっている。また、技術輪HH1二数の全数では尼も多い「輸送廿日竃柚」の
クロスライセンス契約の比率が2．30昌と低いのに対して、「石油・石炭製晶」お
よび「繊維」に関する技術が、技術輸出什数はそれほど多く　ないもののクロス
ライセンス契約の比率が高く、l二位をl［了めている．一，特に「石油・石炭製品」は
全技術輸出31件のう　ち16件がクロスラ　イセンス契約となっている′一，
これらの技術分類についてクロスライセンス契約の内訳をみる　と　L位2才封衛、
「電子・通信用部品」と「電子計算機」において大きな違いがみられる。、「電
子・通信用日舞品」では「対価を支払う　もの」の割合が非常に高く　なっているの
に対して、「電子計算機」では「対価を支払う　もの」はほとんど存在せず、
「等価交換のもの」が半数以上をIl了めている．ー「電子二・通信用部晶」はその多
くが半導体に関する技術であるが、半導体については基本的な特許を米田企業
が所持しており、そのロイヤルティを軽減するためにクロスライセンス契約が
締結されるケースが多くなっているものと思われるr‥　（表4－10参照つ
表4－10　クロスライセンス契約件数上位技術分類「1年間合計）
クロスライセ ンス契約 全ほ術輸
出契約
クロスライセンス
の比率受取 等価 支払 合計：（）内は7年度分 構成比
1電子 ・通信用部品 23 12 15 50　 （14） 27．6％ 177 28．2％
2電子計算機 5 11 2 18　 （2） 9．9％ 191 9．4％
3石油 ・石炭製品 8 8 0 16　 （3） 8．8％ 31 51．6％
4繊維 5 5 0 10　 （2） 5．5％ 36 27．8％
5輸送用機械 7 2 0 9　 （3） 5．0％ 387 2．3％
6有線 ・無線通信機械 1 5 3 9　 （4） 5．0％ 65 13．8％
7その他電子応用装置 4 2 2 8　 （5） 4．4％ 34 23．5％
8医薬品 5 1 1 7　 （2） 3．9％ 161 4 ．3％
9 プラスチ ック製品 4 0 2 6　 （1） 3．3％ 74 8．1％
0金属製品 2 3 0 5　 （1） 2．8％ 126 4 ．0％
その他 28 14 1 43　 （8） 23．8％ 1，543 2．8％
全体 92 63 26 181 （45） 100．0％ 2，825 6．4％
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V．　産業分類男U　の　分析結果
第Ⅳ章では、輸出された「技術」の内容で分類し、「技術」という断面からの
考察を行ってきたが、本章では、各産業と輸出された技術との関連を中心に産業
分類別の特徴をみる。
1．輸出状況
産業分類別に技術輸出件数の多いものを挙げると、「自動車工業」（14．90ム）
「通信・電子・電気計測器工業」（12．1％′）、「電気機械器具工業」（9．30の、
「油脂・塗料工業」（8．1％）、「鉄鋼業」（7．4ウ信　の順となっている。。
前年度割合が大幅に増加した「自動車工業」の割合が、今年度も1．6ポイント増加
し、2年連続して最大の技術輪川業種となっている。その他では、前年度よ　りの
増加が著しい業種と　して「油脂・塗料工業」「＋3．6ポイント）、減少が著しい業種と
して「機械工業」　主2．4ガイハ）が挙げられる。「表5－1参照）
表5胃1技術輸出契約の産業分類の内訳
平成 5 年度 平成 6 年度 平成 7 年度
技術分類名 件数 割合 技術分類名 什数 割合 技術分類名 件数 割 合
1 通信・電子 ・電気計測器工業 79件 12．6％自動車工業 97件13．3％自動車工業 114件14．9％
2 電気機械器具工業 61件 9．7％電気機械器具工業 77什 10．溝通信・電子 ・電気計測器工賃 93件 12．1％
3総合化学工業 56件 8．9％通信・電子 ・電気計椚 ‡丁賃 73t．10．0％電気機械器具工業 71件 9．3％
4医薬品工業 51件 8．1％機械工業 67件 9．2％油月旨・塗料工業 62什 8．1％
5 自動車工業 50件 8．0％鉄鋼業 62件 8．5％鉄鋼業 57件 7．硝
6機械工業 49件 7．8％総合化学工業 52件 7．1％非鉄金属工業 53件 6．9％
7鉄鋼業 42件 6．7％油脂 ・塗料工業 33件 4．5％機械工業 52件 6．8％
8油脂 ・塗料工業 38件 6．1％非鉄金属工業 33什 4．5％総合化学工業 51件 6．7％
9 非鉄金属工業 32件 5．1％その他輸送用機械工業 27件 3．7％医薬品工業 33件 4．3％
10その他輸送用機械工業 28件 4．鍋医薬品工業 26件 3．6％精密機械工業 29件 3．8％
11窯業 26件 4．2％金属製品工業 24 件 3．3％窯業 28件 3．7％
12食品工業 23件 3．7％精密機械工業 23件 3．2％ゴム製品工業 17梓 2．2％
13建設業 16件 2．6％繊維工業 20作 2．7％プラスチック製品工業 14件 1．8％
14繊維工業 13件 2．1％窯業 20件 2．7％その他の工業 14件 1．8％
15 その他の化学工業 20件 2．7％食品工業 13件 1．7％
その他 62件 9．9％その他 76件10．硝その他 65件 8．5％
合計 626件100．0％合計 730件100．0％合計 766件100．0％
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2．業種別にみた特徴
産業分類別の輸出された技術の内容および件数を表5　－　2　－1、19に示すこ　ま
た平成7年度に20件以上技術輪川契約のあった11業種については、技術輸出契約
の傾向を表5　－　3　に、輸出先国・地域を表5　－　4　に取り　ま　とめるっ　なお50什以上
技術輸出契約のあった上位8　業仲については個別に精微を分析する＝］
（1）自動車工業
技術輸出を行っている企業の割合は56．3011で、製造業平均（27．7nUナ　の倍以上
と非常に高く　なっている。輸出什数の全産業での割合は前年度と比べて1．6ポイン
ト増加し14．9％を占めている。
輸出先と　しては、前年度までと同様に韓同、米国の割合が高く　なっているが、
中国などアジアへの輸出の割合が大き　く（＋11．80i，I　増加している。つ
契約の内容をみる　と全産業平均とほほ同様の傾向を示しているが、短期契約の
割合が低いのが特散である。
輸出された技術の内容をみると「輸送用機械」や日動車電装品等日動重製造に
関する技術がほとんどを占めるが、前年度に引き続き「ソフトウェア」が高い割
合を占めていることは注目される一．輸出された114件の技術の内訳は以下のとおり
である。（表5　－2　－1、図5－1参照）
表5－　2　－1　自動車工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
輸 送 用 機 械 （79） 自動車 「′f二産全般1（13）　 自動車「駆動関連］（12）
自動車r動力関連日12） 自動車rボデ ィ関連］（11）
自動車［生産管理］（6） 自動車r制御 ・計器関連］（3）
自動車「巨ケ・エアコン関連1（3）自動車 ［排 ガス関連］（1）
自動車「その他封；品目14）トトバイ関連（2） トラソク関連 （2）
電 子 計 算 機 （17） ソフ ト　ウ　ェア（17J
発送電 ・産業用電気機械 （10） 自動中電某品 （日日
そ の 他 （8 ） 油圧機笛 （3）煉却設備 （】）7上川7ト（1）建設機械 （1）
その他機種 （1）自動 車斤目澄明 （1）
［　備　考　］　括弧内は件数を示す（以下同様1
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図5－1自動車工業の技術輸出契約の傾向
（1）契約の内
容
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
56．3％
44．7％
★
★
67、5％ ＿＿＿圭
16．7％ ［　 ★
★
60．9％ ★
77．3％
35．4％ ★
9．7痩
N＝48社
N＝114件
N＝114件
N＝114件
N＝110件
N＝110件
N＝113件
N＝113件
0％　　　　　　20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％　　　　100％
（注）★は全産業平均を示す。
短期契約とは5年未満の契約を指す。（以下同様）
（2）契約相手先国・地域
肩57－
（2）通信・電子・電気計測器工業
技術輸出を行っている企業の割合は22．0％で上位業種の中で最も低く　なってい
る。輸出件数の全産業における割合は前年度よ　り2．1ポイント増加し、12．1％となっ
ている。
輸出先をみる　と米国、中国、韓国の3　カ同で過、1一散を占めている一つ　例年アジア
の資本関係のある企業への輸出の割合が高く　なっているが、今年度は欧米の草本
関係のない企業に「特許のみ」の技術が多数輸出されている（欧米向け34付のう
ち「特許のみ」24件）ため、アジアへの輪川の割合、資本関係有の割合が大き　く
減少している。
契約の内容をみるとランニングロ　イヤルティ有の割合が高く　なっていること、
イニシャルペイメ　ント有、独占権有の割合が低く　なっていることが特徴である。
輸出された技術の内容をみると、例年同様、電子部品、半導体等の「電子・通
信用部品」、ソフト　ウェア等の「電子計算機」、家電品等の「民生用電気機械器
具」等の技術が大きな割合を占めているl⊃　輸出された93件の技術の内容は以下の
とおりである。（表5　－2　－2、回5－2参照）
表5　－　2　－　2　　通信・電子・電気計測器工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
電 子 ・通 信 用 部 品 （22 ） 電 子部 品 （13）半 導 体 （9）
電 子 計 算 機 （17 ） ソ フ トウ ェ ア （10）パ ソコン関 連 （3） プ リ　ン タ（3） り胃ケえテー ション（1）
民 生 用 電 気 機 械 器 具 （10 ） エ ア コ ン（2） 電気 炊飯 器 （2） そ の他 家電 品 （6）
有 線 ・無 線 通 信 機 械 （8 ） 通 信接 器関 連技 術 （7）携 帯電 話 （1）
そ の 他 電 子 応 用 装 置 （7 ） V T R （3） 医 什　機 器 （l） 電子 顕微 鏡 （1） そ の他 電子 機器 （2）
ラジ オ・テレビ ・音 響 （6 ） テ レビ（6）
発 送 電 ・産 業 用電 気機 械 （4） 電 装品 （4）
そ の 他 の 電 気 機 械 （4 ） 半 導体 測定 器 （3） その 他電 気機 械 （l）
金 属 製 品 （4 ） ガ ス テー ブ ル （3） ア ル ミ箔 （1）
そ の 他 （11 ） 非鉄 金 属 （2）計 音 器 （2） 有機 化学 （2）接着 剤 （1）
鋳 造品 （1） 複写 機 （1） 自動 車部 品 （1）そ の 他 （1）
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図5－2　通信・電気計測器工業の技術輸出契約の傾向
（1）契約の内容
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
竺竺 ＿－ 一二★
39．8％ l ★
60．2％ ★
★
32・3％　　　　 ★
40 6％
90．5％ ★
7・7％　　　　　 ★
：★ 3・3％
N＝100社
N＝93件
N＝93件
N＝93件
N＝64件
N＝63件
N＝91件
N＝91件
0％　　　　　　20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％　　　　100％
（注）★は全産業平均を示す。
（2）契約相手先国・地域
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（3）電気機械器具工業
技術輸出を行っている企業の割合は30．41－（－と　製造業平均と比べて2．7ポイント高　く
なっている。輸出件数の全産業における割合は　4　年間を通じて約1割でほとんど
変化はない。
輸出先をみる　と例年同様資本関係のある企業の割合が過半数（56．3％）を11了め
ている。また、中国の割合が32．4％と非常に高く、その他米国を除く　と韓同、台
湾、タ　イ　とアジアの国・地域が上位を占め、アジアへの輸出の割合が77．50！，と非
常に高く　なっている。
契約の内容をみる　と、ランニングロイヤルティ有の割合が高く、独占椎有、再
実施権有の割合が低いのが特徴である。
輸出された技術の内容をみる　と、前年度減少していた家電品等の「民′1三周電気
機械」が22件と再び増加しているほか、配電機器、自動車電装品等の「発送電・
産業用電気機械」、「電子・通信同部晶」等の割合が高く　なっている。輸川され
た71件の技術の内訳は以下のとお　り　である。⊃　（表5　胃　2　－　3、図5　－　3　参照）
表5　－　2　－3　　電気機械器具工業の輸出つ伎術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
民 生 嗣 電 気 機 械 器 具 （22 ） エ ア コン ・ヒ 　ータ（8） 照 明 ・配線 器 具 （4）
自動 車用 照 明 （2） 電 子 レ ンジ （2） その 他家 電 品 （6）
発 送電 ・産業 用 電気 機 械 （11） 配 電 機器 （6） 自動 弔電 装 品（4） 発電 樺 （1）
電 子 ・通 信 用 部 品 （6 ） 電 子 部品 （5）半 導 体 （＝
そ の 他 の 電 気 機 械 （5 ） 電 気計 測 器 （3） 蓄 電 池 （2）
金 属 製 品 （5 ） 自動 申 金属 部謡，（3） 金 属竹（2）
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 （5 ） 自動 車部 品 （4） プ ラ スチ ック 成刊材 料 （1）
そ の 他 （17 ） 電 線 （2） シー ケ ンサ （2）アル ミ材 （1） エ レベ ー タ （1）モ ー タ（1）
複 写 機 （l） 自動 ドア （l）医 療機 械 （1）　 環 境試 験 装 置 （1）
炭 素棒 （l） コン プ レ ソサ （l） A V 機器 （1） ソフ トウ ェア（1）
ユ ニ ッ トバ ス （1） そ の 他化学 製品 （1）
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図ト3　電気機械器具工業の技術輸出契約の傾向
（1）契約の内容
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
30・4％　　 ★
56．3％ L －
77．5％ － ★
28・2％　　　　 ★
56．3％ ★
87．5％ ★
14・1％　　　　 ★
★1・4％
N＝56社
N＝71件
N＝71件
N＝71件
N＝64件
N＝64件
N＝71件
N＝71件
0％　　　　　　20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％　　　　100％
（注）★は全産業平均を示す。
（2）契約相手先国・地域
韓国　12．7％
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（4）油脂・塗料工業
技術輸出を行っている企業の割合は約、上数！47．40の　と非常に高く　なっている。
輸出件数の全産業に占める割合は8．1％で、前年度よ　り大き　く（3．6ゼイン日　廿日］口し
ている［〕
輸出先をみると、資本関係のある企業の割合が62．9ql二，と非常に高く　なっている。
また国・地域別にみる　と、韓国、米国、「†一同、タイ、台湾の順になっており、ア
ジアの割合は全産業平均よ　り　やや高い69．40㍍となっている。．
契約の内容をみると短期契約、イニシャルペイメ　ント有の割合が低いのが特徴
である。
輸出された技術の内容をみると、「油脂・鴻料」に関する技術が過ギ数を占め
るほか、「その他の化学製品」、「有機化学」等「化学」分野の技術が多数を占
めているが、ソフト　ウェア、コンピュータ画像といった「電子計算機」に関する
技術も輸出されている。輸出された62件の技術の内訳は以下の通りである．‥，
（表5－2－4、図5－4参照1
表5－2　－4　油脂・塗料工業の輸出技術I勺容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
油 脂 ・塗 料 （32） 塗料［自動車用］（7）塗料［船舶汀＝（5）塗料［その他全般］（1小
イ　ンキ（5）洗剤（1）
その 他 の 化 学 製 品 （12） 技術サービス（6）由暦日）表耐処理剤（3）化粧品（1）
その他化学T 業製品（1）
有 機 化学 （5） 樹指関連（3）原付＝（2）
プ ラス チ　ッ ク製品 （5） プラスチック製品（5）
電 子計 算 機 （4） ソフト　ウェア（2）コ　ンピュータ画像（2）
食 料 品 ・た ば こ（2） 食用油指（1）飼料（1）
パ ル プ ・紙 製 品 ・印刷 （2） 印刷技術（2）
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図5－4　油脂・塗料工業の技術輸出契約の傾向
（1）契約の内容
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
47．4％
62 ．9％
69 ．4％ ★ 1
11・3％　　　 ★
★30 ．0％　　　　　　 －
83 ．3％ ★
30 ．6％
＿メ 6・5％
N＝19社
N＝62件
N＝62件
N＝62件
N＝60件
N＝60件
N＝62件
N＝62件
0％　　　　　20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％　　　　100％
（注）★は全産業平均を示す。
（2）契約相手先国・地域
タイ　12．9％
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（5）鉄鋼業
技術輸出を行っている企業の割合は39．4㌔で製造業平均よ　り11．7ポイント高く　なっ
ている。輸出件数の全産業における割合は前年度よ　り　微減（－1．1ガイン日　の7．4％
である。
輸出先をみると、資本関係のある企業への輸川の割合が10．5％と他業稗に比べ
て著しく　低く　なっている。同・地域別にみると、例年同様米国が21．10ムと高い割
合を占めている他、今年度は韓国およびオーストラリ　アの割合が高くなっている。
またアジアへの輸出の割合は42．1％と上位業種の中で最も低く　なっている，一
契約の内容をみると短期契約の割合が非常に高く、ランニングロイヤルティ有、
の割合が非常に低く　なっている。
輸出された技術の内容をみると、「鉄鋼」に関する技術が多く　を占めるが、
「金属製品」や自動車部晶、建設機械等の「機械」分野の技術も輸出されている。
輸出された57件の技術の内訳は以下のとおりである。
（表5－2　－5、図5－　5参照）
表5－2　－　5　　鉄鋼業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
鉄 鋼 （41） 鉄鋼製品製造 ・加丁技術（41）
金 属製 品 （6） バネ（3）継手（1）金属線（1）金属管（1）
輸 送 用機 械 （3） 自動車部品（3）
非 鉄 金 属 （2） アルミ製品（2）
農業 ・建設 ・鉱山機械 （2） 建設機械（2）
そ の他 （3） 化学機械（1）バーナ（l）その他の機械（1）
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図5－5　鉄鋼業の技術輸出契約の傾向
（1）契約の内容
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
0％　　　　　　20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％　　　　100％
（注）★は全産業平均を示す。
（2）契約相手先国・地域
その他　　49．1％
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（6）非鉄金属工業
技術輸出を行っている企業の割合は39．3∩，，で製造業平均と比べて11．6ポイント高く
なっている。輸出件数の全産業における割合は前年度よ　り2．4ポイント増の6．90．′，とな
っ　ている。
輸出先をみる　と資本関係のある企業の割合が56．60．1と非常に高く　なっている。
国・地域別にみると、米国が最も多く　なっているが、その他は台湾、持同、イ　ン
ドネシア等アジアの国・地域が続き、アジアの割合は71．7％となっている。
契約の内容をみると全産業平均とほぼ同じ傾向を示している。
輸出された技術の内容をみると電線・ケーブルに関する技術が約、上敷をIlTめて
いるが、電子部品、自動車部品といった技術も多数輸出されているr，輸出された
53件の技術の内訳は以下のとおりである。
（表5－2　－　6、図5－6参照）
表5　－　2　－6　　非鉄金属工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
非 鉄 金 属 （3 2） 電 線 ・ケ ー ブ ル （25） ア ルミ （3） プ リ　ン　 回路 （2）
金 属粉末 （l） 金 属 成形 （1）
電 子 ・通 信 用 部 品 （6 ） 電 子 部品 （5） 半 導 体 （l）
金 属 製 品 （5 ） 金 属線 （2）工 具 （2） その 他 （1）
輸 送 用 機 械 （5 ） 自動 車部 品 （5）
そ の 他 （5） プ ラスチ ック製品 （2）医 薬品 （日　 通 信機械 （1）
デ ィ　スプ レイ （1）
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図5胃6　非鉄金属工業の技術輸出契約の傾向
（1）契約の内容
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルペイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
3 9・3％　　　 ★
56・6％　　 ＿調 u＿」 L ，－ ＿
71・7％　　　　　　　　　　　　　　 ★ l
24・5％　　　 ★
5 3・8％　　　　　　　　　　　 ★
84 ．6％ ★ 1
22 ・6％　　　　 ★
i ★ 3．8％
N＝28社
N＝53件
N＝53件
N＝53件
N＝52件
N＝52件
N＝53件
N＝53件
0％　　　　　20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％　　　　100％
（注）★は全産業平均を示す。
（2）契約相手先国・地域
インドネシア　11．3％
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（7）機械工業
技術輸出を行っている企業の割合は26．8㌔で製造業平均とほぼ同じであるこ　輸
出件数の全産業における割合は前年度よ　り2．4ポイ　ント減の6．80°であるl＝］
輸出先をみる　と韓国の割合が18．90ムと前年度と同様高く　なっているこ　また、前
年度最も件数の多かった米国が大き　く減少し、中岡が大き　く増加しているため、
アジア向けの割合は大幅増の73．1％となっているr二．
契約の内容をみる　と　イニシャルペイメ　ントイブ、ランニングロイヤルティ有の割
合がと　もに高く、また独占権有の割合が非常に高いのが特徴であるド
輸出された技術の内容をみる　と「機械」分リーダがほと　んどを占めているが、その
内容は自動車部品、金属加工機械、建設機械、工作機械等多岐にわたっている、
輸出された52件の技術の内訳は以下のとおりである－．（表5　胃2　－　7、図5　胃　7
参照）
表5　－　2　－　7　　機械工業の輪田技術の内容
技　　 術　　 分　　 類 ［勺　　　　　　 容
輸 送 用 機 械 （12 ） 自動 車音l；品 目2）
金 属 加 工 機 械 （8 ） 機 械工 具 （4） 工作 機 械 （3）旋 解 （1）
農 業 ・埋 設 ・鉱 山 桐 機 械 （5 ） 建 設掩 柁 （4） 農 業機 檎 （1）
特 殊 産 業 用 機 械 （4 ） 鋳 造装 置 （2） その 他特 殊軒 業用 †弯械 （2）
ボ イ ラ ・原 動 機 （3 ） デ ィ　ー ゼ ルエ ンジ ン（2） ボ イ　ラ（l）
ポ ン プ ・圧 縮 機 （3 ） ポ ンプ （2） コ　ンプ レ　ッサ 日）
化 学 機 械 装 置 （3 ） 環 境 設 備 機 櫨 （2） 化ナ 淡 浄 （1）
そ の 他 一 般 産 業 機 械 （3 ） 焼 却炉 （1） そ の 他畔業 機 種 （2）
そ の 他 の 機 械 （3 ） 情 報 機 器 （l） 沌車 種 （1） i′㌫却 楕 （l）
そ の 他 （8 ） 繊 維 機 械 （2） エ ア コン （2）酎1下十㌧置 （1） 自動 在庫 rl）
検 出 器 （1） 半 導体 製造 装 置 （l）
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図5－7　機械工業の技術輸出契約の傾向
（1）契約の内容
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
26・8％＿－ 」し
L
48・1％　　　　　　 」 L
73．1％
28・8％　　　 ★
65．2％ ★
91．3％ ★　　 －
56・9％　　　　 ★
l★ 3・8％
N＝112社
N＝52件
N＝52件
N＝52件
N＝46件
N＝46件
N＝51件
N＝52件
0％　　　　　20％　　　　40％　　　　60％　　　　80％　　　　100％
（注）★は全産業平均を示す。
（2）契約相手先国・地域
その他　41・5％／／
インド　11．3％
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（8）総合化学工業
技術輸出を行っている企業の割合は30．20。で製造業平均と比べて2．5ポイント高い
が、前年度よ　り大幅に（－9．8ポイント）減少している。．輸出件数の全産業における割
合は、前年度と　ほぼ同じ6．7％となっている．H
輸出先をみる　と資本関係のある　企業の割合は33．3㌔と低く　なっている。また、
国・地域別にみる　と、米国が17．60．，を占めている以外は韓国、中田、タ　イ、台湾
といったアジアの国・地域が上位を占めてお　り、アジアへの輸出の割合は74．5％
で全産業平均よ　り10．0ポイント高く　なっている．コ
契約の内容をみる　と　イニシャルペイ　メ　ント有の割合が非常に高く　なっているこ
と、ラ　ンニングロイ　ヤルテ　ィ　有、短期契約、独占権有の割合が低　く　なっている　こ
とが特徴である。
輸出された技術の内容をみると「有機化学」に関する技術が約、ト数を占めるほ
か、「プラスチック製品」、「油脂・塗料」、「医薬品」、「その他化学製品」
といった「化学」関連の技術がほとんどをIIiめている。輸出された51件のほ術の
内訳は以下のとおり　である。（表5－　2　－8、岡5　－　8参照）
表5　－　2　－8　　総合化学工業の輸出技術
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
有 機 化 学 （24） 樹脂関連 （13）原け持関連（日日　その他（1）
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 （5） プラスチ ック成形（3）プラスチ ック製品（2）
油 脂 ・塗 料 （4） 界面活性剤 （3）頓粘 （l）
医 薬 品 （4） 医薬品 （4）
そ の 他 の 化 学 製 品 （4 ） 接着剤 （2）現像液 （1）難燃封 （l）
そ の 他 （10） 化学練紺 （2）石油 製品 （2）食†ト晶（1）印刷（1）匹石（l）
廃水処押 （日　包装 愕他 日） 半導体（1）
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図5－8　総合化学工業の技術輸出契約の傾向
（1）契約の内容
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイルト有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
N＝63社
N＝51件
N＝51件
N＝51件
N＝49件
N＝49件
N＝51件
N＝51件
0％　　　　　　20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％　　　　　100％
（注）★は全産業平均を示す。
（2）契約相手先国・地域
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表5　－　2　－　9　　医薬品工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
医 薬 品 （32） 医薬品（31）動物用医薬品（1）
有 機 化 学 （1） 原材料関連（1）
表5－　2　－10　精密機械工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
精 密機 械 （13） カメラ（7）電子写真（5）その他（1）
電子 計 算機 （6） ソフトウェア（4）プリンタ（1）光ディスク（1）
輸 送用 機械 （4） 自動車部品（4）
そ の他 （6） ファクシミリ（2）半導体（1）電装品（1）ビデオ機器（1）
油圧機器（1）
表5　－　2　－11　窯業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
窯 業 （19） ガラス （10）耐火物 （4）陶器 （2）砥石 （1）タイル （1）
そ の他 （1）
無 機 化 学 （5） イオ ン交換膜法電解 （5）
そ の 他 （4） 木工製品 （1）浄水技術 （り　その他産業機械 （1）
その他電気機械 （1）
表5　－　2　－12　ゴム製品工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
ゴム 製 品 （13） タイヤ（4）自動車ゴム部品（4）その他ゴム製品（5）
輸 送 用 機械 （2） 自動車部品（2）
そ の他 （2） エアフィルタ（1）電子部品（1）
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表5－　2　肩13　プラスチック製品工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
プ ラスチック製品 （9） プラスチック製品（9）
その他 （5） トナー樹脂（1）絶縁材（1）自動車部品（1）半導体（1）
その他電気機械（1）
表5－　2　－14　その他の工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
木 材 ・木製 品等 （4） 木材（3）家具（1）
電子 ・通信 用部 品 （3） 電子部品（Z）半導体（1）
そ の他 の技 術 （3） その他（3）
そ の他 （4） 厨房設備（1）なめし革（1）測定器（l）スポーツ用品（1）
表5－　2　－15　食品工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
食 料品 ・たば こ （8） 食料品（5）製粉（1）製糖（1）飼料（1）
農 林水 産業 （3） バイオ（3）
医 薬品 （2） 医薬品（2）
表5－　2　－16　金属製品工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
金 属製 品 （8） 自動車用金物（5）金属製容器（1）工具（1）その他金属製品（1）
プ ラスチ ック製 品 （2） プラスチック製品（2）
電 子 ・通信 用 部品 （1） 電子部品（1）
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表5　－　2　－17　運輸・通信・公益業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
電 子 ・通信 用 部 品 （5） 電子部品（4）半導体（1）
有 線 ・無線 通 信 機械 （3） 通信技術（3）
非 鉄 金属 （2） ケーブル（2）
電 子 計算 機 （1） ソフトウェア（1）
表5　－　2　－18　その他の輸送用機械工業の輸出技術内容
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　　 容
輸送用 機 械 （6） 自動車部品（5）船舶部品（l）
その他 （4） 石油精製技術（1）ボイラ（1）駐車設備（1）発電設備（l）
表5　－　2　－19　上記以外の業種の輸出技術内容
産　　 業　　 分　　 類 内　　　　　　 容
そ の 他 の 化 学 工 業 （9） 接 着 剤 （4） ブ レー キ液 （2）金 属 表面 処理 剤 （1） 化 粧 品 （1）
建設 技術 （1）
繊 維 工 業 （6） 紡 績 （2） 染 色 （2） 自動車 部品 （2）
情 報 ・調 査 ・広 告 業 （4） ソ フ トウ ェア （4）
石 油 製 品 工 業 （4） 潤 滑 油 （3） 石油精 製 （1）
建 設 業 （3） 石油 精製 （1） コン ク リー ト（1）廃 水 処理 （1）
卸 売 ・小 売 業 （3） 半導 体 （3）
そ の 他 の サ ー ビ ス 業 （2） 医療 機 械 （1） そ の他 （1）
鉱 業 （1） 石油 生 産 （l）
パ ル プ ・紙 工 業 （1） 製紙 （1）
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表5－3　産業分類別の分析結果
産業 分 類
技 術 輸 出 有 資 本 関 係 有 ア ジ アへ の 輸 出 短 期 契 約
6 年 度 7 年 度 6 年度 7 年 度 6 年度 7 年 度 6 年度 7 年 度
全 体
農 道 業 平 ．埠
27．0％
32．7堵
22．8％
27．7％
40．8％ 42．6％ 61．8％ 64．5％ 35．4％ 25．5％
自動 車 工 業 57．5％ 56．3％ 45．4％ 44．7％ 55．7％ 67．5％ 30．9％ 16．7％
通 信 ・電気 計 測 器 工 業 27．5％ 22．0％ 65．8％39．8％ 69．9％ 60．2％ 25．0％ 32．3％
電 気 機 械 器 具 工 業 38．3％ 30．4％ 55．8％ 56．3％ 77．9％ 77．5％ 35．1％ 28．2％
油 脂 ・塗 料工 業 46．2％ 47．4％ 57．6％ 62．9％ 69．7％ 69．4％ 27．3％ 11．3％
鉄鋼 業 40．6％ 39．4％ 21．0％ 10．5％ 54．8％ 42．1％75．8％ 49．1％
非 鉄 金 属 工 業 33．3％ 39．3％ 66．7％ 56．6％ 75．8％ 71．7％ 24．2％ 24．5％
機 械 工 業 30．0％ 26．8％ 43．3％ 48．1％ 55．2％ 73．1％31． ％ 28．8％
総 合 化 学 工 業 40．0％ 30．2％ 40．4％ 33．3％ 67．3％ 74．5％ 15．4％ 11．8％
医 薬 品 工 業 31．3％ 33．3％ 19．2％7．3％ 38．5％ 45．5％ 7．7％ 3．0％
精 密 機 械 工 業 43．彿 34．8％ 8．7％ 44．8％ 65．2％ 51．7％ 82．6％ 65．5％
窯 業 27．3％ 28．ユ％ 45．0％ 53．6％ 70．0％ 71．4％ 10．5％ 21．4％
産 業 分 類
イニシャルペ イメント有 ランニングロイヤルティ有 独 占権 有 再 実 施 権 有
6 年 度 7 年 度 6 年度 7 年 度 6 年 度 7 年 度 6 年 度 7 年 度
全 体 55．5％ 54．0％ 76．8％ 77．8％ 34．3％ 27．7％ 8．8％ 7．4％
自動 車 工 業 66．3％ 60．9％ 72．8％ 77．3％ 34．0％ 35．4％ 6．2％ 9．7％
通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 36．0％ 40．6％ 90．0％ 90．5％ 41．7％ 7．7％ 12．7％ 3．3％
電 気 機 械 器 具 工 業 50．7％ 56．3％ 95．7％ 87．5％ 24．7％ 14．1％ 10．4％ 1．4％
油 脂 ・塗 料 工 業 39．4％ 30．0％ 90．9％ 83．3％ 45．5％ 30．6％ 9．1％ 6．5％
鉄 鋼 業 51．8％ 53．6％ 37．3％ 48．2％ 6．5％ 28．1％ 3．2％ 5．3％
非 鉄 金 属 工 業 69．7％ 53．8％ 75．8％ 84．6％ 28．1％ 22．6％ 3．0％ 3．8％
機 械 工 業 52．6％ 65．2％ 93．0％ 91．3％ 50．8％ 56．9％ 1．6％ 3．8％
総 合 化 学 工 業 80．0％ 75．5％ 64．0％ 46．9％ 26．9％ 19．6％ 15．7％ 3．9％
医 薬 品 工 業 63．2％ 52．2％ 57．9％ 87．0％ 50．0％ 33．3％ 26．9％ 18．2％
精 密 機 械 工 業 22．7％ 35．0％ 95．5％ 85．0％ 17．4％ 11．1％ 4．3％ 11．1％
窯 業 56．3％ 75．0％ 88．2％ 64．3％ 36．8％ 24．0％ 5．3％ 7．1％
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表5－4　産業分類別の輸出相手先国・地域
自動車工業 通信 ・電 気計測器工業
6 年度 7 年度 6 年度 7 年度
国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数
1米国 18韓国 25米国 13米川 19
2 韓国 17 米国 15 中国 11中回 1 19
3中国 5中国 14台湾 11帝国 13
4タイ 5タイ 9韓国 10 ドイツ 9
5英国 4 マ レーシア 7シンガポール 6台湾 9
6スペイ ン 4台湾 6 マ レー シア 5マ レーシア 5
7 マ レーシア 4イ ンド 4 ドイツ 3 シンガポール 4
8イ ン ドネシア 4フィリピン 4香港 3
9
10
その他 36 その他 30 その他 11 そ の他 15
合計 97 合計 114 合計 73 合計 93
電気横根器具工業 油脂 ・塗料工業
6 年度 7 年度 6 年度 7 年度
国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数 国 ・地域名 作数 匝ト 地域名 件数
1中国 23中国 23帝国 6韓同 11
2韓国 11韓国 9タイ 6中国 9
3米国 7米国 9中国 4米同 9
4台湾 6台湾 7米国 3 タイ 8
5タイ 6タイ 7台湾 3台湾 5
6 イ ン ド 5ドイツ 3 ドイツ 2フィリピン 4
7イ ン ドネシア 4フィリピン 3イン ド 2 マ レーシア 4
8 ドイツ 3イン ド 2 英国 2
9 マ レーシア 3イン ドネシア 2 スイス 2
10 南 アフ リカ 2
その他 9 その他 6 その他 7 その他 5
合計 77 合計 71 合計 33 合計 61
鉄鋼業 非鉄金属二L 業
6 年度 7 年度 6 年度 7 年度
国 ・地域名 件数 国 ・地域 名 件数 国 ・地域名 什数 トト 地域 才l 什数
1米国 12米国 12台湾 7米国 10
2中国 12韓国 6米国 5台湾 9
3 タイ 7オース トラリ 6韓国 4韓匝l 6
4台湾 4台湾 5中国 4イン ドネシア 6
5 マ レーシア 4中国 3マ レーシア 4中l手l 5
6 オース トラリ 3 タイ 3 タイ 3 タイ 5
7イン ド 3 ドイ ツ 3イン ドネシア 2マ レー シア 2
8ブラジル 3英国 3 フ ィリピン 2
9 フランス 2
10
その他 12 その他 16 その他 4 その他 8
合計 62 合計 57 合計 33 合計 53
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表5－4　産業分類別の輸出相手先国・地域
機械工業 総合化学工業
6 年度 7 年度 6 年度 7 年度
国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数
1米国 15韓国 10米国 10韓国 11
2韓国 14中国 10韓国 9米国 9
3 中国 6 米国 8台湾 8 中国 8
4イタリア 4イン ド 6中国 4タイ 6
5インドネシア 4タイ 3タイ 4台湾 5
6 ドイツ 3イン ドネシア 2インドネシア 4イン ドネシア 3
7台湾 3 マ レーシア 2シンガポール 4イン ド 3
8タイ 3シンガポール 2ベルギー 3シンガポール 2
9 マレーシア 2香港 2
10インド 2カナダ 2
その他 11 その他 5 その他 6 その他 4
合計 67 合計 52 合計 52 合計 51
医薬品工業 精密機械工業
6 年度 7 年度 6 年度 7 年度
国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数
1米国 3韓国 7韓国 5韓国 8
2 ドイツ 3米国 6台湾 5米国 7
3英国 2中国 4米国 4中国 2
4 フランス 2ドイツ 4 ドイツ 3台湾 2
5スペイン 2 スペイン 3香港 3 インド 2
6韓国 2イン ドネシア 2 フランス 2
7中国 2 ブラジル 2
8フィリピン 2
9
10
その他 8 その他 7 その他 3 その他 4
合計 26 合計 33 合計 23 合計 29
窯業
6 年度 7 年度
国 ・地域名 件数 国 ・地域名 件数
1中国 8中国 10
2台湾 3タイ 4
3米国 2 ドイツ 3
4 韓国 2韓国 2
5ブラ ジル 2イン ドネシア 2
6
7
8
9
10
その他 3 その他 7
合計 20 合計 28
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Ⅵ．　技術輸　出　入　の　比　疇史
Ⅲ、Ⅴ章では、技術輸出の状況について技術輸出のみに着目　し、分析を行っ
てきたが、本章においては、この「口本の技術輸出の実態調査」によって明ら
かになった平成7年度の新規の技術輸出の動向と、Ii研究所が作成している「外
国技術導入の動向分析（平成7年度）」との比較を通して技術貿易の実態を解
明　してい　く　こ　と　とする。
1．技術貿易金額の推移について
本調査では原則と　して新規の技術貿易の件数のみに着目　して分析を行ってい
る。しかし「日本の技術の実態調査」と「外囲技術導入の動向分析」は調査対
象企業、調査方法が異なる（次項参照）ので総量的な比較を行う　こ　とが山来な
い。そこで、技術輸出入の質的な比較を行う前提と　して、総務庁統計およ　び日
銀統計を利用して最近の技術輸出入の金衝の推移をみる。
まず、総務庁統計では平成7年度の技術輸出額は5，621億円、技術輸入額は
3，917億円であり、技術貿易収支は1．44となっている。最近10年間の推移をみる
と技術輸出額の伸びが大き　く、1993年度以降は3　年連続して出超となっている。
（図6　－1参照）
次に日銀統計では平成　7年度の技術輸出額は6，182億円、技術輸入額は9，445
億円であり、技術貿易収支は0．65となっている。最近10年間の推移をみる　と、
技術輸出はほぼ一貫して増加傾向にあるが、この2年間は輸出入と　もに大き　く
増加している。（図　6　－　2参照）
総務庁統計と　日銀統計では調査対象企業、調査方法、技術貿易に含まれる範
囲が異なるために（＊注10）、それぞれの数倍には大きな乖離がみられるが、
いずれの統計においても1993年度以降の技術輪川額の伸びは大き　く、収支も大
き　く　伸びている。
科学技術政策研究所では日銀統計、総務庁統計を元に、技術貿鼠の対象範囲
をよ　り的確に決定し、技術貿易収支の試算値を算出している（＊注10）が、平
成7年度はその試算値が1．05と初めての出超となっている。（図6肩3参照）
この様に、総量的には入超から均衡あるいは出超に変わりつつある技術貿易
について、質的な面における違いを次項よ　り分析する‘つ
（＊注10）総務庁統計と　日銀統計の比較・技術貿易収支の試算については当研
究所調査研究資料「我が国の技術貿易統計」を、また平成7年度の試算値につ
いてはNISTEP REPORT「外国技術導入の動向分析「平成7年度）」を参照のこと。
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図6－1総務庁統計による日本の技術貿易額
1985　1986　1987　1988　1989　199019911992　1993　1994　1995
年度
出典：総務庁統計局「科学技術研究調査報告」
図6－2　日銀統計による技術貿易額の推移
（億円）
19851986198719881989199019911992199319941995
年度
出典：日本銀行国際局「国際収支統計」
図6胃3　日本の技術貿易収支の推移
1985　1986　1987　1988　1989　1990　1991　1992　1993　1994　1995
年度
出典：総務庁統計、日銀統計をもとに科学技術政策研発所にて試算
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2．「日本の技術輸出の実態調査」と「外国技術導入の動向分析」の比較方法
さて、技術輸入のデー　タ　との比較を行う　にあたって、本調査における技術輸
出のデータ　と「外国技術導入の動向分析」によ　る技術輸入のデー　タ　と　の間には
いく　つかの相違点が存在するため、比較の際にはこの点に留意する必要がある。
（表6－1参照）
まず、調査方法に関して、技術輸出調査はアンケート方式によ　る抽出調査で
あり、技術輸入調査の方は、法令に基づく　報告書等を集計した全数調査である。
また、これ以外に、調査対象企業に大きな違いが存在する。技術輸出に関する
調査対象企業は、資本金10億円以上の企業を中心に調査している（＊注11）。
一方、技術輸入のデータはすべての技術輸入契約を対象と　しているため、資
本金10億円未満の企業の行った技術輸入契約もすべて含まれているこ　とになる。
そこで、技術輸出のデータ　との比較の際には、可能な限り　同胃ベースでの比
較を行うため、平成7年度の新規の全技術輸入契約3，901件のう　ち、資本金10億
円未満の企業の行った技術輸入契約（＊注12）を除外し、資本金10億円以上の
企業の行った技術輸入契約2，233件をと　り　だして比較を行う　こ　と　とする。
（図6　肩　4参照）
（＊注11）今年度は資本金10億円未満の企業についても調査を行っているが、
本章では分析対象に含めない。
（＊注12）平成7年度の新規の技術輸入を行った企業数および輸入件数のう
ち、資本金10億円未満の企業の行った技術輸入契約は企業数で66．3％、契約
件数で42．3％である。
［　備　考　］
技術輸入のデータは本文でもふれたように今回の調査ではなく、「外因技術
導入の動向分析」作成時に用いたデータを引mしているため、技術輸入に関す
るグラフおよび表上に、（＊）の印をつけて区別する。
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表6－1　技術輸出・技術輸入統計の比蚊表
技　 術　　 輸　　 出 技　 術　　 輸　　 入
調査 報告書 今回の調査 外向技術導入 の動 向分析 （☆ ）
調査 対象 資本 金10億円以 l二で研究 間 すべての企業
発 を行 ってい る　企業お よ　び ！今回の比較 にあたっ　て は貢
技術貿易 と関連の ある　石一業 本金10億円以 ＿上の企 業を柚
1，597社 出 l
調査方法 郵送 に よ　る　ア　ンケー ト　調査 法令 （☆）に基 づ く　描2f吾等
回答企業　　　　　 1，032日二
回収率　　　　　　　 64．60（，
を集計　した全数調 査
技 術貿易 の調 特 許 ・実 用新案 ・意匠 ・ 同左
査 範囲 商標 ・ノ　ウハ ウの譲渡 及び
使 用権の設定
調査 対象契約 契 約月　日が平 成7fI14月1日 r日日■三！報告年 月　口が左記 の
か ら平成8年3月31日　までの
契 約
期間の　もの）
（☆）外国為替および外国貿易管理法に1．1；づいてなされる技術導入に関する
報告書等をも　とにして、当研究所が毎年作成している「外国技術導入
の動向分析」の平成7年度版のデータ　を用いたものである‥、
図6－4　技術輸入実施企業数と技術輸入件数（資本金別）
66こ】ヽ
（※）輸入企業数
471i lOOヽ
（※）輸入件数
■～10億円窓10～50億円餌50～100億円玄100－500億円寡500億円∴一‾その他
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3．技術形態別輸出入契約状況
本調査では技術貿易の範囲と　して、特許やノ　ウハウ等の譲渡および使用権の
設定の他に、商標のみのものやソフト　ウェアの輸出を含めて調査している．二］そ
こで取り引き　された技術を「ソフト　ウェアのみ」のもの、「商標のみ」のもの、
それ以外の工業所有権の取引　上以下、「ハード系技術」）の3種類に分類し、
それぞれの割合を輸出入で比較する。
まず、技術輸出については「ハード系技術」が92．8％と　ほと　んどを占め、
「ソフト　ウェアのみ」（4．7％）および「商f票のみ」（2．5％）の割合は低く　な
っている。一方、技術輸入については「ソフト　ウェアのみ」が約半数（49．2
％）を占め、「商標のみ」も10．0％（＊注131を．J了めている。日本電子工業振
興協会、情報サービス産業協会、日本パーソナルコンピュータソフト　ウェア協
会、米国電子協会の4団体が実施したソフト　ウェア輸出入統計調査による　と、
平成7年度の我が国のソフト　ウェアの貿易額は、輸出が39億円に対して輸入が
3，926億円と大幅な入超になっている．こ．花が回は、ハード系の製造技術は分野を
問わず幅広く　輸出　しているのに対して、ソフト　ウェアについては海外への依存
度が非常に高いこ　とがわかる。（同6　－　5参照）
図6－5　技術輸出入契約の技術形態
92跳
■　ハード系　　■　ソフトウエアのみ　［］商穣のみ
これよ　り技術輸出入の比較を行う　が、技術形態によ　って契約1勺容が大き　く　異
なるため、「ハード系技術」と「ソフト　ウェアのみ」に分けて輸出入を比較す
る。なお、純粋な技術とはいえない「商標のみ」の輸出については今回は分析
しない。
（＊注13）平成7年度はウールマークの契約更改があったため、例年以　上に
「商標のみ」の比率が高　く　なっている．‥ノ
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4．「ハード系技術」の輸出入此校
（1）技術分類別輸出入契約状況
技術分野別に輸出入を比較する　と、「ハード系技術」のみでみた場合、輸出
については「機械」分野の割合が最も高く　なっている　ものの、各分野と　も比較
的均等に輸出されているのに対して、輸入では「電気」分野の割合が非常に高
く（43．6％）、「金属」分野の割合が非常に低い（3．6％）等分野によって大き
な偏り　がある。（図　6　－　6参照）
さ　らに、技術分類別にみる　と、まず技術輸出については「輸送用機械」が4
年連続して1位を占めているのに対して、輸入では「電子・通信用部品」、
「電子計算機」、「有線・無線通信機械」といった「電気」分野の技術が上位
を占めている。（表6　胃　2参照）
図6胃6　ハード系技術の輸出入における技術分野の内訳
238Ii　　　　　　　　　　　　　200ヽ　　　　　　3飢　　90ヽ
■　電気　富　機械　臨　化学　重　金属　　　その他
（＊）技術輸入
表6－2　ハード系技術の輸出入契約件数上位技術分類
N＝912件
技術輸 出 （＊）技術輸入
技 術分類 件 数 件数割合 技祐 分類 件 数 件 敷割 合
輸 送 悶機械 114 16．0％電 子 ・通信用部品 96 10．5％
電子 ・通信 用部 品 51 7．2％電子 計片機 91 10．0％
鉄鋼 43 6．0％通 信機械 88 9．6％
非 鉄金属 42 5．9％医薬 品 81 8．9％
油脂 ・塗料 35 4．9％ボ イラ ・原動 機 73 8．0％
民 生用電気機 械 34 4．8％そ の他電子応用装 i 50 5．5％
有機化学 32 4．5％輸送 月1怯植 42 4．6％
医薬品 32 4．5％化学 機胱装 置 40 4．4％
発送電 ・産業用 竃 27 3．8％ラジ オ・テレビ ・音 響 37 4．1％
プラスチ ック製 品 27 3．8％有機 化学 32 3．5％
その他の化学製 品 27 3．8％金属加＿日射 成 26 2．9％
金 属製品 27 3．8％精密 機械 23 2．5％
その他 220 30．9％その他 233 25．5％
全体 711 100．0％全体 912 100．0％
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（2）契約柏手先回・地域
技術輸出においては、アジアへの輸出が全体の約3　分の2（65．4％）を占め
ているのに対し、技術輸入においては北ア　メリ　カ　が66．2％、ヨ　ー　ロ　ッ　パが31．9
％でアジアからの輸入はほと　んどない　一1．50日1と　いったかな　り　異なった様相を
呈している。（図6　－　7参照）
また、輸出入の上位5　ヶ国・地域をみて　も、輸出では米国が16．90㍍を占めて
いる以外は、アジアの国・地域がほ　と　んどをIliめているのに対　して、輸入では
米国の割合が64．3％と非常に高く、残り　を　ヨーロ　ッパの国々が占めている　とい
った特徴がでている。（表6　胃　3参照）
図6－7　ハード系技術の輸出入における契約相手先地域
1　北アメリカ　　■l　ヨーロッパ　　琶匹　アジア　＝］その他
表6胃3　ハード系技術の輸出入契約件数上位国・地域
技術輸 出 （＊）技彿J輸 入
国 ・地域 件数 件 数割合 国 ・地域 件数 件放割 合
米国 120 16．9％米国 586 64 ．3％
韓 国 116 16．3％ドイツ 81 8．9％
中国 112 15．8％英国 67 7．3％
台湾 63 8．9％フ ランス 38 4 ．2％
タイ 60 8．4％オラ ンダ 34 3．7％
イ ン ドネシ 28 3．9％ス イス 18 2．0％
マ レー シア 28 3 ．9％ カナ ダ 16 1．8％
ドイツ 26 3 ．7％スウェーデ ン 15 1．6％
イン ド 21 3．0％イ タリア 11 1．2％
フ ィリピン 18 2．5％韓国 7 0 ．8％
英国 16 2．3％ベ ルギー 6 0 ．7％
その他 103 14．5％その他 33 3 ．6％
全体 711 100．0％全体 912 100 ．0％
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さ　らに、技術分野別に、契約相手先地域の特徴をみる。技術輸出については
すべての分野でアジアが6　割＝以　上を占めている，一、一方技術輸入については欧米
からのものがほとんどを占めるが、「電気」、「機械」、「金属」の　3　分野で
は北アメリ　カの比率が非常に高く、「化学」およ　び「その他」では北ア　メリ　カ
と　ヨーロ　ッパがほぼ同　じ割合を占めている〔（図　6　－・8参照）
図6－8ハード系技術の輸出入における契約相手先地域（技術分野別）
［技術輸出］
N＝711件
［（＊）技術輸入］
■北アメリカ　■ヨーロッパ　認アジア　」⊥その他
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（3）契約先との資本関係
技術貿易の契約先との資本関係をみる　と、技術輸出については「草本の　2　分
の1以上を所有する企業」への輸出が23．200、「草本の2分の1未満を所イ丁す
る企業」への輸出が19．5％で、京本間係のある　虐業への輸出が約　4　割を占めて
いる。それに対して、技術輸入は外資系介業1′草本の2分の1以　上を所有され
ている企業）の技術導入とそれ以外の2種類に分類されているが、外賓系企業
の導入の比率は1．2％と非常に低く　なっている‥，‖図　6　－　9参照う
大蔵省届け出統計によると平成7年度の製造業の対外直接投京が件数1，589件、
金額18，236億円に対して、対内直接投京は件数190件、金額1，412億円であり、
対外直接投資が好調で増加傾向にあるのに対して、対内直接投京は非常に低調
である。そのため技術輸出が対外直接投資の増加に伴い資本関係のある石一業向
けで大幅に増加しているのに対して、技術輸入は資本関係を伴わない技術提携
が中心と　なっている。（表6　－　4　参照）
図6－9　ハード系技術の輸出入における契約相手先との資本関係
■l　資本の2分の1以上　】事　資本の2分の1未溝　口　資本関係なし
※酢関してはr資本の2分の1未満」とr資本関係なし」の区別が出来ないので・
表6－4　製造業の対外・対内直接投資額の推移　（単位：件、億円）
対 外直接投 資 村内直接投資
件数 金額 件数 金額
平 成 5 年度 1，390 12，766 224 1，836
平成 6 年度 1，233 14，426 171 2，054
平成 7 年 度 1，589 18，236 190 1，412
出典：大蔵省国際金融局「対外及び対内l吊封芸プ封夫況」による．っ
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（4）契約期間
契約期間について輸出入を比較する　と、技術輸出は「1年以上10年未満」の
割合が58．2％と非常に高いのに対して、技術輸入は「1年以上10年未満」の割
合は33．7％と低く、「工業所有権等の期間まで」の比率が23．10．－で輸出に比べ
て高　く　なっている。これは取り　引き　される技術の　レベルおよ　び契約先の地域性
の違いのため　と思われる。（図　6　－10参照、－
図6－10　ハード系技術の輸出入における契約期間
3．7ヽ　　　　　　　212ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　370ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　158ヽ　　　　　38㌔　　105ヽ　　　　　80ヽ
（＊）技術輸入
6．3ヽ　　　　　　　17月ヽ　　　　　　　　　　15，的　　　　　　　106ヽ　　　35ヽ　　　　　　　　231ヽ
■1年末濱　〃1年以上5年末溝　田5年以上10年末議　団10年以上15年末瀬　田15年以上　田工業所有権尊の期間まで　□その他
（5）契約形式
対価の支払方法（＊注14）については、技術輸出は技術輸入と比較して、
「ラ　ンニングロイヤルティ　のみ」の割合が高　く、「イニシャルペイ　メ　ントの
み」の割合が低い。，この違いは、輸出は京本間係のある企業との取引の割合が
高いのに対して、輸入は資本関係を伴わない寸自存提携が「P心であるためと思わ
れる。（図6　胃11参照）
図6－11ハード系技術の輸出入における対価の受取方法
－　イニ勅のみ　　囲　イ二油ん＋ランニング　　　田　ランこげのみ
※「定額払い」など「その他」のものは徐く。
（＊注14）技術輸入のデータには、イニシャルペイメ　ントに一一・描弘、ランニ
ングロ　イヤルテ　ィ　に定額私が含まれている　－
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ラ　ンニングロイ　ヤルテ　ィ　の料率についてみる　と　r　＊注15）、技術輸出は技術
輸入と比較して低率の契約の割合が高　く　なっている。これは輸出　している技術
よ　り　も輸入している技術の方が水準の高いものが多いこ　と　を表している　ものと
思われる。（図6　－12参照）
図6－12ハード系技術の輸出入におけるランニングロイヤルティの料率
■　2％未満　m　5，も未満　琵　8％未満i証11％未満l図11％以上
※単価建てなど「その他」のものは除く。
独占権および再実施権の付与の割合については、技術輸出は技術輸入と比較
して、独占権を付与する割合がやや高く、再実施権を付与する割合が低く　なっ
ている。］（図6－13参照）
■■　独占権有　　　韮Ⅲ藍　再実施権有
（＊注15）ランニングロイヤルティの料・率については輸出17件、輸入208件の
「その他」があるが、輸出入の比較に当たってはそれらを省く　ものとする。
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（6）技術の種類
技術輸出は技術輸入と比較　して、ノ　ウハウ　√　＊汗15）を含む割合が高　く、特
許を含む割合が低く　なっている．‥，技術粕川はアジアへの生産・製造技術が中心
であるのに対して、技術輸入は欧米からの　tl礫技術の導入が中心と　なっている
ためである。（図　6　－14参照つ
－　特許有　田　ノウハウ有　　田　商標有
（7）特定技術分野
技術輸出入について、ハードウェア、半■草体、原丁・力、航空・宇宿、医薬品、
バイ　オテク　ノ　ロジーの6技術（以下、特定†ノ自衛分野）を含む割合をみる　と、す
べての技術について技術輸入が技術輸出を「．回っている。特に半導体、原子力、
医薬品についてその差は大き　く　なっている‥，（岡6－15参照）
図6－15ハード系技術の輸出入における特定技術を含んだ契約
（＊注16）技術輸入の統計は、特許の中に実廿日叶案、意匠を含み、ノウハウ
の中に出願中特許を含んで集計している．〕
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5．「ソフトウェアのみ」の輸出入比較
全技術貿易件数における「ソフト　ウェアのみ」の比率をみた場合、輸入に比
べて輸出は非常に低調であ　り、この傾向は　4　年間で大きな変化はみられない－⊃
（図　6　－16参照）
図6－16　技術輸出入契約に占める「ソフトウエアのみ」の割合
60，i
50％
40，i
30％
20％
10，i
O％
467，i　　　　　　　　　　　489％　　　　　　　　　　4旦墾
手．二二二二∴二・白∴二・∴二・∴二・∴・：・∴：・尋ト．；’‘．．品．ん’i．ふ．i’ふ．；日
7％
37％
平成4年度 平成5年度 平成6年度
（♯）技術輸入
平成7年度
ここではさ　らに「ソフト　ウェアのみ」の輸出入の㌫的な違いについて分析す
る。なお平成7年度分のみでは輸出のデータ数が少ないため、4　年間の全デー
タで比較する。
（1）契約相手先回・地裁
技術輸出についてはアジアの割合が42．4％と最も高く　なっている　ものの、ハ
ード系技術と比較すると北アメリ　カ（30．50い、ヨーロッパ（24．6nJ，の割合
が高い。技術輸入については北アメリ　カの割合が82．6％と圧倒的に高く　なって
いる。（図6　－17参照）
これを国・地域別にみる　と、技術輸出入と　も米同が第一位であるが、その比
率は輸出が24．6％に留まるのに対して輸入は79．2％をも占めている。．また、輸
出入と　も英国（輸出：9．3％、輸入：7．7㌔）が第二位であり、以下輸川はシン
ガポール（6．8％）、台湾（6．8％J　が続く　のに対して、輸入はカナダl′3．4∩∴）
ドイ　ツ（1．8％）が上位を．liめている。輸出は比較的幅広い同・地域に行われて
いるのに対して、輸入は米同からのものが非常に高い割合を占めている［一，
（表6　－　5参照）
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図6－17「ソフトウエアのみ」の輸出入における契約相手先地域（4年間合計）
■北アメリカ　■ヨーロッパ　蜜アジア　　その他
表6－5　「ソフトウェアのみ」の輸出入契約件数上位同・地域（平成4～7年度合計）
技術輸 出 （＊月 支衡輸入
国 ・地域 件 数 件数割 合 仕上 地域 件数 件 数割 合
米国 29 24．6％米国 3，137 79．2％
英国 11 9．3％英国 305 7．7％
シンガポー ル 8 6．8％カナダ 136 3．4％
台湾 8 6．8％ ドイツ 73 1．8％
ドイツ 7 5．9％フランス 40 1．0％
韓国 7 5．9％オ ランダ 40 1．0％
中国 7 5．9％「い国 30 0．8％
香港 5 4．2％オース トラリア 28 0．7％
タイ 4 3．4％ベルギー 24 0．6％
ベルギ ー 4 3．4％スウェーデ ン 24 0．6％
オ ランダ 3 2．5％台湾 20 0．5％
その他 25 21．2％その他 106 2．7％
全体 118 100．0％全体 3，963 100．0％
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（2）業種
技術輸出については自動車工業が39．80f，と帖も高く、以下通信・電子　計測
器工業（32．2％）、情報・調査・広㌫業（10．20．日　の上位3業韓で全休の約8
割を占めている。技術輸入については通信・電了一・計測器工業が28．4％と最も
高く　なっている。また、卸売・小売業（18．0nJ言、情報・調査・広；一業（10．0
％）、銀行・保険業（4．3qO　といったサービス業がと位を占めているのが特徴
である。（表6　－　6　参照）
近年は日銀統計、総務庁統計の技術貿易収支の差が拡大している（前掲図6
－3参照）が、サービス業のソフト　ウェアの輸入額の増加がサービス業を調査
対象に含まない総務庁統計と全帝業を対象と　している日銀統計の技術貿易収支
の差を広げる大き　な要因となっている　ものと思われる。
表6－6　「ソフトウェアのみ」の輸出入契約件数上位業種（平成4～7年度）
技術輸 出 （＊）技術輸入
業種 件数 件数割合 業種 件数 件数割合
自動車工業 47 39．8％通信 ・電子 ・電気計測器工業 1，124 28．4％
通信 ・電子 ・電気計測器工業 38 32．2％卸売 ・小売業 712 18．0％
情報 ・調査 ・広告業 12 10．2％電気機械器具工 業 433 10．9％
精密機械工 業 5 4．2％情報 ・調査 ・広告業 398 10．0％
電気機械工 業 3 2．5％機械工業 281 7．1％
機械工業 3 2．5％銀行 ・保険業 169 4．3％
油脂 ・塗料工業 3 2．5％運輸 ・通信 ・公益業 153 3．9％
建設業 2 1．7％精密 機械工業 110 2．8％
その他の工 業 2 1．7％総合化学工業 101 2．5％
0．0％その他のサービス業 80 2．0％
0．0％その他の工業 75 1．9％
その他 3 2．5％その他 327 8．3％
全体 118 100．0％全体 3，963 100．0％
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（3）資本関係
技術輸出についてはハード系j友術と　同様に、京ノト関係のある　企業への輸出が
約半数（45．8％）を占めている′F　特に「京木の　2　分の1以上を所有する　介業」
への輸出の割合が39．0％と高く　なっている。接iト　輸入については外京系企業の
導入はハード系技術と同様1．20ベ，と非常に低く　なっている。（図6　胃18参照1
図6－18「ソフトウエアのみ」の輸出入における契約相手先との資本関係（4年間合計）
l■　資本の2分の1以上lJ　資本の2分の1未満［コ　資本関係なし
※酢関しては「資本の2分の1未満」と「資本関係なし」の区別が出来ないので・
（4）契約内容
契約期間については、輸出入と　も「1年リ、上5　年未満」の割合が高く　なって
いる。また、技術輸入については「契約期間の定めなし」等の「その他」の期
間が過半数を占めている　二　（図6　－19参照l
図6－19「ソフトウェアのみ」の輸出入における契約期間（4年間合計）
看1年未満■1年以上5年末濱田5年以上10年末濱田10年以上15年末瀬田15年以上皆工業所有権事の期間までロその他
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契約形態については、技術輸入については有償契約がほと　んどを占めている
のに対して、技術輸出は無償契約が33．90ノ，を占めている。（図　6　－20参照）
対価の授受を伴う契約についてその方法をみる　と、輸出入と　も　に「イニシャ
ルペイ　メ　ントのみ」が過半数をIIiめてお　り、ハード系技術と比べてラ　ンニング
ロイ　ヤルテ　ィ　方式の割合が低く　なっている．っ　－、図6　胃21参照）
独占権、再実施権を設定している契約の割合をみる　と、両者と　も　に技術輸入
が技術輸出を大き　く　上回っているく＝］（図6　－22参照）
■l　無償契約Sl　有償契約［コクロスライセンス
図6－21「ソフトウエアのみ」の輸出入における対価の受取方法（4年間合計）
94％　　　　　　203ヽ
■lイニシャルのみ　皿　イニシャル＋ランニング　踵図ランニングのみ
※「定額払い」など「その他」のものは除く。
図6－22「ソフトウェアのみ」の輸出入における独占権・再実施権有の契約（4年間合計）
l漢　独占権有　宗勿　再実施権有
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6．ま　とめ
我が国の技術貿易は、技術貿易金額の総量的な面では入超から均衡へと変化
しつつある。しかし、本調査と「外国技術導入の動向分析」の調査結果を用い
て、輸出入を質的に比較する　と、以下に挙げる　よ　う　な大き　な違いがある　こ　と　が
わかる。
①技術形態
－ハード系技術中心の技術輸出、ソフトウェアがハード系技術を上回る
技術輸入－
・技術輸出においては、ハード系技術が全体の92．8％を占めている。－
・技術輸入においては、ソフト　ウェアが49．2％を占め、ハード系技術を上回
っ　ている。
⑧契約相手先地境
一欧米から技術輸入し、アジアへ技術輸出－
・技術輸出においては、アジアの割合がハード系技術で65．4％、ソ　フト　ウ　ェ
アで42．4％と最も高　く　なっている。。
・技術輸入においては、北アメリ　カの割合がハード系技術で66．2％、ソ　フト
ウ　ェ　アで82．6％　と最も高　く　なっている。
③技術輸出入と直接投資の関連
一対外直接投資との関連が沫い技術輸出、対内直接投資との関連が浅い
技術輸入－
・技術輸出においては資本関係のある（資本の2分の1以上、2分の1未満の両方
を含む）企業への輸出の割合が、ハード系技術で42．8％、ソフト　ウェアで4
5．8％　と高　く　なっている。
・技術輸入においては外資系企業（外国企業が資本の2分の1以上を所有する
企業）による技術輸入の割合が、ハード系技術でも　ソ　フト　ウ　ェアでも1．2％
と非常に低　く　なっている。
⑥輸出入されている技術の内容
－「輸送用機械」の占める朝会が高い技術輸出、電気関連の技術の朝倉が高い
技術輸入－
・技術輸出においては「輸送周機械」が4　年連続首位を占めている。
・技術輸入においては「電子・通信用部品」、「電子計算機」、「通信機
械」等の「電気」分野の技術が上位を占めているコ
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⑨技術輸出入の契約条件
一技術輸入と差がある技術輸出の契約条件－
（1）契約期間
・技術輸出においては、ハード系技術について　も、ソ　フト　ウェアについても
「10年未満」の契約の割合が高　く　なっている。
・技術輸入においては、ハード系技術については「工業所有権期間」、ソフ
ト　ウェアについては「その他（期間の定め無し等）」の割合が高く　なっている。
（2）対価の受取方法
・ハード系技術については、技術輸出においては「ランニングロイヤルティのみ」の割
合が高く、技術輸入においては「イニシャルベイメントのみ」の割合が高い。
・ソ　フト　ウ　ェアについては、技術輸出入と　も　に「イニシャルベイメハのみ」の割合が
高い。
・ランニングロイヤルティの料率をみる　と、技術輸出は技術輸入と比べて低率設定の割
合が高い。
なお、この分析結果は、「日本の技術輸出の実態調査」が資本金10億円以上
の企業を主に調査対象と　しているため、資本金10億円以上の企業の輸出入に絞
って比較したものである。そこで、これらの分析結果が資本金10億円未満の企
業を含めた我が国の技術貿易全休について当てはまるのかを検証するために、
資本金10億円未満の企業を含めた技術輸入全体の傾向と、第Ⅶ章で分析してい
る資本金1億円以上10億円未満の企業を含めた技術輸出全体の傾向を比較した結
果、同様の傾向がみられた。以下の図表に資本金10億円未満の企業を含めて分
析した結果を示す。
ー96－
図6－23　技術輸出入契約における技術形態（資本金10億円未満を含む）
932ヽ
①ハード系技術
■ハード系　盛ソフトウェアのみ□商棟のみ
図6－24　技術輸出入契約における相手先地域（資本金10億円未満を含む）
②ソフトウエアのみ
技術輸出
（＊）技術輸入
書北アメリカ　臨ヨーロッパ　田アジア［コその他
333ヽ　　　　　　　　　　　　28ヽ
171ヽ　　　　　　5．飢0．9ヽ
Nこ1612件
（＊注17）資本金1億円以上10億円未満の企業の技術輸出に関する調査について
は、平成6年度以前は実施していないr－　そこで、資本金10億円未満の企業を含
めて輸出入を比較する場合、「ソフト　ウェアのみ」についても平成　7年度のみ
のデータで比較する。
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図6－25　技術輸出入契約における相手先との資本関係（資本金10億円未満を含む）
①ハード系技術
技術輸出
（＊）技術輸入
②ソフトウエアのみ
技術輸出
■l　資本の2分の1以上　　国　資本の2分の1未瀦　（＝］資本関係なし
※訝懲響しては「資本の2分の1未勤と「資本関係なし」の区別が出来ないので・
図6－26　ハード系技術の輸出入における技術分野の内訳（資本金10億円未満を含む）
20．帆　　　　　　　　　　　15J鍋
■l t気　圏　機械　部　化学　匹召　会眞　⊂］その他
表6－7　ハード系技術の輸出入契約件数上位技術分類（資本金10億円未満を含む）
技術輸 出 （＊）技 術輸入
技 術分類 件 数 件数割 合 技 術分 類 件数 件 数割 合
輸 送用機械 123 16．2％電 子 ・通信 用部品 105 9．2％
電子 ・通信 llj部品 51 6．7％電 子計待機 102 8．9％
鉄 鋼 44 5．8％lタ薬品 95 8．3％
非鉄金属 42 5．5％通信 機械 94 8．2％
民 生用電気 機械 37 4．9％ボ イラ ・原動 機 79 6．9％
油脂 ・塗料 36 4．7％その他電子 応 用装 置 56 4．9％
その他化学製 品 33 4．3％輸送 け日射 成 52 4．5％
医薬品 32 4．2％化学機械装 置 50 4．4％
有 機化学 32 4．2％ラジオ・テレビ ・音 響 41 3．6％
発 送電 ・産業 用電気機械 31 4．1％精密機 械 36 3．1％
金 属製品 30 4．0％有機化学 33 2．9％
プラスチ ック製品 27 3．6％金属加」二機 構 31 2．7％
その他 241 31．8％その他 372 32．5％
全体 759 100．0％全体 1，146 100．0％
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図6－27　技術輸出入契約における契約期間（資本金10億円未満を含む）
①ハ胃ド系技術
技術輸出
②ソフトウエアのみ
技術輸出
葛1年未満11年以上5年未満同時以上10年未満扮10年以上－5年末蒲団15年以上囲工業所有権尊の期間まで□その他
図6－28　技術輸出入契約における対価の受取方法（資本金10億円未満を含む）
①ハード系技術
壇）ソフトウェアのみ
技術輸出
■m　イニシャルのみ　　隠　イ二シ軸＋ランニング　　　m　ラン＝げのみ
※「定額払い」など「その他」のものは除く。
図6－29　ハード系技術の輸出入におけるランニングロイヤルティの料率（資本金10億円未満を含む）
■　2％未瀦　■　5％未瀧　田　胼未満　胞11％未満　団11％以上
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Ⅶ．資本金10億円未満の企業に関する分析
1．嘱杢日的
第Ⅵ章で取り上げた「外国技術導入の動向分析」は「外国為替および外い1貿
易管理法」に基づいてなされる技術導入に関する韓洋書等を元に作成しており、
資本金規模に関わらずすべてのか業を対象と　している。（表6－1参照）
一方、当技術輸出の実態調査においても、従来実施してきた資本金10億円以
上の企業に加えて、資本金10億円未満のか葉に関する調査を、前年度試験的に
実施した。その結果、資本金10億円未満の五一羊の技術輸出は、件数は少ないも
のの、資本金10億円以上の企業と資本力や輸出している技術の内容が異なるた
め、輸出先や契約内容の傾向に大きな違いがみられたく二，
また、資本金10億円未満の企業は技術輸入において大きなシェアを占めてお
り、その技術輸出の実態について把握することは、ほ術貿易の動向分析を行う
上で重要な意味を持っている。
そこで資本金1億円以上10億円未満の企業の技術輸出について、前年度と方
法を変更して、資本金10億円以上の企業と同様の調査を実施した。
2．蠣査方法
①調査対象企業：資本金1億円以　Ll0億日末満の、上場または店頭登録して
②調査方法
③調査期間
④回収結果
いる企業および技術貿易に関連のある未上場企業
（5　0　3社）
資本金10億円以上の企業に送付したのと同様のアンケート
票を上記各社の知的財産部門長も　しく　は研究開発管理部門
長に直接郵送した［二一
平成9年1月　9　円「発送）から平成9年2　月10日（締切）
までの間に実施した∵．
回答企業数　316社（回収率62．8％）
3．回収サンプルの産業分類別分布
調査対象企業、回答企業および新規の技術輸川を実施していた企業の産業分
類別内訳は次頁に示すとおり　である．工，
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表7胃1　資本金10億円未満の調査対象企業、回答（技術輸出あり1企業の産業分類別分布
業 種 調 査 対 象 企業 調 査 協 力企 業 技 術 輸 出 あ り 技 術 輸 出 有 年
（1）農 林 水 産 業 3　 （0 ．6） 2　 （0．6 ） 0　 （0 ．0） 0．0％
（2）鉱 業 0　 （0 ．0 ） 0　 （0．0 ） 0　 （0 ．0） －
（3）建 設 業 73 （14 ．5） 44 （13．9） 3　 （9 ．4） 6．8％
（4） 食 品 業 26　 （5．2） 15　 （4．7） 1　 は 1） 6．7％
（5）繊 維 工 業 24　 （4．8） 15　 （4 ．7） 3　 （9．4 ） 20 ．0％
（6）パ ル プ ・紙 工 業 5　 （1．0） 4　 （1．3） 0　 （0 ．0 ） 0 ．0％
（7） 出 版 ・印 刷 業 3　 （0．6 ） 2　 （0．6） 0　 （0 ．0） 0．0％
（8）総 合 化 学 工 業 4　 （0 ．8 ） 1 （0．3） 0　 （0 ．0） 0．0％
（9）油 脂 ・塗 料 工 業 10　 （2．0 ） 7　 （2．2） 1　 （3．1） 14 ．3％
（10）医 薬 品 工 業 5　 （1．0 ） 4　 （1．3） 0　 （0．0） 0 ．0％
（11） そ の 他 の 化 学 工 業 17　 （3．4） 15　 （4 ．7） 1　 （3．1） 0 ．0％
（12）石 油 製 品 ・石 炭 製 品 工 業 1 （0．2） 0　 （0．0） 0　 （0 ．0） －
（13） プ ラス チ ッ ク製 品 工 業 10　 （2．0） 9　 （2．8） 0　 （0 ．0） 0．0％
（14） ゴ ム 製 品 工 業 13　 （2．6） 8　 （2．5） 1　 （3．1） 12．5％
（15）窯 業 24　 （4．8） 13　 （4 ．1） 1　 （3．1） 7．7％
（16）鉄 鋼 業 14　 （2．8） 11 （3 ．5） 1　 （3．1） 9 ．1％
（17）非 鉄 金 属工 業 9　 （1．8） 6　 （1．9） 0　 （0．0） 0 ．0％
（18）金 属 製 品 工 業 43　 （8．5） 30　 （9．5） 1　 （3．1） 3 ．3％
（19）機 械 工 業 51 （10．1） 28　 （8．9） 2　 （6．3 ） 7．1％
（20）電 気 機 械 器 具 工 業 39　 （7．8） 31 （9．8） 9　 （28．1） 29 ．0％
（21）通 信 ・電 子 ・電 気 計 測 器 工 業 12　 （2．4） 5　 （1．6） 0　 （0．0 ） 0 ．0％
（22） 自動 車 工 業 16　 （3．2） 5　 （1．6） 4　 （12．5） 80 ．0％
（23）そ の 他 の輸 送 用 機 械 工 業 10　 （2．0） 8　 （2．5） 1　 （3．1） 12．5％
（24）精 密 機 械 工 業 18　 （3．6 ） 12　 （3．8） 0　 （0．0） 0．0％
（25）そ の 他 の 製 造 業 43　 （8．5 ） 20　 （6．3） 2　 （6．3） 10．0％
（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 1 （0．2） 1 （0．3） 1　 （3．1） 0．0％
（27）卸 売 ・小 売 業 6　 （1．2） 5　 （1．6） 0　 （0．0） 0．0％
（28）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業 6　 （1．2） 3　 （0．9） 0　 （0 ．0） 0．0％
（29）そ の 他 の サ ー ビ ス 業 17　 （3．4） 12　 （3．8） 0　 （0．0） 0．0％
合　　 計 503 （100 ．0） 316 （100．0 ）32 （100 ．0） 10．1％
資本金10億円未満の企業については全体で10．1∩ムの企業が平成7年度に新規
の技術輸出を行っていたことが分かった，つ　これを業種別にみた場合、「自動車
工業」において回答企業5社のう　ち4　社が新規の技術輸出を行っているほか、
「電気機械器具工業」（29．0％）、「繊維工業」（20．09の　において新規の技
術輸出を行った割合が高く　なっているっ　（表7－1参照）
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技術輸出契約の実績の有無をみると、克本金10億円以上の企業と資本金10億
円未満の企業では、調査対象企業の抽出方法が異なっているため、単純に比較
するこ　とは出来ないが、資本金10億円末満の企業は、技術輸出を実施している
割合が非常に低く　なっている。　＝図7－1参照1
図7－1技術輸出契約の実績の有無（資本金規模別）
10億円－50億円
50億円－1∝）億円
100億円～500億円
161胃　　　　　75％　　　　　　　　　　290ヽ
看l新規輸出有■継続中の輸出有琵∃過去輸出有二輸出実績
4．技術輸出件数について
N＝93社
平成7年度に新規の技術輸出を実施した菅本金10億円未満の企業32仕が締結
した契約の総数は48件であった。Ⅲ章でみたように、資本金規模が′トさ　く　なる
ほど1社あたりの件数は減少し、彙本金10億円未満の企業の1杜あたりの件数
は1．5件と非常に少なくなっている。（表7－2参照つ
表7胃2　資本金規模別企業1社あたりの輸出半数
輸 出企 業数 輸出件 放 1 仕あた り
1 億円 、10億 円 32 48 1．5
10億 円、50億 円 69 116 1．7
50億 円、100億円 42 91 2．2
100億 円 ～500億 円 80 217 2．7
500億 円 ～ 44 342 7．8
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5．輸出された技術の内容
資本金10億円未満の企業（以下、「10億円未満」）が輸出した技術の内容に
ついて、資本金10億円以上の企業（以下、「10億円以上」）が輸出した技術と
比較する。
まず技術分野別にみる　と、「10億円未満」については「機械」分野および
「その他」分野が29．2％と最も多く、以下「化学」分野が18．8％、「電気」分
野が14．6％、「金属」分野が8．30昌と続く。二、「10億、円以上」と比べて「その他」
「機械」分野の割合が高く、「電気」、「金属」分野の割合が低い。
（図　7　－　2参照）
さ　らに技術分類別にみてみると、「10億円未満」についても「10億円以上」
と同様に、「輸送用機械」の割合が18．80°と最も高く　なっているが、「電子計
算機」、「電子・通信用部品」、「有機化学」、「医薬品」といった「10億円
以上」で毎年上位を占めている技術分類は存在せず、「その他」分野や「機
械」分野の技術が幅広く輸出されているこ　（表7－3参照）
図7－2　技術分野の内訳
1881i
10億円未満
■電気　図機械　F化学　日金尾　口その他
表7－3　資本金10億円未満・以上の比較（技術分類別内訳）
資 本 金 10億 円未 満 京 本 金10億 円 以 上
技 術 分類 件 数 件 牲 割 合 技 術 分 煩 件 数 件 放割 合
輸 送 用機 械 9 18．8％輸 送 用 紙伐 115 15．0％
そ の 他 の 化学 製 品 6 12．5％電 子‖目白茂 51 6 ．7％
そ の他 の技 術 6 12．5％電 子 ・通 信 用 部 品 51 6 ．7％
繊 維 4 8．3％鉄 鋼 43 5．6％
発送電 ・産業用電気機械 4 8．3％非 鉄 金属 42 5 ．5％
金 属 製 品 3 6．3％ケ ll楽 uu 39 5．1％
民 生 用電 気 機 械 3 6．3％白l脂 ・章 料 36 4．7％
窯 業 2 4 ．2％民 ′上川 電 気 機柚 36 4．7％
動 力 機械 2 4 ．2％有 機 化 学 32 4．2％
化 学 機 械 装 置 2 4 ．2％プ ラ スチ ッ ク製 品 28 3．7％
その他一般産業用機 械 2 4 ．2％
そ の 他 5 10．4％そ の 他 293 38．3％
全 体 48 100．0％全 体 766 100．0％
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6．契約相手先国・地域
「10億円以上」ではアジア向けが64．5㌔を占めていたのに対して、「10億「リ
未満」ではアジア向けの割合がさらに高く、75．00ムを占めている。，
（岡7　－3参照）
さらにこれを国・地域別にみる　と、「10億円以上」と同様に韓国、中岡、米
国のの比率が高く、3　カ国で全体の58．30ムを11了めている。また、輸出先12カ同
・地域のう　ち9　カ国・地域をアジアがII了めており、「10億円未満」では「10億
円以上」に比べてさ　らにアジア向けの傾「rりが強く　なっている。
（表7　－4参照）
図7－3　契約相手先地域
きァジア事北アメリカ　歪ヨーロッパ　　その他
表7肩4　資本金10億円未満・以＿Lの比較（輸目先同・地域の内訳）
資 本金10億 円未満 京 本金10 億日以 上
地域 件数 什数割 合 国名 件 数 件数割 合
韓 国 10 20．8％米国 130 17．0％
米国 9 18．8％韓匝l 125 16 ．3％
中国 9 18．8％中国 121 15．8％
タイ 5 10．4％台湾 65 8．5％
シ ンガポー ル 3 6．3％タイ 62 8 ．1％
台湾 2 4 ．2％ドイツ 31 4 ．0％
マ レー シア 2 4 ．2％イ ン ドネシア 29 3．8％
イ ン ドネシア 2 4 ．2％マ レーシア 28 3 ．7％
イ ン ド 2 4 ．2％イ ン ド 23 3．0％
デ ンマ ーク 2 4．2％英国 19 2．5％
その他 2 4．2％その他 133 17．4％
全体 48 100．0％全体 766 100．0％
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7．契約相手先企業との資本関係
「10億円以上」では「資本関係のあるか業」への輸出の割合が年々増加し、
平成7年度は42．6％を占めていたが、「10億円未満」では「資本関係のある企
業」への輸出の割合は低く18．8％に過ぎない1特に「資本の2分の1以上を所
有する企業」への輸出の割合が2．1％と非常に低く　なっている。資本金10億円未
満の企業の技術輸出は投資を伴わない技術提携が中心となっていることがわか
る。（図7－4参照）
図7胃4　契約相手先との資本関係
看　資本の2分の1以上　　e　資本の2分の1未満 資本関係なし
N＝48件
N＝766件
8．契約期間
「10億円以上」では10年以上や「工業所有権等の期間まで」といった長期の
契約が3割以上を占め、「1年未満」の契約は3．8％であったが、「10億円未
満」では10年以上（10．4％）や「工業所有権等の期間まで」（4．2。11）と入った長
期の契約の割合は低く、「1年未満」が16．70（ノーをrliめている。
「10億円未満」の企業が締結した技術輸出契約は「10億円以上」の締結した
ものと比べて契約期間が短いという傾向がわかる。（図7－5参照）
図7－5　契約期間
354Il
喜1年未満　■11年以上5年未満　　　　　盗拉5年以上10年未満　≡210年以上15年未満
逗15年以上　遥　工業所有権等の期間まで　こ　その他
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9．対価の受取方法
対価の受取方法についてみると、「10億円未満」は「イニシャルペイメ　ント
有」、「ランニングロイヤルティ有」と　もに51．1ハムであり、「10億円以上」に
比べてラ　ンニングロイヤルテ　ィ　を受領する割合が非常に低く　なっている。
（図7胃　6参照）
さ　らにこれらの組み合わせをみると、「ランニングロイヤルティのみ」受領
する割合は、「10億円以上」では41．1％を．lTめているのに対し、「10億円未
満」ではその割合は20．0％にと低くなっている。一方、「10億円未満」では
「イニシャルペイメ　ントのみ」（31．10言）および「その他」（28．90ム）の割合
が高く　なっている。（図　7　－　7参照）
資本金10億円未満の企業の技術輸出は、投窮を伴わない、契約期間の短い技
術輪山契約が多いので、イニシャルペイメント等で一括して対価を受領するケ
ースが多く　なっているものと思われる。
また、ランニングロイヤルティ　ノ料率をみると、「10億円未満」は「ランニ
ングロイヤルティ有」の件数が少ないので傾向を桐むのは困難だが、「10億円
以上」と同様に「2％以上5　％未満」の割合が最も高く（60．9％）なっている。
（図　7－8参照）
図7－6　対価の受取方法
Nこ45（件）　　　　Nニ45
m　イニシャルベイメント有　　　琶監　ランニングロイヤルティ有
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図7－7　イニシャルベイメント・ランニングロイヤルティの組み合わせ
N＝45件
■イニシャル有・ランニング無　図イ二湘レ有・ランニング有　■　イニシャル無・ランニング有　＝　その他
図7－8　ランニングロイヤルティの料率
齢9％
86ヽ　　　27ヽ　08ヽ　105ヽ
鵜2％未満■5％未満腿89も未満謡11％未満逗1摘以上＝その他
ー107－
N＝513件
10．独占権・再実施権の有無
独占権・再実施権の付与の割合についてみてみると、「10億円未満」は「10
億円以上」と比べて、再実施権を付与する割合は低く　なっているが、独占権を
付与する割合についてはかなり高く　なっており50．0％を占めている。
（図7肩　9参照）
図7－9　独占権・再実施権有の契約
Nニ48（件）　　　　Nニ48　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Nニ751　　　　　N2761
■事　独占権有　　遥匿　再実施権有
11．技術の棲類
技術輸出契約に含まれる技術の穐類についてみると、「10億円未満」は「10
億円以上」と比較して、特許を含んでいる割合は低いがノウハウを含んでいる
割合が高く、ほとんど（93．2％）の契約にノウハウが含まれている。
（図7－10参照）
図7－10特許・ノウハウ・商標有の契約
Nニ44件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Nニ759件
■l　特許有　　重富　ノウハウ有　　ヨ謬　商標有
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12．業種別の輸出技術
最後に資本金10億円未満の企業の中狛目した技術の内容を業種別に表にまとめ
た。自動車や電気製品の部品に関する技術から、環境、エネルギー等に関する
技術まで幅広い技術が輸Ⅲされていることがわかる．二　ただソフト　ウェアは1作
もな　く、資本金10億円以上の企業と同様にハード系の技術が中心となっている
ことがわかる。（表7－5参照）
表7　胃　5　　資本金10億円未満の企業の輸出技術の内容
産　 業　 分　 類 内　　　　　　　 容
電気機械器具工業 （9） 電装品（3）エアコン部品（2）電子レンジ（1）
電気溶接機（1）金属製品（1）特殊産業用機構（1）
自動車工業（7） 自動車［駆動関連］（3）自動車［動力関連］（3）
自動車［制御 ・計器関連］（1）
建設業（7） エネルギー供給（5）産業廃棄物処理 （2）
その他の化学工業（6） 金属表而処理剤（6）
繊維工業（5） 紡績（2）染色（2）自動車部品（1）
その他の工業（3） 化学機械装置（2）金属製品（1）
その他（11） 耐火物（2）食料品（1）塗料（1）ゴムホース（1）
鋳物（1）金属製品（1）駐中設備（1）歯車（1）
船舶（1）放送（1）
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Ⅷ．　　ま　と　め
この報告書は、平成7年度の1年間に行われた新規の「技術輸出」の現状に
関して、輸出された技術の内容、技術の種類（特許・ノ　ウハウ・商標等）、対
価の受取方法といった様々な項目について、アンケート調査を実施し、その調
査結果を技術内容別、輸出先国・地域別、産業分類別にク　ロス集計を行う　こ　と
によ　り、技術輸出の実態について質の面まで深く　掘　り　下げたものである。
なお、今回の調査結果を考察するにあたっては以下の点に留意する必要があ
る。
（1）第Ⅲ章から第Ⅵ章までは、調杏対象を萱＿杢＿全⊥出鼓』＿払土で、研究開発
活動を実施している企業およ　び技術貿易に関係のある企業に限って分析してい
る　こ　と。
（2）本調査は調査票を対象企業に送付して回答を得た　ものについて集計・
分析を行ったものであり、実際に行われている技術輸出の全＿遡上」巴」堅＿上＿＿三＿上．＿互
も　のではないこ　と。
（3）本調査は王．且上皇旦且．亘＿互生主遡■盈旦＿遊＿且凰且且且且にしたものであ
り、この時点での経済状況に影響されている部分もある　と考え　られる　こ　と。
1．全般的動向
（1）技術輸出実施の有無
平成　7　年度に新規の技術輸出契約を行っている企業の割合は回答企業全体で
22．8％、製造業で27．7％であ　り、いずれも前年度よ　り　減少傾向にある。これを
企業の資本金別に見てみる　と、資本金規模が大き　く　なる　に従って技術輸出を実
施している割合が高　く　なっている。（図　3　－1、3参照）
（2）技術輸出件数の推移
本調査における平成　7年度の技術輪川件数は766件である。前年度大幅に件数
が増加したが、今年度は横這いである。（表3　－　3　参照）
（3）輸出先国・地域別内訳
輸出先を地域別にみる　と、ア　ジアが64．5％、北ア　メリ　カ　が18．7％、ヨ　ー　ロ　ッ
パが13．1％、その他が3．8％であ　り、3　年連続してアジアの比率が増加している。
（図　3　肩　6参照）
また、国・地域別にみる　と、米国が17．0％で最も多　く　なっているが、以下、
韓国（16．3％）、中国（15．8％）、台湾（8．59の、タ　イ（8．1％）の順となっ
てお　り、上位　5　カ国・地域のう　ち　4　カ国・地域をアジア地域が占めている。ま
た、前年度と比べて中国お　よ　び網目同の件数が大幅に増加している。
（表3　－　6参照）
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（4）技術輸出先との資本開係
契約相手先の企業と資本関係がある割合は、全技術輸出契約の42．6％である．っ
地域別にみる　と、アジア、特に中岡、タ　イ　お　よ　びマ　レーシアにおいて他の国・
地域よ　り　も資本関係を伴った輸出の割合が高　く　なっている。
（図　3　－　7、表3　－　7参照）
（5）技術輸出契約期間
契約期間をみる　と、「5　年以上10年未満」の契約が35．8％、「1年以上5　年
未満」の契約が21．7％であ　り、これら　2　つで約　6割を占めている。地域別にみ
る　と　アジアへの輸出は北アメリ　カおよ　びヨ　ーロ　ッ　パへの輸出に比べ、10年末満
の契約が占める割合が高く、「工業所有権等の期間まで」の契約が占める割合
が低い。これについては輸出　される技術の内容およ　び輸出先国・地域の規制の
違いが影響を与えている　ものと思われる，ー　（図3　胃　9、表3　－　8　参照）
（6）対価の受取方法
対価の受取方法をみる　と、イ　ニシ　ャ　ルペイ　メ　ント　を受領する割合が54．0％、
ラ　ンニ　ングロ　イ　ヤルティ　を受領する割合が77．8％であ　り、これま　でと　同様ラ　ン
ニ　ングロ　イ　ヤルテ　ィ　を受領する割合の方が高　く　なっ　ている。対価の受取方法に
ついては、輸出先企業との資本関係の有無が大き　く　影響してお　り、草本関係の
ない企業に対　してはイ　ニシ　ャルペイ　メ　ント　を受領する割合が高　く、資本関係の
ある企業に対してはラ　ンニングロ　イ　ヤルテ　ィ　を受領する割合が高　く　なっている。
また、ラ　ンニングロ　イ　ヤルテ　ィ　の料率をみる　と「2％以上5％未満」の占める割
合が57．3％と非常に高　く　なっている。これを地域別にみる　と　アジアでは低率の
契約の割合が高　く、ヨーロ　ッパで高率の契約の割合が高い。
（図　3　－12、18参照）
（7）技術の複素
技術輸出契約に含まれる技術の種類をみる　と、特許は全契約の39．7％、ノ　ウ
ハウは83．7％、商標は18．1％含まれてお　り、ほとんどの契約にノ　ウハウが含ま
れている。これを地域別にみた場合、欧米において特許を含む割合が高　く、ア
ジアにおいてノ　ウハウを含む割合が高　く　なっている。これについては輸出され
た技術の内容およ　び輸出先の技術消化能力の違いが影響を与えている　ものと思
われる。（図　3　－22～25参照）
2．技術内容別の動向
（1）技術分野・分類の内訳
輸出されている技術を「電気」、「機械」、「化学」、「金属」、「その
他」の5分野に区分すると、「電気」分野27．00占、「機械」分野24．90も、「化
学」分野20．6％、「金属」分野14．60昌、「その他」分野12．8％の順となってい
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る。これをさ　ら　に技術分類別にみる　と、「輸送用機械」に関する技術が全体の
15．0％を占め　4　年連続1位と　なっている。以下、「電子計算機」（6．7qO、
「電子・通信用部品」（6．79の、「鉄鋼」（5．6qの、「非鉄金属」（5．5％）
と　いった技術が上位を占めている。（岡　4　－1、表4　胃1参照）
（2）技術内容別輸出先地域
分野別に輸出先地域をみる　と、前年度まで欧米向けの割合の高かった「化
学」分野においてアジア向けの割合が増加し、すべての分野でアジア向けの割
合が6割以上を占めている。これを技術分類別にみる　と、「医薬品」、「電子
計算機」、「電子・通信用‖部品」で欧米向けの割合が高く　なっているが、その
他の技術についてはア　ジア向けの割合が非常に高　く　なっている。
（図　4　－　2、表4　－　2　参照）
（3）技術輸出先との資本脾係
分野別に契約相手先との資本閏係をみる　と、「金属」以外の4　分野では草本
関係を伴う　輸出の割合が4　割以上を占めている。技術分類別にみる　と「民生用
電気機械」、「その他の化学」および「プラスチック製品」では草本関係のあ
る企業への輸出の割合が高　く、「鉄鋼」およ　び「医薬品」では低く　なっている。
（図4　－5，6、表4　－　4　参照）
（4）契約期間
契約期間については「医薬晶」、「有機化学」など「化学」分野において長
期の契約の割合が高　く、「鉄鋼」において短期の契約の割合が高いっ
（図4　－7，8参照）
（5）対価の受取方法
イ　ニシ　ャルペイ　メ　ント　については「有機化学」において他の技術と比べて受
領する割合が非常に高く　なっている。「電子計算機」、「有機化学」、「鉄
鋼」以外の技術分類ではラ　ンニングロ　イヤルティ方式をと　る割合が高く　なって
いる。そのラ　ンニングロイヤルテ　ィ　の料率をみる　と、「医薬品」において高率
の契約の割合が高く、「電子・通信椚部品」、「非鉄金属」において低率の契
約の割合が高い。（図　4　－9、13参照）
（6）クロスライセンス契約（過去4年間の全契約の傾向）
平成4　年度から　7年度の4　年間の技術輪川契約に占めるクロスラ　イセンス契
約の割合は6．4％、件数は181作である。コ　その輸出先地域をみる　と、北アメリ　カ
が46．4％　と約半分を占めている。
またこれを技術分野別にみる　と、「電気」分野が約半数（50．3rl日　であり、
なかでも「電子・通信用部品」の件数が非常に多く　なっている。（′図　4　－21、
25、表4　－10，11参照）
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3．技術輸出と技術輸入の此救
今回の調査結果と、当研究所の「外国技術導入の動向分析一平成7　年度－」
における技術輸入の分析結果との比較を行い、以下の結果を得た。，
（1）技術輸出入契約の技術形態
技術輸出については「ハード系技術」が92．8％と　ほと　んどを占めているのに
対して、技術輸入については「ハード系技術」は40．8％で「ソフト　ウェアの
み」が49．2％を占めている。（岡　6　－　5　参照〕
（2）「ハード系技術」の輸出入比較
（a）技術内容
輸出は各分野から比較的均等になされているのに対して、輸入は「電気」分
野の割合が43．6％と非常に高く　なっている。　‖図　6　肩　6参照）
技術分類をみる　と、輸出は「輸送用機械」の割合が非常に高　く、輸入は「電
子・通信用部品」、「電子計算機」、「過信機械」などの「電気」分野の技術
の割合が高い。（表6　－　2　参照）
（b）契約相手先国・地境
輸出はアジア向けの割合が65．4％と　非常に高　く　なっているのに対して、輸入
は北アメリ　カからの割合が66．2％と非常に高　く　なっている。（図　6　－　7参照）
これを国・地域別にみる　と、輸出は米同、韓国、中国の　3　カ国の占める割合
が非常に高　く　なっているのに対して、輸入は米同のみで過半数（64．3qO　を占
めている。（表6　－　3参照）
（C）契約内容
我が国の製造業は対外直接投資が対内直接投棄を大き　く　上回ってお　り、技術
貿易についても輸出は資本関係を伴ったものの割合が高いのに対して、輸入は
外資系企業によ　る　ものは非常に少な　く　なっている。（図6　－　9，表6　－　4　参照）
契約期間をみると輸出は「5年以上10年未満」の割合が高く、輸入は「工業所
有権等の期間まで」の割合が高い。（図6　－10参照）
対価の授受の方法をみる　と、輸出はラ　ンニングロ　イヤルテ　ィ　方式が中心であ
るのに対して輸入はイニシャルペイ　メ　ント方式が中心となっているっ　ラ　ンニン
グロ　イ　ヤルテ　ィ　の料率をみる
く　なっている。（図　6　－11，
含まれる技術の種類をみる
く、特許を含む割合が低い。
特定技術を含む割合をみる
医薬品で輸入が輸出を大き　く
と、輸出よ　り　も輸入の方が高率の契約の割合が高
12参照）
と、輸出は輸入と比べてノ　ウハウを含む割合が高
（図　6　－14参照）
と、ハードウェア、半導体、原子力、航空・宇宙、
上回っている［二．（岡　6　－15参照）
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（3）「ソフトウェアのみ」の輸出入比較（過去4年間の全契約の傾向）
（a）契約相手先国・地域
輸出については「ハード系技術」と比べて欧米の割合が高く　なっている　もの
の、アジアが42．4％　と最も　高　く　な　っている。輸入については北アメリ　カが82．6
％と非常に高い割合を占めている。　＝図　6　胃17参照）
国・地域別にみる　と、輸出入と　もに米国が1位と　なっているが、その割合は
輸出が24．6％に対して輸入は79．2％と非常に高い値を示している。
（表6　－　5参照）
（b）業棲
輸出入と　もに「通信・電子・電気計測器工業」の割合が高く　なっているが、
それ以外に輸出は「自動車工業」の割合が尼も高いのに対して、輸入は「卸売
・小売業」、「銀行・保険業」などサービス業の占める割合が高く　なっている。
（表6　－　6参照）
（C）契約内容
「ソ　フト　ウェ　アのみ」についても「ハード系技術」と同様に輸出は資本関係
を伴った　ものの割合が高く、輸入は外資系企業によ　る　ものの割合が非常に低く
なっている。（図　6　－18参照）
契約形態をみる　と輸出は輸入と比べて無償契約の割合が高く　なっている。ま
た、有償のものについて対価の授受の方法をみる　と、両者と　も　イ　ニシャルペイ
メ　ント方式が中心と　なっている。（図　6　－20，21参照）
4．おわり　に
これまで分析してきた結果、我が国の技術貿易は、取引金額の量的な両では
入超から均衡へと変化しつつあるが、質的な両を見る　と輸出入で以下に挙げる
よ　う　な大きな不均衡がある　こ　とがわかる．。
（1）欧米への依存
我が国の技術貿易は欧米から輸入し、アジアへ輸出する　という　流れが基本的
な構造になっている。近年日本の技術輸出額は大幅に増加しているが、欧米と
対等な技術取引をしているのではな　く、アジアへの直接投資の増加に伴い、そ
の投資先への技術輸出額が増加しているのに過ぎない。末だ、欧米と我が国の
技術力の差が大きいこ　と　は否定でき　ないっ
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（2）ソフトウェアの大幅な入超
ハード系の技術については、アジアだけでな　く　欧米に対してもある程度輸出
されている。しかしソフト　ウェアについては、近年大き　く　輸入件数が増加して
いるのに対して、輸出に占める割合は非常に低く　なっている。今後ソ　フト　ウ　ェ
ア開発能力の向上が我が国にと　って急務である　と思われる。
（3）外資を伴った技術導入の不調
近年我が国の製造業は、内外の製造コストの格差の拡大につれて、東アジア
を中心に対外直接投資を大幅に増加させてお　り、その投資先への技術輸出件数
が急増している。一方、外国企業による対内直接投資は低調であり、外資系企
業による技術導入件数は非常に低い水準に留まっている。今後外国企業にと　っ
て魅力のある投資環境を整備し、外資導入に伴う技術移転を増加させる　こ　と　も
必要である　と思われる。
（4）輸入と差がある輸出の契約条件
我が国の技術貿易は、輸出はアジアとの、輸入は欧米との取引がそれぞれ中
心となっている。アジアの一部の同・地域では、欧米と比べて技術に対する意
識が低く、技術輸出側の権利よ　り　も技術輸入同の利益が優先されることが多く
なっている。そのために、技術輸出は技術輸入と比較して、契約期間やラ　ンニ
ングロイヤルティ　の料率などの契約条件に違いが見られる。今日輸出している
技術は将来の技術の原資となる　ものであり、その権利の保護が重要であると思
われる。
契約相手先地域、技術形態別にみた我が国の技術輸出入の構造
l極細も 牒術乾し
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北アメリカ
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ヨーロッパ
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、、甘＝二二二±d
くニコ
■lハード系技術・資本関係有
田ハード系技術・責本関係無
囲ソフトウェアのみ
その他　　　　く芸≡∃
（3．7％）
，傭考
言窮批餅批賢行った契約を組ている。
l・技籠輸入の資本蘭係の有無については外資系企業（黄本の2分の1以上を所有）
の書l合である。
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ー?
?? ? ?
ヨーロッパ
（22．3％）
アジア
（2．0％）
その他
（0．7％）
35⑳”、 ?
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通商産業省
日本貿易振興会
（社）発明協会
本報告書は、平成4年度分より実施している、我が国の技術輸出の実態調査の
結果をまとめたものです。
今回の調査において、アンケート票、調査方法の立案および調査研究を進める
に当たっては渡辺俊彦惰稚分析課民、田付泰一情報分析課長補佐、添島一前総括
上席研究官、新井英彦特別研究員、ヂ大洗前特別研究員をはじめとする所内の多
数の方々にご協力を頂きました。］また、巻末の集計表の作成等、データの繋埋に
当たっては、三島眞理さんのご協力を頂きました。さらに、アンケート調査の実
施、集計に当たっては、株式会社ケーピーエスにご協力頂きました。この場をお
借りして感謝致します。
そして最後に、お忙しい中にも関わらず調査にご協力頂き、貴重な情報を提供
して頂いた各企業の方々に心からお礼を申し上げます。
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資料1．　アンケ－　ト調イモ票
外国への新規の技術輸出に関する調査（平成7年度）
質問票（ご記入の方法）　　　　科学技術庁
平成9年1月　　　　　　　　　　科学技術政策研究所
第3禍査研究グループ
韻査目的
日本から外国への技術輸出の実態について、その種類や内容まで踏み込んで分析し、
日本と外国との技術の相互依存の進展状況を把握することを目的としています。
本調査の主旨をご理解下さいましてご協力下さいますよう、お願い申し上げます。
本調査での、いくつかの定義
1．「技術輸出」：外国との間において工業所有権（特許・実用新案・意匠・商標等）、
及びノウハウに関する権利の譲渡・実施権・使用権の設定や技術指導および
ソフトウエアの輸出をした場合をいいます。
（注1）ノウハウとは、製品製造等に関する各種の図面・仕様書・試験データ
等の技術的な資料情報等を指します。
（注2）技術輸出の契約が、対価を伴わない契約（無償契約）や、クロスライ
センス契約（対価を支払う場合も含む）である場合も、本調査に含めて
下さい。
2．「平成7年度の新規の技術輸出契約」：平成7年4月1日以降平成8年3月31日
までの間に契約された全ての「外国への新規の技術輸出契約」をいいます。
なお、新規契約には、既存の契約が終了した後、再度同一内容の契約を締結し
た場合を含みます。
ご回答の期限
ご記入頂きました回答用紙は、同封の返送用封筒にて、誠に勝手ではございますが、
空虚且生旦月＿L旦＿巳＿⊥且塵＿巳＿Lまでにご投函下さいますようお願い申しあげます。
ご都合で期限が過ぎた場合でも、ご返送下さいますようお願い申しあげます。
ご回答いただく方
宛先の方が人事異動等でおいでにならない場合や、他に適任の方がおいでの場合、お手数
ですが本調査票をその方までご回送下さい。
技術輸出関係の部署が複数にまたがる場合は、その部署にもご回答頂きたく、ご面倒でも
関係他部署にご回送下さいますようお願い申しあげます。
回答用紙が不足した場合は、お手数ですが、担当調査会社にご連絡頂くか、又はコピーし
ていただき、貴社の技術輸出全てをご記入下さいますようお願い申しあげます。
調査結果の処理
韻査結果は統計的に処理しますので、ご回答頂いたことによりご迷惑をおかけする
ことは決 してございません。
本調査についてのお問い合わせ
この調査は、下記調査会社に委託しております。ご疑問やお問い合わせ等ございましたら、
下記担当までご連絡ください。
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契約月日が平嘩7年4月1日から平成8年3月31日までの1年間に「外国への新規の
技術輸出契約」されたもの全てについて、会社単位で別紙（青紙）回答票にご記入の上
回答票を、平成9年2月10日までにご投函下さい。ご都合で期日より遅れた場合にも
ご返送下さいますようお願い申し上げます。
問Fl．まず最初に、貴社の業種を、次の分類から選び、番号を回答票の業種欄にご記入下さい。
1．農林水産業
2．鉱業
3．建設業
4．食品工業
5．繊維工業
6．パルプ・紙工業
7．出版・印刷業
8．総合化学工業
9．油脂・塗料工業
10．医薬品工業
11．その他の化学工業
12．石油製品工業
13．プラスチック工業
14．ゴム製品工業
15．窯業
16．鉄鋼業
17．非鉄金属工業
18．金属製品工業
19．機械工業
20．電気機械器具工業
23．その他の輸送用
機械工業
24．精密機械工業
25．その他の工業
26．運輸・通信業
27．公益業
28．卸売業
29．小売業
30．銀行・証券・保険業
21．通信・電気計測器工　31．情報サービス・調査
22．自動車工業　　　　　　　　　　　　　　広告業
32．その他のサービス業
問F2．貴社の資本金は。該当する番号を　　　　問F3．貴社の従業員規模は。該当する番号を
回答票にご記入下さい。
1．10億円未満
2．　10億円　～　50億円未満
3．　50億円　～100億円未満
4．100億円　～500億円未満
5．500億円以上
回答票にご記入下さい。
1．　　　499人以下
2．　　　500人～，
3．　1，000人～
4．　5，000人～，1
5．10，000人以上
???? ? ?? ? ?? ? ?
?????????????
????
問1．貴社では、平成7年度中に「外国への新規の技術輸出契約」がありましたか。
1．　「外国への新規の技術輸出契約」があった
新規の技術輸出契約1件ごとにつき、問2から問13まで、この質問票に
従って別紙（古紙）回答票にご記入下さい。
2．　「外国への新規の技術輸出契約」はなかった
」問1＿1．貴社では、過去＝に技術輸出を行ったことがあ。ますか。
ド．現在継続中の技術輸出契約がある。
2．現在継続中の技術輸出契約はないが、
過去に技術輸出を行ったことがある。
3．これまでに技術輸出を行ったことがない。
「技術輸出の実績」につき1から3のいずれかに○印をつけてください。
ご協力下さいまして有り難うございました。貴社名・ご記入者名他をご記入
の上、同封の返信用封筒でご返送下さいますようお願い申し上げます。
以下の質問については、平成7年度中に「外国への新規の技術輸出契約」があった企業の方に
ご記入をお願いします。
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間2．技術内容欄
平成7年度中に新規に輸出された全ての技術の内容を、簡潔にご記入下さい。
（記入例）半導体素子の製造に関する技術
ロボットに関するソフトウェア
以下の質問については輸出された「技術の内容」ごとにご記入ください。
問3．契約相手先の国籍欄
その技術を輸出した契約相手先の国名（国連・EC等の国際機関名を含む。）を
ご記入下さい。
問4．契約相手先との資本関係欄
契約相手先との資本関係を下記選択肢から1つ選び、番号をご記入ください。
1．相手先との資本関係はない。
2．相手先の株式または持ち分の2分の1未満を所有する
3．相手先の株式または持ち分の2分の1以上を所有する
問5．契約期間欄
契約期間は何年ですか。下記選択肢から1つ選び、番号をご記入ください。
1．1年未満
2．1年以上3年未満
3．　3年以上5年未満
4．　5年以上7年未満
5．　7年以上10年未満
6．10年以上15年未満
7．15年以上
8．工業所有権の期間まで
9．その他
問6．契約形態欄
この輸出契約は次のどれにあたりますか。
下記選択肢から1つ選び、番号をご記入ください。
E1．有償契約（クロスライセンス契約を除く）
2．無償契約（クロスライセンス契約を除く）
3．クロスライセンス契約で、対価を受領するもの
4．クロスライセンス契約で、等価交換（金銭授受のない）のもの
5．クロスライセンス契約で、対価を支払うもの
以下の問7につきましては、間6で1または3を選択された場合だけお答えください。
問7．対価の受取方法
問7－1．イニシャルペイメントの有無欄
対価の受領にあたってイニシャルペイメントはございましたか。
有・無　のいずれかに○印をつけて下さい。
問7－2　ランニングロイヤリティの有無欄
対価の受領にあたってランニングロイヤリティはございましたか。
有・無　のいずれかに○印をつけて下さい。
問7－3　（ランニングロイヤリティが「有り」とお答えの場合）
その料率を次の選択肢から1つ選び、番号をご記入下さい。
1．0．1％未満　　　　　　　　　　6．　8．硝以上11．硝未満
2．0．1％以上1．硝未満　　　　7．11．硝以上　31．硝未満
3．1．硝以上　2．璃未満　　　　8．31．硝以上
4．2．0％以上　5．璃未満　　　　9．製品1個当たりの単価建て
5．5．硝以上　8．0％未満　　10．その他
問7－4．ミニマムペイメントの有無欄
対価の受領にあたってミニマムペイメントはございましたか。
有・無　のいずれかに○印をつけて下さい。
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問8．独占権の有無欄
契約相手先の国内における独占権（製造権または販売権）は与えられていますか。
有・無のいずれかに○印をつけて下さい。
問9．再実施権の有無欄
輸出した技術を契約相手先が第三者に移転することができる再実施権は与えられて
いますか。有・無　のいずれかに○印をつけて下さい。
問10．技術の種類欄
輸出契約をされた技術の種類は次のどれにあたりますか。あてはまる技術の種類の
番号をご記入下さい。1つの契約の中に複数の技術の種類が含まれている場合は、
該当する番号をすべてご記入下さい。「「1．特許　　　　　　　　　　　4．商標
2．出願中特許　　　　　　　　5．意匠
3．実用新案　　　　　　　　　6．ノウハウ（ソフトウエアを含む）
例えば、1つの契約の中に、特許・商標・ノウハウが含まれている場合は、
回答欄　に「1，4，6」とご記入下さい。
次の間11につきましては、問10で1または2を選択された場合だけお答えください。
間11．内包する特許数欄
バツケイジ契約においては、1つの技術輸出契約に複数の特許が含まれ
ていることがあります。この契約に含まれる特許数はいくつになりますか。
該当する番号を1つご記入下さい。
1．1件
2．　2件以上10件未満
4．　50件以上100件未満
5．100件以上
3．10件以上50件未満
（注）ここで言う「特許数」とは、特許のみの数であり、実用新案・商標・
意匠・ノウハウの数は含みません。
間12．技術分類欄
輸出した技術の主要な内容について、別添の「技術分類表」で該当する分類番号を
1つご記入下さい。
（注）例えば、ソフトウエアは「68．電子計算機」、半導体は「70．電子・
通信用部品」となります。詳細は、各分類の内訳を参考にして下さい。
問13．特定技術分野欄
最後に、輸出された技術の内容が、以下に分類しました特定技術分野に該当するか
しないかについてお伺いします。該当する番号をご記入下さい。複数項目にまたがる
場合は、該当す・る番号をすべてご記入下さい。
1．電子計算機（ハードウエア）　　6．航空・宇宙
2．電子計算機（ソフトウエア）　7．医薬品
3．電子計算機（サービス）　　　　8．バイオテクノロジー
4．半導体　　　　　　　　　　　　　9．該当しない
5．原子力
（注）電子計算機のサービスとは、電子計算機の運用・管理等の技術支援のことを
言います。
ご記入いただく項目は以上です。ご協力下さいまして有り難うございました。
貴社名・ご記入者名その他をご記入頂き、返信用封筒にて回答票だけをご返送
下さいますようお願い申し上げます。
ー120－
外国への新規の技術輸出に関する調査（平成7年度）
平成　9年1プj
回　答　票　1
黄　社　 名
部局代表者お名前
ご職名
ご言己入着お名前
部課名
ご連絡先住所
電話番号
科学技術庁　科学技術政策研究所
第3調査研究グループ
闇1．貴社では、平成7年度中に「外国への新規の技術輸出契約」がありましたか。
1．「外国への新規の技術輸出契約」　　　2．「外国への新規の技術輸出契約」はなかった
があった
「
間1胃1．貴社では、過去に技術輸出を行ったことがありますか。
1．規！l三継続中の技術輸出契約がある。
2．規〟継続中の技術翰川契約はないが、
過去に技術輸出を行ったことがある。
3．これまでに技術輸出を行ったことがない。
新規の技術輸出契約1件ごとにつき、　　　ご協力下さいまして有り難うございました。黄社名・ご記入者名他をこ記入
問2から問15まで、質問票に従って　　　の上、同封の返信用封筒でご返送下さいますようお願い申し上げます。
この回答票にご苫己入下さい。
問　2 問 3 問 4 間 5 問 6 問 7 －1 間 7 －2 間 7 －3 問 7 胃4 問 8 闇 9 問 1 0 閥 1 1 閲 1 2 冊 1 3
技術内容 相手先の 相手先の 契約期間 契約形態 イニシア柄。イ ランニングロイヤ ランニングロイヤ ミニマムへ。イ 独 占権 再実施権 技術 の租顆 内包する 技 術分類 特定
国籍 資本関係 メントの有無 リティの有無 リティの料率 メントの有無 の有無 の有無 特 許数 技術分野
例）禍 噴 射 増 血 嘲 頼 軌 7ンりカ ／’ ．） ／
＠ 無 ＠ 無 2 有 ⑭ 伊 無 有 ＠ ／ 〆．／ 2 ク ク 〆
1） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
2） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
3） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
4） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
5） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
6） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 イi 無
7） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
8） 有　 無 有　 無 有　 如 有　 無 有　 無
9） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
10） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
：外国への新規の痩術輸出に関する調査（平成7年度）
平成　9年1月
恒「答　票　2
㊨
科学技術庁　科学技術政策研究所
第3調査研究グループ
間　2 間3 間4 問5 間 6 問7 －1 問7－2 間7－3 問7 －4 間8 間 9 間 1 0 問 1 1閑 1 2 間 1 3
技術内容 相手先の 相手先の 契約期間 契約形態 イニシアルベイ ランニングロイヤ ランニングロイヤ ミニマムベイ 独占権 再実施権 技術の種類 内包する 技術分類 特定
国籍 資本関係 メントの有無 リティの有無 リティの料率 メントの有無 ． の有無 の有無 特許数 技術分野
11） 有　 無 有　 価 有　 無 有　 無 有　 無
12） 布　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
13） 有　 柚 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
14）
．
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
15） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
16） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
17） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
18） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
19） 有　 無 有　 無 ・有　 無 有　 無 有　 無
20） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
21） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
22） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
23） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
24） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
25） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
26） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
27） 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
こ　の　分類表は、Q13　を御　回答頂　く　際に御使用　く　ださ　い。
なお、この分類表の細かい内訳については、次貢以降8貢までを御参照ください。
技術分類表
技　 術　　 分　　 類 コード
農林水産業に係る技術 0 2
鉱業に係る技術 0 3
建設業に係る技術 0 4
製
造
業
に
係
る
技
術
食料品・たばこ 1 1
繊維 1 2
衣服・繊維製品
l
l
外衣 14
その他の衣服・繊維製品 1 5
木材・木製品・家具 1 6
パルプ・紙製品・印刷 1 7
化学製品
無機化学等 2 1
有機化学 2　2
化学繊維 2　3
油脂加工・石けん・塗料等 2 4
医薬品 2　5
その他の化学製品 2 6
石油・石炭製品 3 0
ゴム製品 3 1
なめし革・同製品・毛皮 3　2
窯業 3 3
鉄鋼 3 4
非鉄金属 3 5
金属製品 3 6
一般機械器具
ボイラ・原動機 4 1
農業・建設・鉱山用機械 4 2
金属加工機械 4 3
技　 術　　 分　　 類 プド
製
造
業
トっ．・t、－
係
る
技
術
つ
づ
き
繊維機械 4 4
特殊産業用機械 4 5
一般産業用機械
ポンプ・圧縮機・送風機 47
動力機械 48
化学機械装置 49
その他の一般産業用機械 50
その他の機械 ．5 1
輸送用機械 5 2
精密機械 5 3
電気機械器具
発送電・配電・産業用電気機械 6 1
民生用電気機械・電球・照明器具 6 2
通信機械
有線・無線通信機械 64
ラジオ・テレビ・音響器具 6　5
その他の通信機械 6 6
電子応用装置
電子計算機 6 8
その他の電子応用装置 6 9
電子・通信用部品 70
その他の電気機械 7 1
その他の製品
貴金属・装身具等 8 1
レジャー 用品 8 2
プラスチック製品 8 3
他に分類されない製造技術 8 4
その他の技術　　　　　　　　　　　　　 90
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技術分類表
回答票の間12．技術分類欄に、新規に輸出した技術の主要な内容について
この技術分類表によ　り分類し、該当する分類番号を回答票にそれぞれ1つご
記入く　ださい。
（注）以下の「技術」には、特許・実用新案・商標・意匠・ノウハウを含む。
技　 術　　 分　　 類 コー ド 内　　　　　　　　 訳
農林水 産業に係 る技術 0 2 （経営 に関する技術 を含 む）
鉱業 に係 る技術 0 3
建設業 に係 る技術 0 4 総合工 事に係 る技術
職別工事 に係る技術 （設備工事 を含 む）
製
造
業
に
係
る
技
術
食料品 ・たばこ 1 1畜産 ・水産食料品製造技 術
野菜缶詰 ・果物缶詰 ・農産保存食料品製造技術
調味料 ・糖類製造技術
精穀 ・製粉技術
バ ン ・菓子製造技 術
動植物 油脂製造技術
その他 の食料品製造技 術
清涼飲料 ・酒類 ・茶 ・コー ヒー製造技術
製氷技術
飼料 ・有機質肥料製造技術
たばこ製造技術
繊維 1 2製糸 ・紡績技術
ねん糸製造技術
放物技 術
ニ ッ ト製造技術
染色整理技 術
綱 ・網 ・レース ・兢維雑品製造技術
その他の兢維工業に係 る技術
整毛 ・製綿 ・フェル ト製造 ・ガーゼ ・包帯　 等
衣
服
韻
外衣 1 4外衣製造技 術 （和式を除 く）
その他の衣服 ・繊維製品 1 5シャツ ・下着製造技術
帽子製造技 術
毛皮製衣服 ・身の回 り品製造技術
維 その他の衣服 ・繍維製身の回 り品製造技 術
製 （和式 を含む）
⊂】ロロ ネク タイ ・スカーフ　 等
その他の繍維製品製造技 術
寝具 ・麻 袋 ・旗　 等
木材 ・木製品 ・家具 1 6木材 ・木製品製造技 術
家具 ・装備品製造技術
パルプ ・紙製品 ・印刷 1 7パルプ ・紙 ・紙加工品 製造技術
［加工機彼等はコ【ド45］
出版 ・印刷 ・同関連技 術
－124－
製造
業
に
係
る
技
術
つ
づ
き
化
学
製
。ロロ
無機化学等 2 1化学肥料製造技術
無機化学工業製品製造技術
か性ソーダ・金属ナ トリウム ・硫酸 ・さらし粉
・アンモニア ・カーバイ ド・酸化チタン　 等
有楼化学 2 2 有機化学工業製品製造技術
ベンゼン ・メタノール ・アセ トン ・エタノール
・コールタール ・プラスチック製造　 等
［プラスチック製品製造技術はコード83］
化学繊維 2 3化学繊維製造技術
ナイロン ・ポリエステル ・カーボンファイバ等
油脂加工 ・石けん ・塗料等 2 4油脂加工製品 ・石けん ・合成洗剤 ・界面活性剤 ・
塗料製造技術
印刷インキ ・ろうそく　 等
医薬品 2 5医薬品製造技術 ［農薬はコ胃ド26］
その他の化学製品 2 6火薬類 ・農薬 ・香料製造技術
化粧品 ・歯麿 ・その他の化粧用調整品製造技術
ゼラチン ・接着剤製造技術
写真感光材料製造技術
天然樹脂製品 ・木材化学製品製造技術
試薬製造技術
他に分類されない化学工業製品製造技術
デキス ドノンtイオン交換樹脂 ・防水剤　 等
［カゼインはコード11、事務用の りはコード84］
石油 ・石炭製品 3 0石油精製技術
潤滑油 ・グリース製造技術
コークス ・練炭 ・豆炭製造技術
舗装材料製造技術
その他の石油 ・石炭製品製造技術
ゴム製品 3 1 ゴム製品製造技術
タイヤ ・チューブ ・ゴムホース ・ゴム栓　 等
なめし革 ・同製品 ・毛皮 3 2なめし革 ・同製品 ・毛皮製造技術
窯業 3 3 ガラス ・同製品製造技術
セメント・同製品製造技術
建設用粘土製品製造技術
陶磁器 ・同関連製品製造技術
耐火物製造技術
炭素 ・黒鉛製品製造技術
研磨材 ・同粗品製造技術
骨材 ・石工品等製造技術
その他の窯業 ・土石製品製造技術
ほうろう製品 ・石膏 ・石灰　 等
ー125－
製造
業
に
係
る
技
術
つ
づ
き
鉄鋼 3 4 製鉄 ・製鋼 ・製鋼圧延技術
鋼材製造技術 （表面処理鋼材を含む）
鍛鋼 ・鍛工品 ・鋳鋼製造技術
銑鉄鋳物製造技術
可鍛鋳鉄 ・精密鋳造品　 等
その他の鉄鋼業に係る技術
鉄粉製造 ・鉄スクラップ加工処理　 等
非鉄金属 3 5非鉄金属第 1次 ・第2次精錬 ・精製技術
非鉄金属 ・同合金圧延技術
非鉄金属鋳物製道技術
ダイカス ト　 等
電線 ・ケーブル製造技術
その他の非鉄金属製造技術
核燃料成形加工 ・非鉄金属粉末製造　 等
金属製品 3 6 ブリキ缶 ・その他のめっき板等製品製造技術
洋食器 ・刃物 ・手道具 ・金物類製造技術
レンチ ・スパナ ・携行ジャッキ等の作業工具 ・
のこ刃 ・機械やすり　 等
暖房装置 ・配管工事用附属品製造技術
ガスこんろ ・ガス湯沸器等のガス機器、石油ス
トープ ・石油温風暖房機等の石油機器、太陽熱
利用機器
建設用金属製品製造技術 （製缶板金技術を含む）
鉄骨 ・シャッタ ・鉄塔 ・プレハブ ・コンテナ ・
弁 ・継手 ・パイプ ・貯蔵槽 ・貯蔵 タンク　 等
金属プレス製品製造技術
自動車車体部品 ・機械部品　 等
粉末冶金製品製造技術、被覆 ・彫刻技術、熱処理
技術 （ほうろう鉄器製造技術はコード33）
金属線製品製造技術
ボル ト・ナット・リベ ット ・小ねじ ・木ねじ等
製造技術
その他の金属製品製造技術
ばね ・金属製バッキング　 等
般
機
械
器
具
ボイラ ・原動機 4 1ボイラ ・原動機製造技術
［自動車 ・二輪自動車 ・鉄道車両 ・航空機 ・船舶
用の ものはコード52］
［発電用のものはコード61］
農業 ・建設 ・鉱山用機械 4　2農業用機械製逓技術 （農器具製造技術を除 く）
栽培用機器 ・脱穀機 ・飼料さい断機　 等
建設機械 ・鉱山機構製造技術 （建設用 ・農業用 ・
運搬用 トラクタ製造技術を含む）
建設用クレーン ・掘削機械 ・アスファル ト舗装
機械 ・コンクリー ト機械 ・せん孔機破砕機　 等
［荷役用の ものはコ胃ド48］
［コンクリー トミキサー車はコード52］
胃126－
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術
つ
づ
き
般
機
械
器
具
つ
づ
き
金属加工機械 4 3 金属加工機械製造技術
旋盤 ・ボール盤 ・放電加工機 ・数値制御工作機
・圧延機械 ・ベンディングマシン・樺械プレス
・鍛造橡械 ・機械工具 ・電動工具　 等
繊維機械 4 4繊維機械製造技術
化学総社機械 ・紡績機械 ・織機 ・編組機械 ・染
色仕上接械　 等
特殊産業用機械 4 5特殊産業用機械製造技術
食料品加工機械 ・木工機械 ・パルプー製紙機械
・プラスチック加工機械 ・印刷 ・製版 ・製本 ・
鋳造装置 ・ダイカス トマシン　 等
般
産
業
用
機
械
ポンプ ・圧縮機 ・送風機 4　7 ポンプ ・同装置製造技術
空気圧縮機 ・ガス圧縮機 ・送風機製造技術
動力機械 4 8エレベータ ・エスカレータ製造技術
荷役運搬設備製造技術
クレーン ・巻上機　 等
［建設用クレーンはコード42j
動力伝導装置製造技術 （軸受製造技術を除 く）
変速機　 等
［輸送用のものはコード52］
化学機械装置 4　9化学機械 ・同装置製造技術
圧搾機器 ・ろ過機器 ・分離槻器 ・集 じん槻器 ・
熱交換器 ・電解槽　 等
［貯蔵槽は全てコード36］
その他の一般産業用梯械 5 0 工業窯炉製造技術
油圧 ・空圧機器製造技術
油圧ポンプ ・油圧モータ・空気圧パルプ ・空気
庄シリンダ　 等
その他の一般産業用機械 ・装置製造技術
潤滑装置 ・自動車用代燃装置 ・焼却炉　 等
その他の機械 5 1事務用 ・サービス用 ・民生用機械器具製造技術
電子式卓上計算機 ・複写機 ・日本語ワー ドプロ
セッサ ・冷凍機 ・業務用洗濯機 ・ミシン （家庭
用 ・工業用）　 等
［高周波ミシンはコード69〕
その他の機械 ・同部品製造技術
包装機械 ・荷造 り機械 ・金型 ・自動販売機 ・動
力伝導装置 （平軸受 ・玉軸受 ・ころ軸受、但 し
時計用はコード53） ・高圧 t一般 ・自動調整バル
プ ・産業用ロボット・ピス トンリング　 等
［自動車パルプはコ細ド52］
l－1ごTl－
製造
業
に
係
る
技
術
つ
づ’
き
輸送用機械 5 2自動車 ・同附属品製造技術 （＊1 ：下段参照）
鉄道車両 ・同部分品製造技術
自転車 ・同部分品製造技術
船舶製造 ・修理技術、船舶機関製造技術
航空機 ・同附属品製造技術 （＊2 ：下段参照）
その他の輸送屑機械器具製造技術
ロケット （武器問のものはコ⊥ド84） ・気象観測
用バルン ・同部分品　 等
［アドバルン （宣伝用）はコイド84］
（＊1 ）自動車 ・同附属品製造技術
エ ンジン ・同部品 ・シャシー ・車体 ・自動車バルブ ・ブレーキ ・クラッチ ・車軸
・ラジエータ ・車給 ・車軸 ・ステアリング装置 ・方向指示器 ・変速装置 ・燃料噴
射装置 ・気化器 ・自動車用エアコン・オイルフィルタ ・ワイパ 　ー 等
［タイヤ ・チューブ ・ゴム製品はコード31、自動車用ガラス ・レンズはコ胃ド33、プ
レス製品等自動車車体部品 ・金物はコード36、自動車ジャッキ ・車輪機器 ・自動
車整備機器はコ胃ド51、自動車用電装品 （内燃機関用） ・発電機 ・電動機はコード
61、照明器具 ・電球はコード62、蓄電池はコード71］
（＊2 ）航空機 ・同附属品製造技術
エンジン ・胴 ・主翼 ・フラップ ・方向舵 ・プロペ ラ ・フロー ト・パラシュート・
エンジンオーバーホール ・エンジン取付具 ・原動機 ・同部分品　 等
［タイヤ ・チューブはコード31、航空機用計器 ・高度計 ・燃圧計はコード53、航空機
用電動機 ・電装品はコード61、照明装置はコード62、航空機用通信装置 （レーダ ・
着陸誘導装置 ・方向探知機等）はコード64］
精密機械 5 3計量器 ・測定器 ・分析器具 ・試験機製造技術
マイクロメータ ・航空計器 ・高度計 ・圧力計等
測量機械器具製造技術
［無線応用航法装置はコード64］
医療用機械器具 ・医療用品製造技術
人工心肺装置　 等
理化学機械器具製造技術
光学機械器具 ・レンズ製造技術
カメラ ・カメラ用三脚 ・望遠鏡 ・顕微鏡　 等
［電子顕微鏡はコード71］
眼鏡製造技術 （枠を含む）
時計 ・同部分品製造技術 （時計用軸受を含む）
電
気
機
械
器
具
発送電 ・配電 ・産業用電気 6 1 発電用 ・送電網 ・配電用 ・産業用電気機械器具
機械 製造技術
発動機 ・電動発電機等の回転電気機械 （輸送用
機械のものを含む） ・内燃機関電装品 （自動車
用スターターモータ ・充電機等） ・変圧器 ・電
力変換装置 ・電気溶接鞍 ・開閉制御装置　 等
民生用電気機械 ・電球 ・ 6 2民生用電気機械器具製造技術
照明器具 電気暖房器 ・厨房機器 ・扇風機 ・電気温水機 ・
家庭用電気冷蔵庫 ・家庭用電気洗濯機 ・理美容
機器　 等
電球 ・電気照明器具製造技術
胃128ー
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具
つ
づ．
き
通
信
械
械
有線 ・無線通信機械 6 4有線通信樽械器具製造技術
電話機 ・ファクシミリ ・交換機　 等
無線通信機械器具製造技術
レーダ装置 ・無線位置測定装置　 等
ラジオ ・テレビ ・音響器具 6 5 ラジオ受信機 ・テレビジョン受信機梨造技術
［ビデオ機器製造技術はコード69］
電気音響横根器具製造技術
ラジカセ ・ステレオセット・チューナ　 等
［輸送用機器用 のものはコ胃ド52］
その他の通信機械 6 6 交通信号保安装置製造技術
その他の通信機械器具 ・同関連機械器具製造技術
電
子
応
用
装
置
電子計算機 6 8 電子計算機 ・同附属装置製造技術
パソコン ・光ディスク装置　 等
全てのソフトウェアを含む
その他の電子応用装置 6 9Ⅹ線装置製造技術
C T 装置 ・放射線測定器　 等
ビデオ機器製造技術
その他の電子応用装置製造技術
粒子加速装置 ・超音波応用装置 ・電子顕微鏡等
電子 ・通信用部品 7 0電子機器用 ・通信機器用部分品製造技術
半導体素子 ・トランジスタ・電子管 ・集積回路
・リレー ・抵抗器 ・コンデンサ 　ー 等
その他の電気機械 7 1電気計測器製造技術
オシロスコープ ・電圧測定器 ・半導体測定器 ・
I C 測定器　 等
その他の電気機械器具製造技術
乾電池 ・蓄電池 （輸送用機械用のものを含む）
・太陽電池　 等
そ
の
他
の
製
亡］ロロ
貴金属 ・装身具等 8 1貴金属製品製造技術 （宝石加工を含む）
装身具 ・装飾品 ・ボタン・同関連品製造技術
（貴金属 ・宝石製を除く）
レジャー用品 8 2楽器 ・レコー ド製造技術
玩具 ・運動競技用具製造技術
プラスチック製品 8 3プラスチ ック板 ・棒 ・管 ・継手 ・パイプ等異形押
出製品製造技術
プラスチ ックフィルム ・シート・床材 ・合成皮革
製造技術
工業用プラスチック製品製造技術
発泡 ・強化プラスチック製品製造技術
プラスチック成形材料製造技術
（廃プラスチックを含む）
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製
そ プラスチ ック製品　 つづき 8 3その他のプラスチック製品製造技術
の プラスチック製台所用品 ・プラスチック製容器
造 他 ・合成樹脂製人工芝　 等
業
に
係
の
製
口ロロ
つ
［合成説経製人工芝はコード12］
他に分類 されない製造技術 8 4武器製造技術
るつ ベン ・鉛筆 ・絵画用品 ・その他事務用品製造技術
技 漆器製造技術
術づ
き
づ 他に分類されない製造技術
き 魔法瓶 ・荷役運搬用パレット・ライター ・コル
ク製品 ・看板　 等
その他の技術 9 0電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業に係る技術
運輸 ・通信業に係る技術
卸売 ・小売業、飲食店に係る技術
金融 ・保険業、不動産業に係る技術
サービス業に係る技術
公務 （他に分類されない もの）に係る技術
分類不能の技術
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資料2．　業種区分表
番号 業　　　　　 種 番弓ム 業　　　　　 種
1
ワ
3
4
5
6
／
8
9
1 0
1 1
1 2
1 3
1 4
1 5
1 6
1 7
1 8
1 9
2　0
農林水産業 2 1
2　2
2　3
2　4
2　5
2　6
2　7
2　8
2　9
3　0
3 1
3　2
通信・電了‥電気計測器工業
鉱業 自動車工業
建設業 2 2以外の輸送用機械工業
食品工業 精密機械工業
繊維工業 4 、2 4以外の工業
パルプ・紙工業 運輸・通信業
出版・印刷業 公益業
化学肥料 ・無機化学 ・
有機化学 ・化学繊維工業
油脂・塗料工業
医薬品工業
卸売業
小売業
銀行・信託業、投資業、証券業、
商品取引業、保険業
8 、1 0以外の化学工業 情報サービス・調査 ・広吾業
石油製品 ・石炭製品工業
プラスチック製品工業
ゴム製品工業
窯業
鉄鋼業
非鉄金属工業
金属製品工業
機械工業
電気機械器具工業
その他のサービス業
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資料3．　技術分野と技術分業頁の対応
技　 術　　 分　　 類 分野 コード
農林水産業 そ
の
他
0 2
鉱業 0 3
建設業 0 4
製
造
業
に
係
る
技
術
食料品・たばこ
そ
の
他
1 1
繊維 1 2
衣服・繊維製品
外衣 14
その他の衣服・繊維製品 1 5
木材・木製品・家具 16
パルプ・紙製品・印刷 1 7
化学製品
化
学
無機化学等 2 1
有機化学 2　2
化学繊維 2　3
油脂加工・石けん・塗料等 2 4
医薬品 2 5
その他の化学製品 2 6
石油・石炭製品 3 0
ゴム製品 そ
の
他
3 1
なめし革・同製品・毛皮 3　2
窯業 3 3
鉄鋼 金
属
3 4
非鉄金属 3　5
金属製品 3 6
一般機械器具 機
械
ボイラ・原動機 4 1
農業・建設・鉱山用機械 4 2
金属加工機械 4 3
技　 術　　 分　　 類 分野 コード
製
造
業
に
係
る
技
術
つ
づ
き
繊維機械 機
械
4 4
特殊産業用機械 4 5
一般産業用機械
ポンプ・圧縮機・送風機 4 7
動力機械 4 8
化学機械装置 化学 4 9
その他の一般産業用機械 機
械
5　0
その他の機械 5 1
輸送用機械 5　2
精密機械 5 3
電気機械器具
電
気
発送電・産業用電気機械 6 1
民生用電気機械・照明器具 6　2
通信機械
有線・無線通信機械 6 4
ラジオ・テレビ・音響器具 6　5
その他の通信機械 6 6
電子応用装置
電子計算機 6　8
その他の電子応用装置 6 9
電子・通信用部品 7 0
その他の電気機械 7 1
その他の製品
そ
の
他
貴金属・装身具等 8 1
レジャー 用品 8 2
プラスチック製品 8 3
他に分類されない製造技術 8 4
その他の技術 9 0
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?
計
?
集計表（資本金10憺円以上の企業）一覧
I．技術輸出状況
表1 有効回答企業の技術輸出状況
Ⅱ．技術輸出契約（技術分類別）
表2
表3
表4
表5
表6
表7
表8
表9
表10
契約相手先同・地域
輸出企業の彙本金・相手先企業との資本関係
契約期間
契約形態
対価の受取方法
ラ　ンニングロ　イ　ヤルテ　ィ　の料率
独占権・再実施権
技術の種類
特許内包契約に含まれる特許数
Ⅲ．技術輸出契約（国・地域別）
表11
表12
表13
表14
表15
表16
表17
表18
技術分野
輸出企業の京本金・相手先企業と　の資本関係
契約期間
契約形態
対価の受取方法
ラ　ンニングロ　イ　ヤルテ　ィ　の料率
独占権・再実施権
技術の種類
Ⅳ．技術輸出契約（産業分類別）
表19
表20
表21
表22
表23
表24
表25
表26
表27
技術分野
輸出企業の資本金・祁手先企業との資本関係
契約相手先回・地域
契約期間
契約形態
対価の受取方法
ラ　ンニ　ングロ　イ　ヤルテ　ィ　の料率
独占権・再実施権
技術の種類
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表1．有効回答企業の技術輸出状況
産 業 分 類 全 数
新 規 の 技 術 輸 出 あ り 継 続 中
の 輸 出
あ り
過 去 に
輸 出
あ り
技 術 輸
出 実 績
な し
1 件 2 件
～
3 件
4 件
～
5 件
6 件
～
10 件
11 件
～
合 計
（0 1）農 林 水 産 業 2
8
90
0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
0
1
3
1
0
0
0
0
0
1
0
1
3
6
4
1
0
19
9
12
6
2
7
6
9
13
0
1
1 1
（02）鉱 業 1 0 0 0 1 5
（03）建 設 業 3 0 0 0 1 1 13 6 3
（04）食 品 工 業 56 4 1 0 1 11 17
2
3
0
19
3
2
2
4
3
0
1
7
6
7
18
2 2
（05）繊 維 工 業 29 2 2 0 0 10
4
2
9
5
9
6
3
6
3
6
5
6
14
13
（06）パ ル プ ・紙 工 業 13
5
63
1 0 0 0 5
（07）出 版 ・印 刷 業 0 0 0 0 3
（0 8）総 合 化 学 工 業 7 8 3 0 16
（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業 19 1 3 1 1 2
（10）医 薬 品 工 業 36 6 4 0 1 13
（11）そ の 他 の 化 学 工 業 22 4 2 0 0 8
（12）石 油 製 品 工 業 14 1 1 0 0 5
（13）プラス チック工 業 17 3 3 1 0 1
（14）ゴム 製 品 工 業 9 1 4 0 1 0
（15）窯 業 32 3 4 1 1 16
（16）鉄 鋼 業 33 4 4 2 2 8
（17）非 鉄 金 属 工 業 2 8 5 3 0 2 1
0
0
2
3
3
0
1
0
1
0
0
0
17
1
5
30
5
（18）金 属 製 品 工 業 3 8 4 0 0 1 12
（19）機 械 工 業 1 12 18 10 2 2 8 36
（20）電 気 機 械 器 具 工 業 5 6 7 5 1
0
6
2
1
0
0
0
0
0
20
2
2
1
0
1
0
0
0
0
0
16
17 12 13 14
（2 1）通信 1電 子 ・電 気計 測 器 工 業 10 010
5
2
5
4
0
0
1
2
10 4
7 22 2 1
8
12
5
5
3
4
0
1
2 10
18
4
2
4
6
1
1
2
2
162
39
（22）自 動 車 工 業
（23）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業
（24）精 密 機 械 工 業
（25）そ の 他 の 工 業
（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業
4 7
2 1
23
38
29
1 1
0
0
4
0
1
26
4
8
8
1
9
3
6
19
24
（27）卸 売 りト売 業 4 1 1
2
2
23 5
35
（28）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業
（29 ）そ の 他 の サ ー ビス 業
総　　　 計
23
28
10 32
1
0
78
19
23
42 5
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表 2 ．技 術 輸 出 契 約 の 契 約 相 手 先 国 ・地 域 （技 術 分 類 別 ）
技 術 分 規 名 全 数 北 ア メリカ ヨー ロッパ
米国 その他 合計 ドイツ 英国 スペイ
一′
フランス イタリア その他 合計
（02）農林水産業
（04）建設業
（11）食料品・たばこ
（12）繊維
（16）木材 ・木製品・家具
（17）パルプ・紙製 品・印刷
3
2
11
4
5
4
6
32
2
36
1
1
0
2
0
3
0
6
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
1
1
1
0
2
0
3
0
6
0
3
9
6
3
4
0
1
8
6
3
0
3
2
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
5
0
0
0
0
3
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
3
3
0
0
0
0
2
2
1
2
0
0
0
0
0
（21）無機化学等
（22）有機化学
（23）化学繊維
0
0
0
0
0
0
0
4
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
（24）油脂加工 ・石鹸・塗料 1 0 0 4
（25）医薬品 39 9 1 1 2 16
（26）その他の化学製品
（30）石油・石炭製 品
（31）ゴム製品
27
9
13
1
21
5
3
4
0
1
0
1
1
0
0
0
0
0
2
0
1
（32）なめし革 ・同製品・毛皮 0 0 0 0
（33）窯業 0 1 0 0 0 6
（34）鉄鋼 43 7 1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
2
0
0
0
0
0
0
4
0
2
0
0
0
0
0
13
2 1 1 1 9
（35）非鉄金属 42 6 1 0 0 0 0 2
（36）金属製品 27
4
8
8
2
4
4
6
7
10
10
2 1 1 3 0 0 1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
4
1
1
0
1
0
0
4
0
1
0
1
0
0
0
26
6
（41）ボイラ・原動機 0 1
0
0
0
0
0
1
0
0
0
4
1
0
0
0
0
0
5
2
2
2
0
0
0
0
31
0 0 0 0 1
（42）農業 ・建設・鉱 山用機械 3 1 0 0 0 1
（43）金属加工機械 2 0 0 0 0 0
（44）繊維機械 0 0 0 0 1 1
（45）特殊産業機械 1 0 0 0 0 0
（47）ポンプ・圧縮機 ・送風機 1 1
0
2
2
1
0 0 0 0 0
（48）動力機械 0 0 1 0 0 2
（49）化学機械装置
（50）その他一般産業用機械
（51）その他の機械
1
2
1
0
0
0
4
1
0
0
0
0
0
3
0
0
1
0
1
0
0
19
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
10
1
0
0
0
1
0
0
1
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
9
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
5
1
1
0
（52）輸送用機械
（53）精密機械
（61）発送電・産業用電気機械
（62）民生用電気機械・照明器具
（64）有線・無線通信椎械
（65）ラジオ・テレビ・音響器具
（66）その他の通信機械
（68）電子計算機
（69）その他電子応用装置
（70）電子・通信用部品
（71）その他の電気機械
（82）レジャー用品
（83）プラスチック製品
（84）他に分類されない製造技術
（90）その他の技術
総　　　 計
1 15
20
27
36
13
7
1
51
10
51
11
1
28
1
4
766
14
3
2
1
6
1
0
13
2
17
3
0
5
0
0
130
16
3
2
1
6
1
0
17
2
19
3
0
5
0
0
143
12
4
1
0
2
0
0
13
2
5
3
1
1
0
0
100
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ア　 ジ　 ア そ の 他
韓 国 中 国 台 湾 タイ
インドネ マレー シ インド フイリピ シンガ 香 港 そ の 合 計
オ スート 南 ア フ ブ ラジ そ の 合 計シア ア ン ポ ルー 他 ラリア リカ ル 他
0
0
1
0
0
0
1
5
0
9
7
4
3
1
0
2
5
7
0
1
4
1
1
0
3
2
0
8
3
4
1
0
0
0
1
1
0
1
0
6
0
0
1
2
1
2
0
1
3
8
0
0
5
0
0
0
2
5
1
4
0
2
0
1
0
0
0
0
4
0
0
3
0
0
2
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
1
0
2
0
0
0
0
0
0
0
1
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
1
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
0
0
0
0
0
0
0
5
0
1
11
2
5
1
6
25
2
2 6
14
19
6
6
0
14
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
4
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
0
0
0
2
0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
7 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0
2
1
0
4 2 1 0 1 2 1 0 19 5 0 7
3 2 4 3 1 2 1 1 33 0 0 1
4 2 2 6 3 1 0 0 0 18 0 0 0 0
2 0 0 0 1 0 0 0 0 3
3
6
1
3
3
4
4
7
9
8 1
日
24
34
4
5
0
20
6
27
5
0
22
1
3
4 94
0 0 0 0
1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
3 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
0 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
6
0
0 2 0
2
2
0
0
5
1
3
6
0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
1 0 1 0 0 0 0
0
0
0 0
0
1
0 0 0
1
4
1
0 0 0 0 0 1 0 0 0
1 1 0 0 0 0 0 0 0
5 0 0 0 0 1
4
0
0
1
0 2
0
0
0
0
0 0
2
0
0
1
0
2 5
6
5
7
1 1
4
9
13
17
0
3
1
3
0
1
1
8
0
1
2
7
0
2
2
1
0
0
1
2
0
0
0
6
2
0
1
0 0 1
0
0
3
1
0 0 1 0 0 2 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
5
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
日
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
8
1
1
0
2
5
3
0
8
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
2
0
1
1
1
0
7
0
0
3
1
1
125
7
1
0
7
0
0
12 1
7
2
0
2
0
1
65
0
0
0
6
0
0
62
2
0
0
0
0
0
29
3
1
0
2
0
0
28
0
1
0
2
0
0
23
1
0
0
0
0
0
18
0
0
0
0
0
0
13
0
0
0
0
0
1
29
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表 3 ．技 術 輸 出 契 約 の 資 本 金 ・輸 出 先 企 業 との 資 本 関 係 （技 術 分 類 男l）
技 術 分 類 名 全 数 資 本 金 資 本 関 係
50億 円
未満
100億 円
未満
500億 円
未 満
500億 円
以上
なし 2分 の1未満
2分 の1
以上
無回答
（02）農林水産業
（04）建設業
3
2
11
4
5
4
6
32
2
36
0
1
2
2
3
0
0
0
2
5
0
0
1
0
1
2
1
5
0
2
5
2
0
2
0
0
2
2
4
0
0
1
0
1
0
0
1
2
1
24
1
3
1
6
1
0
8
0
8
0
0
4
0
0
91
0
1
3
0
5
0
0
1
5
18
0
3
6
3
6
6
0
4
34
3
2
0
0
1
0
0
0
1
7
0
0
5
0
1
1
0
7
0
0
（11）食料品・たばこ
（12）繊維
（16）木材 ・木製品・家具
3
2
1
1
0
9
5
4
4
0
0
0
（17）バルブ・紙製品・印刷 3 0
（2 1）無機化学等 5 0
（22）有機化学 18 0
（23）化学繊維 0 1 1
7
0 0
（24）油脂加工・石鹸・塗料 26 16 13 0
（25）医薬品 3g 4 24 31 1
11
7
8
0
0
（26）その他の化学製品 27
9
13
10 12 8 0
（30）石油・石炭製品 1 2 6 3
2
0
6
1
0
（31）ゴム製品 2 3 7 4 0
（32）なめし革・同製品 ・毛皮 1
21
1
3
0 1
8
0
7
0
7
4
0
（33）窯業 14 0
（34）鉄鋼 43 4
3
9
2
1
3 42 0
（35）非鉄金属 42 11 26
8
1
4
0
0
0
1
4
1
4
3
45
6
21
24 11 0
（36）金属製品 27
4
8
8
2
4
4
6
7
10
6 14 9 0
（4 1）ボイラ・原動機 1 4 0 0 0
（42）農業・建設・鉱山用機械 3 5 1
1
0
0
2
2
0
2
0
39
1
7
9
0
1
0
0
0
4
1
0
9
0
0
140
2
3
0
（43）金属加工機械 4
0
0
1
1
3
3
3 4 0
（44）繊維機械 2 1
3
1
1
0
（45）特殊産業棟械 3 0
（47）ポンプ・圧緯機 ・送風機 2
1
2
1
1 1
0
1
1
0
（48）動力機械 4 0
（49）化学機械装置 6
7
0
（50）その他一般産業用機械 0
（51）その他の機械 10 3
23
4
1
3
0
0
0
3
3
4
1
0
4
0
0
116
3 5 5
15
9
7
15
3
3
1
21
0
18
5
0
10
0
0
186
0
（52）輸送用機械 115 23
9
2
7
0
0
0
4
1
9
6
1
12
0
4
217
61 0
（53）精密機械 20 10 0
（61）発送電・産業用電気機械 27 13 0
（62）民生用電気機械・照明器具 36 25
7
6
1
36
6
30
4
0
8
1
0
342
12 0
（64）有線・無線通信機械
（65）ラジオ・テレビ・音響器具
（66）その他の通信機械
（68）電子計算機
13
7
1
51
10
3
0
30
0
0
0
0
（69）その他電子応用装置 10 10 0
（70）電子・通信用部品
（71）その他の電気機械
（82）レジャー用品
（83）プラスチック製品
（84）他に分類されない製造技術
（90）その他の技術
総　　　 計
51
11
1
28
1
4
766
29
5
1
9
1
4
440
0
0
0
0
0
0
0
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表4．技術輸出契約の契約期間（技術分類別）
技 術 分 類 名 全 数
契 約 期 間
1 年 5 年 10 年 15 年 15 年 工 業 所 有 その 他無 回 答
未 満 未 満 未 満 未 満 以 上 権 の 期 間
（02）農 林 水 産 業
（04 ）建 設 業
（11）食 料 品 ・た ば こ
（12）繊 維
（16）木 材 ・木 製 品 ・家 具
（17）パ ル プ ・紙 製 品 ・印 刷
（2 1）無 機 化 学 等
（22）有 機 化 学
（23）化 学 繊 維
（24）油 脂 加 工 ・石鹸 ・塗 料
3
2
11
4
5
4
6
32
2
36
0
0
0
0
1
0
0
0
0
2
0
1
0
0
0
1
1 1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1
1
0
0
0
0
0
0
3
0
5
0
0
1
0
0
29
0
0
1
3
1
0
0
3
0
2
1
3
2
3
0
2
15
8
10
0
1
4
0
3
0
1
11
0
17
0
0
1
0
0
1
5
10
2
12
6
5
1
2
0
3
4
7
2
0
0
2
0
0
0
0
2
0
2
5
0
2
0
0
0
4
0
2
3
0
0
1
0
2
0
4
0
0
9
2
1
5
0
1
3
3
1
0
1
3
0
0
1
0
2
0
1
8
6
0
1
0
2
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
（25）医 薬 品 39 10 0
（26）その 他 の 化 学 製 品 27
9
13
10 0
（30 ）石 油 ・石 炭 製 品 3
2
1
0
（31）ゴ ム 製 品 0
（32）な め し革 ・同 製 品 ・毛 皮 1 0
（33）窯 業 21 12 0
（34 ）鉄 鋼 43 5 0
（35）非 鉄 金 属 42 23 0
（3 6）金 属 製 品 2 7
4
8
8
2
4
4
6
7
10
1 1 0
（4 1）ボ イラ・原 動 機 1 2 1 0 0 0 0
（42）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械 1
6
1
3
1
0
1
0
1
0
0
0
0
1
0
3
0
0
0
0
0
0
1
0
6
1
1
2
5
0
0
8
0
9
1
0
3
0
0
67
0
（43）金 属 加 工 機 械 0
（44）繊 維 機 械 0
（45）特 殊 産 業 機 械 0 1 3 0
8
0
0
1
1
1
2
0
0
0
0
0
12
0
1
0
0
3
0
0
40
0 0
（4 7）ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送 風 機 0
2
3
2
3
1
3
2
2
2
60
2
1
1
3
3
1
0
1
0
0
9
3
0
4
4
0
0
5
3
6
2
0
3
0
0
77
0
（48 ）動 力 機 械 0
（49 ）化学 機 械 装 置
（50 ）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械
0
0
（5 1）そ の 他 の 機 械 10 0
（52）輸 送 用 機 械 115 2 1 17
2
1
1
0
2
1
1
0
4
1
0
5
0
（53 ）精 密 棟 械 20 11 1
22
0
（61）発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 27 3
9
2
5
0
0
（62）民生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 3 6 20 0
（64）有 線 ・無 線 通 信 機 械
（65）ラジオ ・テ レビ ・音 響 器 具
（66）そ の 他 の 通 信 機 械
13
7
1
2
0
0
8
1
0
0
0
（68）電 子 計 算 機 5 1 14 0
（69）そ の 他 電 子 応 用 装 置 10 6 0
（70）電 子 ・通 信 用 部 品 5 1 11 15 0
（7 1）そ の 他 の 電 気 機 械 11
1
28
4
0
4
3
1
9
0
（82）レジャー 用 品 0
（83）プラスチ ック製 品 0
（84）他 に 分 類 され な い 製 造 技 術
（90）そ の 他 の 技 術
総　　　 計
1
4
76 6
0
3
16 6
1
0
274
0
1
113
0
0
0
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表5．技術輸出契約の契約形態（技術分類別）
技 術 分 類 名 全 数
契 約 形 態
有 償 無償 クロスライセンス 無 回 答
受 取 等 価 支 払
（02 ）農 林水産 業
（04 ）建 設業
（11）食 料品 ・たばこ
（12 ）繊 維
（16 ）木 材 ・木製 品 ・家具
（17 ）パ ルプ・紙製品 ・印刷
（2 1）無 機化学 等
（22 ）有機 化学
（23 ）化学 繊維
（24）油脂 加工 ・石鹸 ・塗料
3
2
11
4
5
4
6
3 2
2
3 6
3
1
9
2
4
2
6
32
2
3 4
0
0
2
0
1
1
0
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
1
2
2
3
0
0
0
0
0
1
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
3
4
0
0
1
0
0
22
0
0
0
2
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
2
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0（2 5）医薬 品 39 2 7 10
（26）その他の 化学製 品 27
9
13
2 4
5
1
1
0
0（30）石油 ・石炭製 品
（3 1）ゴム 製品 13 0
0
0
0
0
0
（3 2）なめし革 ・同製 品 ・毛皮 1 1
（3 3）窯業 2 1 2 1
（3 4）鉄 鍋 43 4 1 2 0 0
（3 5）非鉄 金属 42 4 1 1
0
0
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
（3 6）金属 製品 27
4
8
8
2
4
4
6
7
10
2 6
4
7
4
1
（4 1）ボ イラ・原動機
（4 2）農 業 ・建設 ・鉱 山用機 械
（4 3）金属 加工機械
（4 4）繊維機 械
（4 5）特殊産 業機械 4
4
6
0
0
0
0
0
0
0
0
0
（4 7）ポ ンプ・圧縮機 ・送風機
（4 8）動 力機 械
（4 9）化学機 械装置 7
9
0
1
0
0
0
0（5 0）その他一般 産業 用機械
（5 1）その他の機 械 10 10 0
1
4
0
1
4
0
0
16
0
0
0
0
0
2
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
（5 2）輸 送 用機械 115 1日
（5 3）精 密機 械 20 16
（6 1）発送 電 ・産 業用電 気機械 27 2 7
（62）民生 用電 気機 械 ・照明器 具 36 3 5
（64）有線 ・無線通 信機 械
（65）ラジオ ・テレビ・音響 器具
（66）その他の 通信機 械
13
7
1
5
7
1
（68 ）電 子計算 機 5 1 33
4
33
7
1
（69 ）その他電 子応 用装置 10 1
4
4
0
2
0
0
6 1
1
4
0
0
0
0
0
13
1
6
0
0
0
0
0
10
0
0（70）電子 ・通信 用部 品 5 1
（71）その他の 電気機 械 11 0
0（8 2）レジャー用 品 1
（83 ）プラスチック製 品
（84 ）他 に分 類されな い製造技 術
（90 ）その他 の技術
総　　　 計
2 8
1
4
76 6
25
1
4
660
0
0
0
0
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表6．技術輸出契約の対価の受取方法（技術分類別）
技 術 分 類 名 全 数
イ ニ シ ャ ル ペ イ メ ン ト ラ ン ニ ン グ ロ イ ヤ ル テ ィ
対 価 無有 無 無 回 答 有 無 無 回 答
二マム材 ミニマム無 無 回 答
（0 2）農 林 水 産 業 3
2
11
4
5
4
6
32
2
36
3
1
1
2
0
0
6
28
2
0
1
8
0
4
2
0
4
0
27
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0 0 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
1
3
1
0
2
0
0
5
17
2
0
4
8
4
1
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
（0 4）建 設 業 0 1 0
（11）食 料 品 ・た ば こ 0 9 2
（12）繊 維
（16）木 材 ・木 製 品 ・家 具
（17）パ ル プ ・紙 製 品 ・印 刷
（2 1）無 機 化 学 等
（2 2）有 機 化 学
0
0
0
0
0
0
4
2
1
15
2
1
2
0
0
（2 3）化 学 繊 維 0 0 0
（24 ）油 脂 加 工 ・石 鹸 ・塗 料 8 3 32 1
（25 ）医 薬 品 3 9 16 13 2 23 10
（2 6）そ の 他 の 化 学 製 品 2 7
9
13
7 19 0 18 1
（30 ）石 油 ・石 炭 製 品 4
5
1
4
8
0
0 4 1
（3 1）ゴ ム 製 品 0 12 0
（32 ）な め し革 ・同 製 品 ・毛 皮 1 0 1 0
（33 ）窯 業 2 1 13 8 1 17 0
（34 ）鉄 鋼 43 23 18 5 8 28 2
（35 ）非 鉄 金 属 42 26 15 3 31 7
0
0
0
2
0
0
0
2
2
3
2
13
3
1
5
0
1
0
17
1
11
0
0
2
1
0
15 1
1
（3 6）金 属 製 品 2 7
4
8
8
2
4
4
6
7
10
10
115
20
27
13
3
7
3
14
1
1
2
3 23 0
（4 1）ボ イラ ・原 動 機 1 3 0
（42 ）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械 0 8 0
（43 ）金 属 加 工 機 械 0 3 3
（44 ）繊 維 機 械 1
3
3
4
3
8
5
60
7
15
0
1
1
2
4
1
5
53
9
12
0 1 1
（4 5）特 殊 産 業 機 械 1 3
4
4
4
6
5
99
13
25
0
（4 7）ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機
（4 8）動 力 機 械
（4 9）化 学 機 械 装 置
（5 0）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械
（5 1）そ の 他 の 機 械
（5 2）輸 送 用 機 械
（5 3）精 密 機 械
（6 1）発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械
0
0
1
0
3
1
0
1
2
0
0
0
1
0
1
1
0
1
0
3
34
0
0
0
1
0
2
4
0
（62）民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具
（64）有 線 ・無 様 通 信 機 械
（65）ラ ジ オ ・テ レビ ・音 響 器 具
（66）そ の 他 の 通 信 機 械
（68）電 子 計 算 機
（69）そ の 他 電 子 応 用 装 置
（70）電 子 ・通 信 用 部 品
（71）そ の 他 の 電 気 機 械
（82）レ ジ ャー 用 品
（83 ）プ ラ ス チ ック 製 品
（84）他 に 分 類 され な い 製 造 技 術
（90 ）そ の 他 の 技 術
総　　　 計
36
13
7
1
5 1
10
5 1
日
1
28
1
4
76 6
16
3
1
0
22
3
22
3
0
13
1
3
368
19
2
6
1
1 1
4
15
4
1
13
0
1
314
28
5
6
1
14
6
25
6
1
23
0
1
I 495
1
8
0
0
18
3
14
4
0
2
0
0
84
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表7．技術輸出契約のランニングロイヤルティの料率（技術分類別）
技 術 分 類 名 全 数
ランニ ング ロイヤ ル テ ィの 料 率 ランニング
ロイヤルティ1％ 2，‘ 5ヽ 8％ 1 日‘ 11％そ の 他 無 回 答
未 満 未 満 未 満 未 満 未 満 以 上 無
（02）農 林 水 産 業
（04）建 設 業
3
2
11
4
5
4
6
32
2
36
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
4
0
0
5
0
0
0
0
0
1
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
6
0
0
2
0
0
2
1
0
1
0
1
0
0
18
3
1
（11）食 料 品 ・た ば こ 2
（12）繊 維 0 0 0 4
（16）木 材 ・木 製 品 ・家 具 4
2
1
11
0
22
9
14
0 0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0 1
（17）パ ル プ ・紙 製 品 ・印 刷 0 0
0
2
0
2
2
1
0
2
（2 1）無 機 化 学 等 0 5
（22）有 機 化 学
（23）化 学 繊 維
（24）油 脂 加 工 ・石 鹸 ・塗 料
1
0
4
3
2
3
2
1
0
5
7
1
1
0
17
2
1
（25）医 薬 品 39 14
（26）そ の 他 の 化 学 製 品 2 7
9
13
9
（30）石 油 ・石 炭 製 品 0
6
5
（3 1）ゴム 製 品 0 1
（32）な め し革 ・同 製 品 ・毛 皮 1
2 1
1
1
0 0 0 0
0
1
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
4
0 0
（33）窯 業 1 15 1 0 3
（34）鉄 鋼 43 1
5
1
8
6 0
0
4
3
30
（35）非 鉄 金 属 42 15 8
（36）金 属 製 品 27
4
8
8
2
4
4
6
7
10
10
1
0
0
6 15 0
0
0
1
0
1
3
0
1
0
（4 1）ボ イラ ・原動 機 0
2
4
2
0
（42）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械 0
（43）金 属 加 工 機 械 0
0
0
0
0
0
0
0
7
1
1 2
0
0
0
1
3
1
1
1
0
2
4
2
3
0
1
0
0
1
0
4
1
0
2
0
0
44
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
3
14
0
0
0
5
（44）繊 維 機 械 0 1
（45）特 殊 産 業 機 械 1
0
0
0
0
3
0
（47）ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送 風 機 2
3
2
4
2
1
0
1
2
0
13
3
2
5
0
0
0
3
1
1
0
1
1
0
0
54
0
（48）動 力機 械 2
（49）化 学 機 械 装 置
（50）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械
（5 1）そ の 他 の 機 械
2
4
2
（52）輸 送 用 機 械 115 14
0
3
0
0
1
0
1
0
4
0
0
4
0
0
70
62 15
（53）精 密 機 械 20 1 7
（6 1）発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械
（62）民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具
（64）有 線 ・無 線 通 信 機 械
（6 5）ラジオ ・テ レビ ・音 響 器 具
（66）そ の 他 の 通 信 機 械
（68）電 子 計 算 機
（69）そ の 他 電 子 応 用 装置
（70）電 子 ・通 信 用 部 品
（7 1）そ の 他 の 電 気機 械
（82）レジ ャー 用 品
（83）プラスチ ック製 品
（84）他 に 分 類 され な い製 造 技 術
（90）そ の 他 の技 術
総　　　 言十
2 7
36
13
7
1
5 1
10
5 1
11
1
2 8
1
4
78 6
1
2
1
1
0
1
0
5
0
0
0
0
1
3 3
17
2 3
1
4
1
7
3
12
4
0
16
0
0
294
1
6
8
1
0
35
4
25
4
0
4
1
0
23 5
肩142－
表8．技術輸出契約の独占権・再実施権（技術分類別）
技 術 分 類 別 全 数 独 占 権 再 実 施 権
有 無 無 回 答 有 無 無 回 答
（02 ）農 林 水 産 業
（04 ）建 設 業
（11）食 料 品 ・た ば こ
（12 ）繊 維
（16）木 材 ・木 製 品 ・家 具
（17）パ ル プ ・紙 製 品 ・印 刷
3
2
11
4
5
4
6
32
2
3 6
0
2
1
0
4
0
0
4
1
3
0
10
4
1
4
6
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
1
0
0
0
2
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
9
0
0
0
0
0
1
0
1
0
3
2
1 1
4
5
3
6
3 1
0
0
0
0
0
0
（21）無 機 化 学 等 0
（22）有 機 化 学 28 0
（23）化 学 繊 維 1 2 0
（24）油 脂 加 工 ・石 鹸 ・塗 料 15 2 1 3 33 0
（25）医 薬 品 39 11 28 8 3 1 0
（26）そ の 他 の 化 学 製 品 27
9
13
11 16 4 23 0
（30）石 油 ・石 炭 製 品 1
9
8
4
1
0
8
13
0
（31）ゴム 製 品 0
（32）なめ し革 ・同 製 品 ・毛 皮 1 1 0 0 1 0
（3 3）窯 業 2 1 5
7
7
14 2
1
1
5
0
0
1
0
19 0
（34 ）鉄 鋼 4 3 36 4 2 0
（35 ）非 鉄 金 属 4 2 35 4 1 0
（3 6）金 属 製 品 2 7
4
8
8
2
4
4
6
7
10
12 15 2 2 0
（4 1）ボ イラ・原 動 機 2
5
7
2
2
3
1
0
4
8
7
2
0
（42 ）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械 0
（43 ）金 属 加 工 機 械 0
（44 ）繊 維 機 械 0
（45 ）特 殊 産 業機 械 1
1
5
3
3
3
1
4
0
0
1
2
4
4
5
5
9
0
（4 7）ポ ンプ ・圧 縮 機 ・送 風 機 0
（48 ）動 力機 械 0
（49 ）化 学 機 械 装 置 0
（50 ）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 4 4 1 0
（5 1）そ の 他 の 機 械 10 3 7 0 10 0
（52 ）輸 送 用 機 械 1 15 44
3
70 13
1
10 1 1
（53 ）精 密 機 械 20 17 19 0
（6 1）発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 27 4
5
23 1
0
0
0
0
3
0
3
2
0
26 0
0（62 ）民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 36 31 36
（64 ）有 線 ・無 線 通 信 機 械 13
7
1
0 1 1 1 1 2
（65 ）ラジ オ ・テ レビ ・音 響 器 具 0
0
7
1
7
1
0
0（66 ）そ の 他 の 通 信 機 械
（68 ）電 子 計 算 機 51 2 47 4 6 2
（69 ）そ の 他 電 子 応 用 装 置 10 2
9
2
0
8
4 2
9
1
10 0
（70）電 子 ・通 信 用 部 品 5 1 48
9
1
0
（71 ）そ の 他 の 電 気 機 械 11
1
0
（82 ）レジ ャー 用 品 0
（83）プラ スチ ック製 品 2 8 11 17 1 27 0
（84）他 に分 類 され な い 製 造 技 術 1
4
7 66
1
3
0
1
0
0
1
4
705
0
0（90）そ の 他 の 技 術
総　　　 計 2 10 54 7 56 5
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表9．技術輸出契約の技術の種類（技術分類別）
技 術 分 類 名 全 数
技 術 の 種 類
特 許 ノウハ ウ 商 標 出 願 中
特 許
実 用 新 案 意 匠 無 回 答
（02 ）農 林水産 業
（04 ）建 設業
（11）食 料品 ・た ばこ
（12 ）繊維
（16 ）木 材 ・木 製品 ・家具
（17 ）パ ルプ・紙製 品 ・印刷
（2 1）無 機化学 等
（22）有機 化学
3
2
11
4
5
4
6
32
2
36
3
1
3
2
3
3
3
12
1
8
2 6
8
3
5
0
8
16
6
5
2
6
6
2
3
3
3
5
2
5
0
2
11
2
5
2
6
26
2
0
1
3
0
1
2
0
1
0
22
0
0
2
0
0
0
3
3
2
1
7
1
2
3
0
5
0
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
（23）化学 繊維
（24）油脂加 工 ・石鹸 ・塗料 30
（2 5）医薬 品 39 20 17 0
0
0
0
2
0
0
6
0
（26）その他の 化学 製品 2 7
9
13
16
8
13
1（30）石油 ・石炭 製品
（31）ゴム製 品 10 5
0
2
0
0
1
0
0
1
0
0
0
（3 2）なめし革 ・同製 品 ・毛皮 1 1
（3 3）窯業 2 1 20
（3 4）鉄 鋼 43 40 0
0
2
2
1
2
2
1
1
1
3
0
0
1
3
1
0
0
0
0
1
0
2
5
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
（3 5）非鉄金属 42 37 0
（3 6）金属製 品 27
4
8
8
2
4
4
6
7
10
26
3
8
7
2
4
3
0
0
0
0
0
0
0
（4 1）ボイラ・原 動機
（4 2）農業 ・建 設 ・鉱山用機 械
（4 3）金属加 工機 械
（4 4）繊 維機械
（4 5）特 殊産 業機械
（4 7）ポ ンプ・圧 縮機 ・送風機
（4 8）動 力機 械 5 2 1 1 1 0
（4 9）化学機 械装置 6
10
0
1
3
1
1
2
17
7
14
6
7
0
0
3
2
19
2
1
3
0
0
124
0
1
2
0
1
0
0
0
0
（5 0）その他 一 般産 業用機械
（51）その他の機 械 10 10
（5 2）輸 送用機 械 1 15 4 3 103 14
9
2
9
0
1
0
4
0
2
0
0
7
0
4
137
15
1
2
2
2
0
0
1
1
10
0
0
3
0
1
0
1
0
2
0
0
0
0
0
2 5
0
0
0
0
0
0
0
0
0
（5 3）精密機 械 20 11 13
（61）発送電 ・産 業用電 気機械 27 17 2 7
（62）民 生用電 気機械 ・照明器 具 3 6 15
8
1
0
8
6
26
2
0
8
0
3
30 1
31
（64）有線 ・無線 通信機 械
（65）ラジオ ・テレビ・音 響器具
（66）その他の 通信 機械
13
7
1
7
7
1
（68）電 子計算 機 5 1 48
4
35
9
0
26
1
3
635
（69）その他電 子応 用装置 10
（70）電 子・通信 用 部品 5 1 13 0
（7 1）その他 の電 気機械
（82 ）レジャー 用品
（83 ）プラスチック製品
（84 ）他 に分 類されない製 造技術
（90 ）その他 の技 術
総　　　 計
11
1
28
1
4
7 86
1
0
0
0
0
55
0
0
0
0
0
7
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表10．特許内包契約に含まれる特許数（技術分類別）
技 術 分 類 名 全 数
特 許 内 包 契 約 の 特 許 数
特 許 無 無 回 答1 件 10件
未 満
50 件
未 満
100 件
未 満
100 件
以 上
無 回 答
（02）農 林 水 産 業
（04）建 設 業
（1 1）食 料 品 ・た ば こ
（12）繊 維
（16）木 材 ・木 製 品 ・家 具
（17）パ ル プ ・紙 製 品 ・印 刷
（2 1）無 機 化 学 等
（2 2）有 機 化 学
3
2
11
4
5
4
6
32
2
3 6
0
0
0
2
0
2
0
3
0
1
3
1
2
0
0
1
3
1
1
3
0
0
1
0
3
0
0
6
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
5
0
9
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
1
8
2
2
1
3
20
0
26
0
0
0
0
0
0
0
0
（2 3）化 学 繊 維 0
（2 4）油 脂 加 工 ・石 鹸 ・塗 料 1
（2 5）医 薬 品 39 13 11 4
2
0
0
0
0
0
0
1 1
7
6
8
1
13
0
（2 6）そ の 他 の 化 学 製 品 2 7
9
13
1
0
2
3
5
6
（30）石 油 ・石 炭 製 品 0
（3 1）ゴ ム 製 品 0 0
（3 2）な め し革 ・同 製 品 ・毛 皮 1
2 1
0 0
8
0
0
0
0
0
0
0
0
0
（3 3）窯 業 0 0
（34）鉄 鋼 43 2 12
3
2
2
4
2
3
0
2
0
0
0
0
0
0
0
2
3
2 6 0
（35）非 鉄 金 属 42 3 35 0
（3 6）会 属 製 品 27
4
8
8
2
4
4
6
7
10
1 0
0
0
0
22
2
2
2
0
1
1
3
2
8
5
7 2
9
10
0
（4 1）ボ イ ラ ・原 動 機 0 0
（4 2）農 業 ・建 設 ・鉱 山 用 機 械 0
1
0
（43）金 属 加 工 機 械 0
（44）繊 維 機 械 0 1
2
3
1
2
0
1
0
1
0
0
2
12
0
1
0
3
0
0
0
1
3
1
0
2
0
0
48
1
0
0
0
0
0
0
3
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
日
0
0
0
1
0
0
0
4
0
3
5
1
0
0
0
4
9
1
0
3
0
0
33
0
（4 5）特 殊 産 業 機 械 0
0
0
2
0
（4 7）ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機 0
（4 8）動 力 機 械 0
（49）化 学 機 械 装 置 0
（50）そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 1 0 1 0
（5 1）そ の 他 の 機 械 10 1
4
0
0
0
0
0
0
0
1
1
0
1
1
20
4
11
1
0
7
2
5
4
1
0
3
0
4
0
0
0
0
0
4 5
0
（5 2）輸 送 用 機 械
（5 3）精 密 機 械
（6 り発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械
＝ 5
20
2 7
0
0
0
（6 2）民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具
（6 4）有 線 ・無 線 通 信 機 械
（65）ラ ジ オ ・テ レビ ・音 響 器 具
（66）そ の 他 の 通 信 機 械
（68）電 子 計 算 機
（69）そ の 他 電 子 応 用 装 置
36
13
7
1
51
10
5
0
0
0
4
0
9
1
0
3
0
3
139
21
5
6
1
43
4
24
8
0
18
1
1
44 1
0
0
0
0
0
0
（70）電 子 ・通 信 用 部 品 5 1 0
（7 1）そ の 他 の 電 気 概 械
（8 2）レ ジ ャー 用 品
11
1
0
0
（83）プ ラ ス チ ッ ク製 品
（84）他 に 分 類 され な い 製 造 技 術
（90）そ の 他 の 技 術
総　　　 計
28
1
4
766
2
0
0
4 2
0
0
0
7
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表11．技術輸出契約の技術分野（国・地域別）
国 ・地 域 全 数
技 術 分 野
電 気 機 械 化 学 金 属 そ の 他
北 ア メ リカ 143 5 1 29 29 1 7 1 7
米 国 130
7
3
1
1
1
45
3
0
1
1
1
27 27 15
2
0
0
0
0
16
カナ ダ 1
1
0
0
0
1
1
0
0
0
0
1
0
0
0
メキ シ コ
エ ル サ ル バ ドル
コス タリカ
ホ ン ジ ュラス
ヨ ー ロ ッパ 10 0 26 22 24 17 1 1
ドイツ 31 11
4
1
3
0
2
1
1
0
1
0
1
7
6
1
1
2
1
1
0
1
0
5
3
4
3
2
0
2
0
2
1
4
3
4
1
1
1
0
1
0
0
4
3
0
1
0
0
0
1
0
1
英 国 19
ス ペ イン 10
9
5
4
4
3
3
3
3
2
2
1
フランス
イタリア
オ ラン ダ
ス イス
オ ー ス トリア
ハ ン ガ リー
フィンラ ンド
ポ ル トガ ル 1
1
1
0
1
0
0
0ス ウ ェー デ ン
ベ ル ギ ー 1 0 0 0 1
ス ロベ ニ ア 0 0 1 0 0
ブ ル が ノア 1 0 0 0 1 0
ア ジ ア 4 94 12 5 13 1 10 2 7 0 6 6
韓 国 125 27 43 30 16 9
中 国 12 1 4 1 29 2 1 9 2 1
台 湾 65 23 8 12 13 9
タイ 62 5
4
8
19 14 10 14
イ ン ドネ シ ア 29 5
8
7
3
8
4
5
5マ レー シ ア 28
イン ド 23 6
3
10 3
6
2
4
2
0フィリピ ン 18 5
シ ン ガ ポ ー ル 13
5
1
1
1
1
1
呈受
5
0
0
1
0
1
1
．…蔓1
2
0
0
1
1
0
20 7
1
3
5
0
2
1
0
1香 港
カンボ ジ ア 0
0
0
0
0
旦
1
0
0
0
0
…旦1
2
0
0
0
0
0
158
0
0
1
0
0
．旦
0
0
0
0
0
4
クウ ェー ト
サ ウ ジ ア ラビア
カター ル
トル コ
そ の 他
オ ー ス トラ リア
南 ア フリカ
ブラ ジ ル
ベ ネ ズ エ ラ
11
8
6
1
1
1
1
3
2
2
1
0
0
1
5
0
3
0
0
0
0
112
1
2
1
0
0
0
0
ア ンゴ ラ
ペ ル ー
エジ プ ト
総　　　 計 76 6 19 1 98
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表 1 2 ．技 術 輸 出 契 約 の 資 本 金 ・輸 出 先 企 業 との 資 本 関 係 （国 ・地 域 別 ）
匡卜地 域 全数
資 本 金 資本 関 係
50億 円 100億 円 500億 円 500億 円 なし2分の 1 2分 の 1 無 回 答
未 満 未 満 未 満 以上 未 満 以上
北 アメリカ 143 24 10 35 74 95 741 0
米国
カナダ
メキシコ
エルサルバドル
コスタリカ
ホンジュラス
130
7
3
1
1
1
22
1
1
0
0
0
9
0
1
0
0
0
32
2
1
0
0
0
67
4
0
1
1
1
83
7
2
1
1
1
7
0
0
0
0
0
40
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ヨー ロッパ 100 10 16 28 46 77 10 130
ドイツ
英国
スペイン
フランス
イタリア
オランダ
スイス
オーストリア
31
19
10
9
5
4
4
3
3
3
3
2
2
1
1
4
2
0
0
0
0
3
0
0
1
0
0
0
3
3
2
3
0
1
0
0
0
2
1
9
6
6
1
2
0
0
1
2
0
0
15
8
2
5
3
3
1
2
1
0
2
1
2
0
1
26
13
5
7
4
2
4
3
3
3
3
2
2
4
0
1
1
0
0
0
0
0
3
4
1
2
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ハンガ リー 0
フィンランド 0
ポルトガル 0
スウェーデン 1 0 2 0 0 0
ベルギー 0 0
1
0
0
1
1
0 2 0
スロベニア 0 0 0 0 0
ブルか ノア 0 0 0 0 0
アジア 494 80 63 147 204 243 121 130 0
韓国 125 22 14 36 53 101 13 11 0
中国 121 21 15 38 47 34 3552 0
台湾 65 5 13 18 29 39 8 18 0
タイ 62 15 7 16 24 16 3610 0
インドネシア 29 8 3 7 11 14 7 8 0
マレーシア 28 3 5 10 10 8 10 10
4
8
6
3
0
0
0
0
0
2
0
インド 23 3
1
1
1
4
0
0
0
0
9
5
10 15
4
5
2
1
1
1
1
1
25
4
6
0
フィリピン 18 11
4
1
0
1
1
1
1
…1．声6
6
2
1
1
0
シンガポール 13
5
1
1
1
1
1
29
1
1
0
0
0
4
3
1
0
0
2
0
0
0
0
0
0
．蔓
0
香港
カンボジア
クウェート
0
0
0
サウジアラビア 0
カタール 0 0 0 0
トルコ 0 0 0 0
その他 2 2 7 ．…9
オーストラリア 11
8
6
1
1
1
0
1
0
2 2
2
9
8
6
1
1
0
0
440
1
0
0
0
0
1
0
0
0
0
1
0
186
0
南アフリカ 0 0
ブラジル 0 3 0
ベネズエラ 0 0 0
アンゴラ 0 0 0 0
ペルー 1 0 0 0 1 0 0
エジプト 1 0 0 0 1 1 0
総　　　 計 766 116 9 1217 342 140 0
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表13．技術輸出契約の契約期間（国・地域別）
国 ・地 域 全 数
契 約 期 間
1 年 5 年 10年 15 年 15年工 業 所 有 そ の 他 無 回 答
未 満 未 満 未 満 未 満 以 上 権 の 期 間
北 ア メリカ 143 4 25 36 14 10 3 9 15 0
米 国
カナ ダ
メキ シ コ
エルサルバ ドル
コス タリカ
ホンジュラス
130
7
3
1
1
1
3
1
0
0
0
0
22
2
1
0
0
0
32
2
2
0
0
0
14
0
0
0
0
0
7
0
0
1
1
1
38
1
0
0
0
0
14
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ヨー ロ ッパ 100 3 23 19 10 10 26 9 0
ドイツ
英 国
スペ イン
フランス
イタリア
オ ランダ
ス イス
オ ー ス トリア
ハ ン ガ リー
フィン ランド
ポ ル トガ ル
スウ ェー デ ン
ベ ル ギ ー
ス ロベ ニ ア
31
19
10
9
5
4
4
3
3
3
3
2
2
1
1
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
1
8
5
3
4
1
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
2
2
2
1
1
2
0
2
2
1
1
1
1
1
2
4
0
2
1
0
0
0
0
0
1
0
0
0
1
2
3
1
0
0
0
1
1
1
0
0
0
0
0
16
4
0
1
1
1
2
0
0
0
0
1
0
0
0
2
2
2
0
1
0
0
0
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ブル か ノア 0 0 0
ア ジ ア 494 19 113 20 8 84 19 42 0
韓 国 125 6 43 51 15 2 5
2
3 0
中 国 12 1 8
0
2
0
0
0
2
10 50 34 6 11 0
台 湾 65 21 28 6 1 2 7 0
タイ 62 10 25 15 2 0 8 0
イン ドネ シア 29 9 13 2 2 0 3 0
マ レー シア 28 3 19 2 0 0
0
0
4
1
0
イン ド 23 3 15 3 1
1
0
フィリピン 18 6 4 5 0 0
シ ンガ ポ ー ル 13
5
1
1
1
1
1
2 9
1
0
0
0
0
0
0
3
2
0
1
0
0
0
0
29
3 2 2 1
0
0
0
0
0
0
0
0
3
0
2
1
0
0
0
0
77
4
0
0
0
1
0
0
1
0
香 港 4 1
0
0
0
0
0
11
0 0
カンボ ジ ア
クウ ェー ト
サ ウ ジア ラビア
カター ル
トル コ
そ の 他
1
0
0
0
0
5
0
0
0
0
0
，．声．
0
1
0
1
1
1
0
0
0
0
1
0
0
4 0
0
0
0
0
0
0
オ ー ス トラ リア
南 ア フリカ
ブラジル
ベ ネズ エ ラ
ア ンゴ ラ
ペ ル ー
エジ プ ト
．
11
8
6
1
1
1
1
76 6
1
1
3
0
0
0
0
16 6
5
5
0
0
0
0
1
274
2
0
1
1
0
1
0
113
1
0
0
0
0
0
0
6 7
0
0
0
0
0
0
0
0
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表14．技術輸出契約の契約形態（国・地域別）
国 ・地 域 全 数
契 約 形 態
有 償 無 償 ク ロス ラ イセ ン ス 無 回 答
受 取 等 価 支 払
北 ア メリカ 14 3 112 10 6 7 8 0
米 国
カナ ダ
メキ シ コ
エルサルバ ドル
130
7
3
1
1
1
101
6
2
1
1
1
10
0
0
0
0
0
5
0
1
0
0
0
6
1
0
0
0
0
8
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
コスタリカ
ホンジュラス
ヨー ロッパ 100 80 9 5 5 1 0
ドイ ツ 3 1 21 5 4
0
0
0
0
0
1
0
0
1 0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
英 国 19 17 1
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
スペ イン
フラン ス
イ タリア
10
9
5
4
4
3
3
3
3
2
2
1
10
9
4
2
3
3
3
オ ラン ダ
ス イス
オ ー ス トリア
ハ ンガ リー
フィンラン ド 2
3
1
1
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ポ ル トガ ル
ス ウ ェー デ ン
ベ ル ギ ー
ス ロベ ニ ア 1 0 0 0 0 0
ブ ル ガ リア 1 0 1 0 0 0 0
ア ジ ア 49 4 44 1 40 11 1 1 0
韓 国 125 109 8 6 1 1 0
中 国 121 105 14 2 0 0 0
台 湾 65 60 3
2
2
3
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
や
0
0
0
0
0
0
0
10
0
0
0
0
タイ 62 59
イン ドネ シ ア 29 27
マ レー シ ア 28 25
イン ド 23 22 1 0 0 0
フィリピン 18 16 2 0 0 0
シ ンガ ポ ー ル 13
5
1
1
1
11 2
1
0
0
0
0
0
0香 港 4
カンボ ジ ア 0
1
0
1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
クウェー ト
サ ウジ ア ラ ビア
カター ル 1
1
之受
1
1
27
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0．
0
0
0
0
0
0
0
トル コ
そ の 他
オ ー ス トラ リア 11
8
6
1
11
南 ア フ リカ 8
ブラジ ル 4 2 0 0 0
ベ ネ ズ エ ラ 1 0 0 0
0
0
0
0
ア ンゴ ラ 1
1
1
1
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ペ ル ー
エジ プ ト
総　　　 計 76 6 6 60 6 1 22 13 0
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表15．技術輸出契約の対価の受取方法（国・地域別）
国 ・地 域 全 数
イ ニ シ ャル ペ イ メン ト ラ ン ニ ン グ ロ イ ヤ ル テ ィ
対 価 な し有 無 無 回 答 有 無 無 回 答
ミニマム有 ミニマム無 無 回 答
北 ア メリカ 14 3 5 7 6 1 0 5 8 7 0 2 6 0 2 5
米 国
カナ ダ
メキ シ コ
130
7
3
1
48
4
2
1
58
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
5
0
0
0
8 1
3
3
0
0
0
0
0
0
0
2 0
3
0
1
0
0
0
0
0
0
24
1
0
0エルサルバ ドル
コス タリカ 1 1 0 0 1 0
ホンジ ュラス 1 1 0 0 1 0
ヨー ロ ッパ 100 5 7 2 8 0 9 5 8 0 18 0 15
ドイ ツ 3 1 19 6
6
6
4
1
1
0
1
1
0
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
2
0
2
1
0
0
1 4 0
0
0
0
0
0
0
8
3
3
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
6
2
0
0
1
2
0
英 国 19 1 1
4
5
3
1
4
12
ス ペ イン
フラン ス
10
9
5
4
4
3
3
3
3
2
2
1
1
7
6
3
2
3
イタリア
オ ランダ
ス イス
オ ー ス トリア 2
2
2
2
1
1
0
0
1
0
0
0
2
2
1
3
1
1
0 1
1
0
0
0
0
0
0
0
ハ ンガ リー 0 0
1
0
1
1
フ ィン ラン ド 0
ポ ル トガ ル 0
0
0
0
ス ウ工胃 テ ン
ベ ル ギ ー
ス ロベ ニ ア 0
0
0
0
1
0
0
1ブ ル が ノア 0
ア ジ ア 4 94 24 1 2 1 1 0 18 3 3 2 1 10 0 1 4 2
韓 国 12 5 7 4 4 1 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
5 78 1 3 1 0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
10
中 国 12 1 5 6 5 1 6 8 3 0 1 8 14
台 湾 6 5 2 9 33 2
1
43 0
0
17 3
2タイ 6 2 30 3 0 45 1 3
イン ドネ シ ア 2 9 9 18 0
1
2 1 0
0
6
4
2
3マ レー シア 2 8 10 15 20
イン ド 2 3 19 3
10
8
2
0
0
0
0
0
1．旦
7
5
d
0
0
1
1
0
1
1
0
18 0 3
3
2
0
0
1
0
1
1
7
4
0
2
0
1
0
0
15 1
1
2
2
1
1
フィリピン 1 8 6
3
2
0
13
8
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
シン ガ ポ ー ル 13
5
1
香 港
カン ボ ジ ア
ク ウェー ト 1 1 0 0 0
サ ウ ジ ア ラビア 1
1
1
2 9
0
1
1
1．薫．
4
3
4
1
1
0
0
3 6 8
0
0
0
0
0
0
1
0カター ル
トル コ 0
そ の 他 2　　 1．§ 2
0
0
2
0
0
0
オ ー ス トラ リア 11
8
6
1
1
1
0　　　　　 7
南 アフ リカ
ブ ラジ ル
ベ ネ ズ エ ラ
1　　　　　 7
1　　　　 1
0　　　　 1
ア ンゴ ラ
ペ ル ー
0　　　　　 0
0　　　　 1
エ ジプ ト 1 1 0　　　　 1 0
総　　　 計 7 6 6 3 14 3 4　　　 4 95 84
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表16．技術輸出契約のランニングロイヤルティの料率（国・地域別）
国 ・地 域 全 数
ラン ニン グ ロイヤ ル テ ィの 料 率 ランニング
ロイヤルティ1％ 2％ 5，i 8％ ＝ヽ 11％そ の他 無 回答
未 満 未 満 未 満 未 満 未 満 以上 無
北 ア メリカ 14 3 7 13 3 8 6 3 3 17 5 5 1
米 国
カナダ
メキ シコ
エルサルバドル
コスタリカ
ホンジュラス
130
7
3
1
1
1
7
0
0
0
0
0
13
0
0
0
0
0
34
1
3
0
0
0
6
0
0
0
0
0
3
0
0
0
0
0
3
0
0
0
0
0
15
2
0
0
0
0
5
0
0
0
0
0
44
4
0
1
1
1
ヨー ロッパ 10 0 1 9 3 7 8 5 0 4 3 3 3
ドイツ 3 1 0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
1
1
1
0
1
2
0
0
0
1
0
0
0
0
10 1
2
2
1
0
0
0
0
0
1
1
0
0
3
2
．00
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
1
1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
14
英 国 19 8
4
3
3
0
1
1
2
1
1
1
1
1
0
5
スペ イン
フランス
イタリア
オ ランダ
スイス
オ ーストリア
ハ ンガ リー
フィンランド
ポ ル トガル
ス ウェーデン
ベ ルギ胃
10
9
5
4
4
3
3
3
3
2
2
1
1
3
1
1
2
1
1
1
1
0
1
1
ス ロベニア 0 0
ブルか ノア 0 1
ア ジア 4 9 4 2 2 46 2 1 1 2 73 1 3 2 10 14 2
韓 国 125 9
2
10 4 1 2 1
0
1
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
3
2
0
1
0
0
0
0
1 4
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
…山90
0
0
0
0
0
0
4
16 4
3
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1 8
41
中国 12 1 15 59 8 2
4
3
2
2
1
32
台 湾 65 5
1
2
6
6
4
24 3
2
0
20
タイ 62 34 15
インドネシア 29 13 8
マ レーシア 2 8 3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
．…．遅．1
1
0
0
0
0
1
3 3
1 13 2 7
インド 2 3 1
0
3
0
0
0
0
0
0
2
0
2
0
0
0
0
0
7 0
10 7 4
フィリピン 18 11
4
2
0
0
0
0
0
8
4
1
1
1
0
1
0
2 9 4
1 1 5
シンガポ ール
香港
カンボジア
クウ工一 ト
サ ウジアラビア
カタール
トル コ
その 偲
オ ーストラリア
南アフリカ
ブラジル
ベ ネズエラ
アンゴラ
ペ ルー
エジプト
総　　　 計
13
5
1
1
1
1
1
之9
11
8
6
1
1
1
1
7 6 6
1
1
0
0
0
0
0
……旦0
3
0
0
0
0
0
4 4
1
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
5 4
4
1
1
1
1
1
1
9
4
0
4
0
1
0
0
2 35
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表17．技術輸出契約の独占権・再実施権（国・地域別）
国 ・地 域 全 数 独 占 権 再 実 施 権
有 無 無 回 答 有 無 無 回 答
北 ア メリカ 14 3 28 115 0 18 125 0
米 国 130
7
3
1
24
2
106
5
0
0
0
0
0
0
18
0
112
7
0
カナ ダ 0
メキ シコ 2 1 0 3 0
エルサルバ ドル 0 1 0 1 0
コス タリカ 1 0 1 0 1 0
ホンジュラス 1 0 1 0 1 0
ヨー ロ ッパ 100 26 74 0 16 8 4 0
ドイツ 3 1 5 26 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
5 26 0
英 国 19 7 12 3 16 0
ス ペ イン 10
9
5
4
4
3
3
3
3
2
2
1
1 9 4 6 0
フラン ス 3
3
2
6
2
2
3
3
3
1
2
0
0
7
5
4
0
イタ リア 0
オ ラン ダ 0
ス イス 1
0
0
2
0
0
0
2
4
3
3
1
0
オ ー ス トリア 0
ハ ン ガ リー 0
フィン ラン ド 0
ポ ル トガ ル 2
0
1
2
2
1
0
0
3
2
0
ス ウ ェー デ ン 0
ベ ル ギ 胃 0
0
0
0
2
1
0
ス ロベ ニ ア 0
ブ ル か ノア 1 0 1 0 1 0
ア ジ ア 49 4 145 34 0 9 2 1 4 68 5
韓 国 125 36 8 7 2
3
1
6 117 2
中 国 121 21 97 0
3
121 0
台 湾 65 24 40 61 1
タイ 62 20 4 1 1
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
0
……．90
0
0
0
0
0
0
9
6 56 0
イン ドネ シア 29 11 18 0 29 0
マ レー シ ア 28 11 17 1 27 0
イ ンド 23 10 12 1
2
1
0
1
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
1
21 1
フィリピ ン 18 5 13
7
3
1
1
16 0
シ ン ガ ポ ー ル 13
5
1
1
5
2
0
0
0
0
0
1 1
3
6
1
0
0
0
1
11 1
0
0
香 港
カ ンボ ジア
5
0
1クウ ェー ト 0
サ ウ ジア ラ ビア 1
1
1
2 9
1 1 0
カター ル 1
1
．1．§8
2
5
1
1
1
．．璽
0
トル コ 0
そ の 他 、．胃胃9
オ ー ス トラリア
南 ア フリカ
ブ ラジ ル
ベ ネ ズ エ ラ
11
8
6
1
1
1
1
7 66
11
8
6
1
0
0
0
0
ア ン ゴラ
ペ ル ー
エ ジ プ ト
1
1
0
54 7
1
1
0
705
0
0
0
総　　　 計 2 10 5 6 5
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表18．技術輸出契約の技術の種類（国・地域別）
国 ・地 域 全 数
技 術 の 種 類
特 許 ノウ ハ ウ 商 標 出 願 中
特 許
実 用 新 案 意 匠 無 回 答
北 ア メリカ 14 3 92 9 1 14 37 17 2 0
米 国 13 0 88 79 14 36 15 2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
カナ ダ
メキ シ コ
エルサルバ ドル
7
3
1
1
1
3
1
0
0
0
6
3
1
1
1
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
2
0
0
0
0
コス タリカ
ホンジ ュラス
ヨー ロッパ 100 58 65 10 20 6 3 0
ドイツ 3 1 20 11 3 7 2 1
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
英 国 19 10
4
15
9
1
3
3
0
5
1
0ス ペ イン 10
9
5
4
4
3
3
3
3
2
2
1
1
フラン ス 8 7 0 1
イタリア 4
3
4
0
0
1
1
1
1
1
0
4
2
2
2
3
3
3
1
2
0
1
1
0
0
0
1
0
1
0
0
0
1
2
0
1
0
0
0
1
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
オ ランダ
ス イス
オ ー ス トリア
ハ ン ガ リー
フィンラン ド
ポ ル トガ ル
ス ウ ェー デ ン
ベ ル ギ ー
ス ロベ ニ ア
ブ ル ガ リア 0
ア ジ ア 49 4 14 1 4 53 10 863 32 2 0 7
韓 国 125 42 105 28 15 5
9
2
4
3
4
2
0
1
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
5 5
5
4
0
3
4
1
1
0
2
0
0
0
0
0
0
………．9．0
0
0
0
0
0
0
2 5
2
0
0
1
1
1
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
7
中 国 121 38 114 38
9
12
4
5
3
4
3
2
0
0
0
0
0
．．．，号0
3
2
0
0
0
0
137
20
5
8
3
5
3
1
台 湾 65 19 62
タイ
イン ドネ シ ア
マ レー シ ア
イ ンド
フィリピン
62
29
28
23
18
10
8
6
7
6
2
3
0
0
0
0
0
10
4
3
2
1
0
0
0
3 0 1
59
27
27
21
16
シ ンガ ポ ー ル
香 港
カ ンボ ジ ア
ク ウェー ト
サ ウジ ア ラビア
カ ター ル
トル コ
そ．野 地
オ ー ス トラ リア
南 ア フリカ
ブ ラジ ル
ベ ネ ズ エ ラ
ア ン ゴ ラ
ペ ル ー
エ ジ プ ト
総　　　 計
13
5
1
1
1
1
1
．旦受11
8
6
1
1
1
1
766
12
5
1
1
1
1
1
…．宴旦10
7
5
1
1
1
1
635
1
2
0
0
0
0
0
4
1
2
0
1
0
0
0
124
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表19．技術輸出契約の技術分野（産業分類別）
産 業 分 類 全 数
技 術 分 野
電 気 機 械 化 学 金 属 そ の他
（01）農林 水産 業 0
1
3
13
6
1
0
51
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0（02）鉱 業
（03）建 設 業 2 1
（04）食 品工 業 0
0
2
0
0
0
11
4（05）繊維 工 業
（06）パ ルプ ・紙工 業 0
0
1
0
0
0
0
0
1
0
7
（07）出版 ・印 刷 業
（08）総 合 化 学 工 業 42
（09）油 脂 ・塗 料工 業 62 4 0 49 0 9
（10）医薬 品 工 業 33
9
4
14
0
0
0
0
0
0
33 0
0
0
0
（11）その 他 の 化 学 工 業 8
4
1
0（12）石 油 製 品 工 業
（13）プラスチ ック工 業 2 1 1 1 9
（14）ゴム 製 品工 業 17 1 2 1 0 13
（15）窯 業 28 2 1 5 0 20
（16）鉄 鋼 業 57 0 7 1 49 0
（17）非 鉄 金 属 工 業 53 8 5 1 37 2
（18）金 属 製 品 工業 11 1
3
0
46
0
3
8
0
2
0（19）機 械 工 業 52
（20）電 気 機 械 器具 工 業 71 48 7 1 8 7
（2 1）通 信 ・電 気計 測 器 工 業 93 78 5 3 7 0
（22）自動 車 工 業 114 28 86 0 0 0
（23）その 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 10 1 8 1 0 0
（24）精 密 機 械 工 業 29 11 18 0 0 0
（25）その 他 の 工 業 14 3 1
0
0
0
1
0 0 10
（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 11
3
4
2
9
3
4
0
0
0
2
0
0
0
0
0
（27）卸売 ・小 売 業
（28）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広告 業
（29）その 他 の サ ー ビス業 0 0 0 1
総　　　 計 766 207 191 158 112 98
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表20．技術輸出契約の資本金・輸出先企業との資本関係（産業分類別）
産 業 分 類 全 数
資 本 金 資 本 関 係
50 億 円
未 満
100億 円
未 満
500 億 円
未 満
500 億 円
以上
な し 2分 の 1
未 満
2分 の 1
以 上
無 回 答
（0 1）農 林 水 産 業 0
1
3
13
6
1
0
51
0
0
0
2
3
0
0
4
5
0
0
1
1
0
1
2
1
2
0
0
19
0
0
0
9
0
0
0
18
0
1
0 0 0
（02）鉱 業 0 0 0
（03）建 設 業 3 0 0 0
（04）食 品 工 業 7 1 5 0
（05）繊 維 工 業 1
1
0
10
5 1 0 0
（06）パ ル プ ・紙 工 業 1
0
34
0 0 0
（0 7）出版 ・印 刷 業 0 0 0
（08 ）総 合 化 学 工 業 9 8 0
（0 9）油 脂 ・塗 料工 業 62 0 4 1 16 23 17 22 0
（10 ）医 薬 品 工 業 3 3
9
4
14
4 5 23 1
0
3
2
6
10
24 2 7 0
（11）そ の 他 の 化学 工 業 9 0 0 4 3 2 0
（12）石 油 製 品 工 業 1 0 0 2 2 0 0
（13）プラスチ ック工 業 0 4 8 5 3 6 0
（14）ゴム 製 品 工 業 17 3 5 3 9 3 5 0
（15）窯 業 28 4 0 14 13 8 7 0
（16）鉄 鋼 業 5 7 7 5 3 4 2 51 4 2 0
（17）非 鉄 金 属 工 業 53 2 5 12 34
0
3
44
23 14 16 0
（18）金 属 製 品 工 業 11 2 1 8 、6 3 2 0
（19）機 械 工 業 5 2 20 2 27 27 10 15 0
（20）電 気 機 械 器 具 工 業 7 1 1 1 3 13 31 15 25 0
（21）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 93 9 17 9 58 56 8 29 0
（22）自動 車 工 業 1 14 13 2 1 14 66
5
13
0
11
0
1
0
34 2
3 3 2 19 0
（23）その 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 10 5 0 0 9 1 0 0
（24）精 密 機 械 工 業 2 9 3 5 8 16 3 10 0
（25）その 他 の 工 業 14 5 1 8 11 0 3 0
（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 11
3
4
2
766
0 0 0 10 1 0 0
（27）卸 売 りト売 業 0 3 0 3 0 0 0
（28）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業 3 0 0 1 0 3 0
（2 9）そ の 他 の サ ー ビス 業 1 0 1 2 0 0 0
総　　　 計 116 9 1 2 17 440 14 0 186 0
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表21．技術輸出契約の契約相手先国・地域（産業分類別）
産 業 分 類 全 数
北 ア メリカ ヨー ロ ッパ
米 国 その 他 合 計 ドイツ 英 国
スペ
イン
フラ
ンス
イタ
リア
そ の
他
合 計
（0 1）農 林 水 産 業 0
1
3
13
6
1
0
5 1
0 0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
0
0
1
0
0
0
2
2
0
0
9
0 0 0 0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
3
2
0
0
0
0
2
3
1
0
0
2
2
5
0
1
0
（0 2）鉱 業 0 0 0 0 0
（0 3）建 設 業 0 0 0 0 1
（0 4）食 品 工 業 2 2 0 0 1 0 3
（0 5）繊 維 工 業 2 0 0 0 0 0 0
（0 6）パ ル プ ・紙 工 業 0 0 0 0 0 0 0
（0 7）出 版 ・印 刷 業 0 0 0 0 0 0 0
（08 ）総 合 化 学 工 業 9 0 0 1 0 1 4
（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業 6 2 9 10 0 2 0 1 0 6
（10 ）医 薬 品 工 業 3 3 6 6
4
1
2
5
2
4 1 3 1 1 12
（1 1）その 他 の 化 学 工 業 9
4
14
3 0 0 0 0 0 0
（12）石 油 製 品 工 業 1 0 0 0 0 0 0
（1 3）プラスチック工 業 2 0 1 0 0 0 1
（1 4）ゴ ム 製 品 工 業 17 5 1 1 0 0 0 2
（15 ）窯 業 28 1 3 1 0 0 0 6
（16 ）鉄 鋼 業 5 7 12 1
0
0
2
1
13 3 3 1 1 1 12
（1 7）非 鉄 金 属 工 業 5 3 10 10 1 1 0 1 0 4
（18 ）金 属 製 品 工 業 11 2 2 0 1 3 0 0 4
（1 9）機 械 工 業 5 2 8 10 1 1 0 0 1 3
（20 ）電 気 機 械 器 具 工 業 71 9 10 3 0 0 0 0 5
（2 1）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 9 3 19 1
4
0
0
0
1
0
0
0
13
20 9 2 0 1 0 14
（2 2）自動 車 工 業 114 15 19 2 2 2 0
0
2
0
0
0
0
0
9
1
0
0
0
0
0
0
0
5
12
（2 3）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 10 1 1
7
1
6
0
1
0
143
1 1 0 2
（2 4）精 密 機 械 工 業 29 7 1 1 0 5
（2 5）そ の 他 の 工 業 14 1 0 0 0 1 1
（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 1 1
3
4
2
76 6
5 0
0
0
0
3 1
0 0 1
0
0
1
26
1
（2 7 ）卸 売 ・小 売 業 0 0 0 0
（2 8 ）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業
（29 ）そ の 他 の サ ー ビス 業
総　　　 計
1
0
130
1
0
19
0
0
10
1
1
100
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ア　 ジ　 ア その 他
韓 国 中国 ム 湾 タイ
インド マレー イン フイリピ シンガ 香港 その他 ∠ゝ昔
オー ス 南アフ ブラ
その他 合計口／ ネシア シア ド ン ポール 口計 トラリア リカ ジル
0
0
2
0
0
0
0
11
11
7
1
1
1
1
2
6
6
2
10
9
13
0
0
0
4
1
0
0
8
9
4
0
1
2
0
10
3
5
1
10
23
19
0
0
0
0
1
1
0
5
5
1
1
1
2
3
1
5
9
0
1
7
9
6
1
2
1
0
3
0
0
0
0
4
2
0
0
6
8
0
1
0
3
2
4
3
5
1
3
7
2
9
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
1
2
1
0
0
0
2
2
6
0
2
2
1
3
0
0
4
0
0
0
0
29
0
0
0
0
0
0
0
0
4
0
0
0
2
2
1
1
2
1
2
0
5
7
0
0
1
0
0
0
0
28
0
0
0
0
0
0
0
3
0
0
0
0
1
0
0
1
1
0
6
2
2
4
1
2
0
0
0
0
0
23
0
0
0
0
0
0
0
0
4
1
1
0
0
0
0
2
2
0
0
3
1
4
0
0
0
0
0
0
0
18
0
0
0
0
0
0
0
2
1
0
0
0
0
0
0
1
1
0
2
1
4
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
2
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
3
0
0
0
0
0
0
0
5
0
1
2
8
4
1
0
38
43
15
5
3
11
8
20
24
38
5
38
55
56
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
6
1
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
3
0
0
0
0
0
0
0
4
0
0
0
0
0
0
0
0
3
0
0
0
0
2
0
8
1
0
1
1
3
25
3
8
1
4
0
0
14
1
2
2
0
0
2
0
121
1
0
0
0
0
0
0
1
0
0
1
0
0
0
77
7
15
10
4
3
2
1
1
0
0
1
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
2
1
0
0
0
6
0
2
2
0
0
0
1 0 0 0 0 0 0 0 0
125 65 62 13 5 494 11 8 6 29
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表22．技術輸出契約の契約期間（産業分類別）
産 業 分 類 全 数
契 約 期 間
1 年
未 満
5 年
未 満
10年
未 満
15年
未 満
15 年
以 上
工 業 所 有
権の 期 間
そ の 他 無 回 答
（01）農 林 水 産 業
（02）鉱 業
（03）建 設 業
0
1
3
13
6
1
0
5 1
0
0
0
0
0
0
0
2
0
1
0
1
4
0
0
4
5
0
0
1
1
0
0
1
1
0
0
0
16
0
0
0
2
0
0
0
0
5
0
0
1
0
0
0
（04）食 品 工 業 3 0
（0 5）繊 維 工 業 0
0
0
1
0
0
5
1
1
0
（06）パ ルプ ・紙 工 業 0 0
（0 7）出 版 ・印 刷 業 0 0 0
（08 ）総 合 化 学 工 業 14 6 4 0
（09）油 脂 ・塗 料 工 業 62 2 33 15 1 2 4 0
（10）医 薬 品 工 業 33
9
4
14
0 1 8 5 5 6 8 0
（11）その 他 の 化 学 工 業 0 1
1
1
4 1 0 0
0
2
3 0
（12）石 油 製 品 工 業 0 1 0 2 0 0
（13）プラスチ ック工 業 0 7 2 0 2 0
（14）ゴム 製 品 工 業 17 0 3 3 2 0 7
1
2 0
（15）窯 業 28 2 4 13 7 0 1 0
（16）鉄 鋼 業 57 11 17 13 5 5 5 1 0
（17）非鉄 金 属 工 業 53 0 13 25 14 0 1
1
0 0
（18）金 属 製 品 工 業 11 0 3 4 0 3 0 0
（19）機 械 工 業 52 0 15 17 12 1 1 6 0
（20）電 気機 械 器 具 工 業 71 0 20 3 1 7 1 6 6 0
（21）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 93 4 26 25 10 0 20 8 0
（22）自動 車 工 業 114 1 18
4
19
5 6 13 13 5 8 0
（23）その 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 10 0
0
1
4
0
2
0
29
4 1
0
0
0
0
0
1
0 1 0 0
（24）精 密 機 械 工 業 29 4 1 3 2 0
（25）その 他 の 工 業 14 3
0
0
2
0
166
6 0 1
3
0
0
1
3 0
（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 11
3
4
2
766
4 0 0 0
（27）卸 売 り」、売 業 0 0 3 0
（28）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業 0 0 0 0
（29）その 他 の サ ー ビス 業 0 0 0 0
総　　　 計 274 113 40 77 67 0
－158－
表23．技術輸出契約の契約形態（産業分類別）
産 業 分 類 全 数
契 約 形 態
有償 無 償 クロスライセンス 無 回 答
受取 等 価 支 払
（01）農 林 水 産 業
（02）鉱 業
（03）建 設 業
（04）食 品 工 業
（05）繊維 工 業
（06）パ ルプ ・紙 工 業
（07）出版 ・印刷 業
0
1
3
13
6
1
0
51
0
0
3
11
4
0
0
49
0
1
0
2
0
1
0
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
（08）総合 化 学 工 業 0 0
（09）油 脂 ・塗 料 工 業 62 59 1 0 0
（10）医 薬 品 工 業 33
9
4
14
2 1 10
0
0
0
2 0 0 0
（11）その 他 の 化 学 工 業 7 2 0 0 0
（12）石 油 製 品 工 業 1 3 0 0 0
（13）プラスチック工 業 14 0 0 0 0
（14）ゴム 製 品 工 業 17 16 0 1 0 0 0
（15）窯 業 28 28 0 0 0 0 0
（16）鉄鋼 業 57 56 1 0 0 0 0
（17）非鉄 金 属 工 業 53 51 0 1 0 1 0
（18）金 属 製 品 工 業 11 10 0 1 0 0 0
（19）機 械 工 業 52 44 5 2 1 0 0
（20）電 気機 械 器具 工 業 71 64 6 0 1 0 0
（21）通 信 ・電 気 計 測器 工 業 93 57 17 7 6 6 0
（22）自動 車 工 業 114 109 4 1 0 0 0
（23）その 他 の輸 送 用 機 械 工 業 10 9 1 0 0 0 0
（24）精 密 機 械 工 業 29 20 6 0 0 3 0
（25）その 他 の 工 業 14 12 1 1 0 0 0
（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 11
3
4
2
766
10 0 0 1 0 0
（27）卸 売 りト売 業 3 0 0 0 0 0
（28）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業 0 3 0 1 0 0
（29）その 他 の サ ー ビス業 2 0 0 0 0 0
総　　　 計 660 61 22 13 10 0
－159－
表24．技術輸出契約の対価の受取方法（産業分類別）
産 業 分 類 全 数
イニ シャル ペ イメン ト ランニン グ ロイヤ ル ティ
対 価 なし有 無 無 回 害 有 無 無 回 等
二マム ミニマム． 無 回答
（0 1）農 林 水 産 業
（02）鉱 業
（03）建 設 業
（04）食 品 工 業
（05）繊 維 工 業
（06）パ ルプ ・紙 工 業
（07）出版 ・印 刷 業
0
1
3
13
6
1
0
5 1
0
0
2
5
2
0
0
37
0
0
1
6
2
0
0
12
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
8
2
0
0
23
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
3
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
2
2
1
0
（08）総 合化 学 工 業 0 26 2
（09）油脂 ・塗 料 工 業 62 18 42 4 46 10 2
（10）医薬 品 工 業 33
9
4
14
12 11 2 18 3 10
（11）そ の他 の 化 学 工 業 4 5 0 9 0 0 0
（12）石 油 製 品 工 業 1 3 0 3 0
0
0
1 0
（13）プラスチ ック工 業 7 7 1 13 0 0
（14）ゴム 製 品 工 業 17 6 11 0 15 2 0
（15）窯 業 28 21 7 1 17 0 10 0
（16）鉄 鋼 業 57 30 26 7 20 0 29 1
（17）非 鉄 金 属 工 業 53 28 24 3 4 1 0 8 1
（18）金 属 製 品 工 業 11 3 8 1 10 0 0 0
（19）機 械 工 業 52 30 16 4 38 0 4 6
（20）電 気 機 械 器 具 工 業 71 36 28 4 52 0
0
0
0
8 7
（21）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 93 26 38 3 54 6 29
（22）自動 車 工 業 114 67 43 1 84 25 4
（23）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 10 6
7
6
3 0 9 0 1
（24）精 密 機 械 工 業 29 13 0 16 1
0
0
0
0
0
1
3 9
（25）そ の 他 の 工 業 14 7
0
0
0
1
3 8 2 1
1
0
4
0
（26）運 輸 t通 信 ・公 益 業 11
3
4
2
766
10 0 6
0
0
1
4
（27）卸 売 ・小 売 業
（28）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業
（29）そ の 他 のサ ー ビス 業
3
0
1
0
0
0
34
3
0
1
総　　　 計 368 3 14 4 95 151 84
－160－
表25．技術輸出契約のランニングロイヤルティの料率（産業分類別）
産 業 分 類 全 数
ランニ ング ロイヤ ル テ ィの 料 率 ランニング
ロイヤルティ
無
1％
未 満
2％
未満
5％
未 満
8％
未 満
11％
未 満
11％
以上
その 他 無 回答
（0 1）農 林 水産 業 0
1
3
13
6
1
0
51
0 0 0 0 0
0
0
2
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
2
0
0
0
0
0
2
0
2
0
0
10
0
0
0
0
0
18
0
1
1
（02）鉱 業 0 0 0 0
（03）建 設 業 0 0 1 1
（04）食 品 工 業 0 3 1 1 5
（05）繊 維工 業 0 1 1 0 4
（06）パ ルプ ・紙 工 業 0 0 0 0 0 1
（07）出 版 ・印刷 業 0 0 0 0 0 0 0
（08）総 合化 学 工 業 0 2 15 4 0 2 28
（09）油 脂 ・塗 料 工 業 62 0 9 30 4 0 5
2
1
0
1
12
（10）医 薬 品工 業 33
9
4
14
0 3 7 7 0 13
（11）その他 の 化学 工 業 0 0 7 1 0 0
（12）石 油製 品 工 業 0 3 0 0 0 1
（13）プラスチック工業 0 1 10 0 0 0
（14）ゴム 製 品 工 業 17 4 2 9 0 0 0 0 2
（15）窯 業 28 1 1 16 0 0 0 0 10
（16）鉄 鋼 業 57 1 5 10 1 2 1 7 30
（17）非 鉄金 属 工 業 53 7 8 23 1 1 1
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
4
3
0
3
4
5
15
9
（18）金 属製 品 工 業 11 0 2 7 1 1 0
（19）機 械工 業 52 1 7 22 6 1
0
3
0
0
0
3
0
0
0
0
14
10
（20）電 気機 械 器 具工 業 71 1 6 43 2 15
（21）通 信 ・電 気 計 測器 工 業 93 5 5 28 8 35
（22）自動車 工 業 114 7
0
1
8
2
0
0
2
0
0
0
70
51 4 29
（23）その他 の 輸 送 用 機械 工 業
（24）精 密機 械 工 業
10
29
3
4
5
3
0
0
0
0
0
0
44
1
2
2
0
0
0
0
54
1
12
（25）その他 の 工 業 14 1 3
（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業
（27）卸 売 り」、売 業
（28）情 報サ ー ビス ・調査 ・広 告 業
（29）その他 の サ ー ビス業
総　　　 計
11
3
4
2
766
3
0
0
1
33
1
0
0
0
294
5
3
4
1
235
－161－
表26．技術輸出契約の独占権・再実施権（産業分類別）
産 業 分 類 全 数 独 占 権 再 実 施 権
有 無 無 回 答 有 無 無 回 答
（0 1）農 林 水 産 業 0
1
3
13
6
1
0
5 1
0
0
0
1
0
1
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
0
0
0
1
0
2
1
0
2
0
0
0
0
0
9
0
1
1
2
0
0
2
0
（0 2）鉱 業 0
（0 3）建 設 業 0
（0 4）食 品 工 業 12 11 0
（0 5）繊 維 工 業 1 5 1 5 0
（0 6）パ ル プ ・紙 工 業 0 1 0 1 0
（0 7）出 版 ・印 刷 業 0 0 0 0 0
（0 8）総 合 化 学 工 業 10 4 1 2 4 9 0
（0 9）油 脂 ・塗 料 工 業 62 19 4 3 4 5 8 0
（10 ）医 薬 品 工 業 3 3 11 2 2 6 2 7 0
（11）そ の 他 の 化 学 工 業 9
4
14
7 2 3 6 0
（12）石 油 製 品 工 業 1 3 0 4 0
（13 ）プラ スチ ック工 業 3 1 1 2 12 0
（14 ）ゴム 製 品 工 業 17 11 6 1 16 0
（15 ）窯 業 2 8 6 19 2 26 0
（16 ）鉄 鋼 業 5 7 16 4 1 3 54 0
（17）非 鉄 金 属 工 業 5 3 12 4 1 2 5 1 0
（18 ）金 属 製 品 工 業 1 1 6 5 5 6 0
（19 ）機 械 工 業 52 2 9 22 2 50 0
（20 ）電 気 機 械 器 具 工 業 7 1 10 6 1 1 70 0
（2 1）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 93 7 84 3 8 8 2
（22 ）自動 車 工 業 1 14 40 73 11 10 2 1
（2 3）そ の 他 の 輸 送 用 機 械 工 業 10 4 6 0 10 0
（24 ）精 密 機 械 工 業 29 3 2 4 3 2 4 2
（2 5）そ の 他 の 工 業 14 1 1 3 0 14 0
（26 ）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 1 1
3
4
2
76 6
0
0
1
11
3
3
0
0
1
11
3
3
0
0
0
（2 7）卸 売 ・小 売 業
（2 8）情 報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 業
（2 9）そ の 他 の サ ー ビス 業 1 1 0 2 0
総　　　 計 210 54 7 56 70 5 5
－162－
表27．技術輸出契約の技術の種類（産業分類別）
産 業 分 類 全 数
技 術 の 種 類
特 許 ノウハ ウ 商 標 出願 中
特 許
実 用
新 案
意 匠 無 回 答
（01）農 林 水 産 業
（02）鉱 業
0
1
3
13
6
1
0
51
0
0
1
6
3
0
0
23
0
1
3
8
4
1
0
0
0
0
2
0
1
0
9
0
0
0
3
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
（03）建 設 業
（04）食 品工 業
（05）繊 維 工 業
0
0
0
（06）パ ル プ ・紙 工 業 0 0
（07）出 版 ・印刷 業 0 0 0 0
（08）総 合 化 学 工 業 43 9 0 0 0
（09）油 脂 1塗 料 工 業 62 17 45 25 3 0 0 7
（10）医 薬 品工 業 33
9
4
14
20 20 17 3 0 0 0
（11）そ の他 の 化 学工 業 2 9 6 0 0 2 0
（12）石 油製 品工 業 0 4 1 0 0 0 0
（13）プラスチック工 業 6 12 9 2 0 0 0
（14）ゴム 製 品 工 業 17 7 12 5 3 0 0 0
（15）窯 業 28 11 27 3 8 2 1 0
（16）鉄 鋼 業 57 25 52 1 2 1 0 0
（17）非 鉄 金 属 工 業 53 9 47 0 6 2 1 0
（18）金 属 製 品工 業 11 4 11 0 0 1 0 0
（19）機 械 工 業 52 33 50 19 16 19 6 0
（20）電 気機 械 器 具 工 業 71 26 62 12 11 5 3 0
（21）通 信 ・電 気 計 測 器 工 業 93 38 61 7 21 13 2 0
（22）自動 車 工 業 114 35 107 9 18 5 3 0
（23）そ の他 の輸 送 用 機 械 工 業 10 2 8 1 0 0 0 0
（24）精 密 機 械 工 業 29 18 22 5 12 2 4 0
（25）そ の他 の 工 業 14 10 12 4 4 4 3 0
（26）運 輸 ・通 信 ・公 益 業 11
3
4
2
766
4 7 0 3 0 0 0
（27）卸 売 ・小 売 業 0 3 0 0 0 0 0
（28）情 報 サ ー ビス・調 査 ・広 告 業 0 4 0 0 0 0 0
（29）そ の他 の サ ー ビス業 1 0 1 0 0 0 0
総　　　 計 30 1 635 137 124 55 25 7
ー163－


